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第７回日野町議会定例会会議録 

 

平成３０年１２月１４日（第３日） 

開会  ９時００分 

散会 １７時１４分 

 

１．出席議員（１４名） 

  １番  堀 江 和 博   ８番  蒲 生 行 正 

  ２番  後 藤 勇 樹   ９番  冨 田  幸 

  ３番  奥 平 英 雄  １０番  髙 橋  渉 

  ４番  山 田 人 志  １１番  東  正 幸 

  ５番  谷  成 隆  １２番  池 元 法 子 

  ６番  中 西 佳 子  １３番  對 中 芳 喜 

  ７番  齋 藤 光 弘  １４番  杉 浦 和 人 

 

２．欠席、遅刻、途中退席および早退議員 

   な  し 

 

３．地方自治法第１２１条により説明のため出席した者の職氏名（１９名） 

 町 長  藤 澤 直 広  副 町 長  髙 橋 正 一 

 教 育 長  今 宿 綾 子  総 務 政 策 主 監  西 河  均 

 教 育 次 長  望 主 昭 久  総 務 課 長  藤 澤  隆 

 企 画 振 興 課 長  安 田 尚 司  税 務 課 長  増 田 昌一郎 

 住 民 課 長  澤 村 栄 治  福 祉 保 健 課 長  池 内  潔 

 子ども支援課長  宇 田 達 夫  長 寿 福 祉 課 長  山 田 敏 之 

 農 林 課 長  寺 嶋 孝 平  商 工 観 光 課 長  福 本 修 一 

 建 設 計 画 課 長  髙 井 晴一郎  上 下 水 道 課 長  長 岡 一 郎 

 生 涯 学 習 課 長  日 永 伊久男  会 計 管 理 者  福 本 喜美代 

 学校教育課参事  山 添 美 実  住 民 課 参 事  柴 田 和 英 

 

４．事務のため出席した者の職氏名（２名） 

 議 会 事 務 局 長  山 添 昭 男  総 務 課 主 査  角  浩 之 
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５．議事日程 

日程第 １ 一般質問 

 ８番  蒲生 行正君 

 ７番  齋藤 光弘君 

１０番  髙橋  渉君 

１１番  東  正幸君 

 ６番  中西 佳子君 

 ５番  谷  成隆君 

 １番  堀江 和博君 

１３番  對中 芳喜君 
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会議の概要 

－開会 ９時００分－ 

議長（杉浦和人君） 皆さん、おはようございます。全員ご起立をお願いします。 

 一同礼。 

－起 立 ・ 礼－ 

議長（杉浦和人君） ご着席下さい。 

 ただいまの出席議員は、全員であります。定足数に達しておりますので、本日の

会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元へ印刷配付のとおりであります。 

 日程第１ 一般質問を行います。 

 昨日に引き続き、一般質問通告表に基づき、順次発言を許可いたします。 

 農林課長から発言を求められておりますので、これを許可いたします。 

 農林課長。 

農林課長（寺嶋孝平君） 改めまして、おはようございます。先日の冨田議員よりの

日野菜の作付面積の地区ごとにつきましてですが、お答えができておりませんでし

たので、改めてお答えの方をさせていただきたいと思います。 

 先日、全体の作付面積6.2ヘクタールというようなお答えをさせていただきまして、

それの地区ごとでの面積ということでございます。一番多うございますのが鎌掛地

区で3.9ヘクタールでございます。２番目が東桜谷地区で0.9ヘクタール。３番目が

必佐地区で0.8ヘクタールというような順といいますか面積になってございまして、

ほかの地区につきましてはおおむね0.1から0.2ヘクタールの作付というような内容

になってございます。 

議長（杉浦和人君） それでは、８番、蒲生行正君。 

８番（蒲生行正君） 皆さん、おはようございます。 

 それでは、一般質問通告書に基づきまして、今日までと同様に今回も分割方式に

て質問を行わせていただきます。 

 本題に入ります前に、まず前回、９月14日の定例会での私の一般質問、２問目は

マイナンバー制度についてと題して行いました。ここでその日以降の出来事につい

て少し述べることとさせていただきます。皆さんもご存じのように、９月22日に発

行されました滋賀報知新聞蒲生ニュースに、マイナンバーカード交付申請サポート

竜王町と題して、竜王町はマイナンバーカードの普及促進を目的に、職員がカード

の申請に必要な顔写真をタブレット端末で無料で撮影し、オンラインでの申請をサ

ポートするサービスを行っている。所要時間約30分で必要な手続を完了する役場１

階住民課で平日の午前９時から正午までと午後１時から５時までの２回受け付ける。

対象は同町に住民登録のある人で、希望者は通知カードおよび所持していれば住民
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基本台帳カードと運転免許証または健康保険証などの本人確認書類を持参する。手

続からカード受け取りまでは約１カ月かかる。事前予約制、申し込みと問い合わせ

は町住民課へとの記事が掲載されました。 

 ９月14日に一般質問で申し上げましたとおり、日野町は滋賀県下19市町の中で最

下位の交付率という汚名を返上するため、このような先進自治体に学ばれるべきで

はと考えるところでございます。ぜひとも同じ蒲生郡内の唯一の町、竜王町さんに

学び、続いていただきたいと願うものでございます。 

 次に、去る10月16日と17日に第８回日野町議会報告会を南比都佐公民館と日野公

民館で開催いたしました。前にも委員会の席で申し述べましたが、町民の住民の生

の声を聞くため、ひな壇におられる町の幹部職員の参加を期待いたしておりました。

前は西河さんから課長会でその旨も言ってもらったところでございます。しかしな

がら、ひな壇では西河総務政策主監、藤澤総務課長、安田企画振興課長、寺嶋農林

課長の４名のみの出席でありました。残念ながら髙橋副町長、望主教育次長のお顔

が見られませんでした。かわって総務課の吉村参事と住民課の大西専門員がご参加

いただいておりました。町民の生の声を聞く姿勢、まちづくりへの姿勢を持つこと

が町の幹部職員として大切なことではないでしょうか。明年にはこぞって参加され

ることを願うものであります。 

 次に、去る11月20日から22日にかけて、第62回町村議会議長全国大会に、そして

蒲生郡町村議会議長会行政視察研修会に出席をいたしました。また、日野町から国

への要望として、過疎地域における住民主体の支え合い活動の設立、課題解決への

支援についてと、障がい者の社会参加とともに地域課題の解決に向かうための支援

についてと、基金残高による地方歳出の調整についてと、緊急防災減災事業の延長

についての４つのまちづくりについて、竜王町さんからは育児と介護のダブルケア

を支援する３世代同居・近居へのアシスト事業ほか４つのまちづくりについて、片

山さつき内閣府特命担当大臣、岸田文雄自由民主党政務調査会長、石破茂衆議院議

員ならびに上野賢一郎財務副大臣をはじめとする滋賀県選出の大岡敏孝衆議院議員、

武村展英衆議院議員、小寺裕雄衆議院議員、二之湯武史参議院議員、小鑓隆史参議

院議員、有村治子参議院議員に、杉浦議長を先頭に竜王町の正副議長さんと要望活

動を行いました。 

 竜王町さんからのまちづくり要望、育児と介護のダブルケアを支援する３世代同

居・近居へのアシスト事業は、私が平成26年６月議会においての一般質問で政策提

言いたしました、３世代同居手当についてに類する事業でありました。４年前には

日野町においては当時の福祉課長から少しも顧みられなかった事業でありますが、

今では竜王町さんの第１番目のまちづくり要望となりました。このことにつきまし

ては３月の一般質問で取り上げたいなと思っております。 
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 今回も前置きが少し長くなってしまいました。前置きはこの辺までにいたしまし

て、通告書に基づきまして一般質問に入らせていただきます。 

 それでは、まず第１問目の質問、子どもの医療費助成についてお伺いをいたしま

す。この質問につきましては、４年前の平成26年12月議会から毎年度必ず12月議会

で予算編成をされるこの時期に、福祉医療費助成についてと題して、子育て支援の

環境整備の面から取り上げてきております。今回で５年連続５回目の質問となりま

した。平成28年３月議会における日野町福祉医療費助成条例の改正以降は、一昨年

の平成28年12月議会で昨年の平成29年12月議会でと続けて取り上げましても、町長

の選挙公約でもあるにもかかわらず、無視され続けております。そこで、今回は少

しでも前に進むよう、また題名からしてもすぐに分かるよう、題名を福祉医療費助

成についてから子どもの医療費助成についてと変えてみました。 

 さて、国民皆保険制度のもと、子どもの医療費の窓口負担につきましては、子ど

もと保護者が安心して医療機関を受診できるよう、全国全ての都道府県と市区町村

で少子化対策の一環として、地方単独事業により減免措置を講じております。そし

て、近年、対象年齢を拡大する、一部負担を廃止する動きが年々大きく広がってき

ています。日野町では子育て家庭に対する支援の一環として、１診療報酬明細書当

たり500円の一部負担を必要としていますが、平成26年10月１日より、小学１年生か

ら３年生の通院時の医療費助成を新たに実施しました。平成27年10月１日よりは小

学４年生から６年生まで拡大し、平成28年10月１日よりは中学１年生から３年生ま

で拡大いたしました。しかしながら、残念なことに平成29年以降においては充実強

化が行われておりません。 

 平成29年４月１日現在、全国1,741市区町村のうち、15歳の年度末まで医療費助成

を行う自治体は通院で1,022自治体、入院で1,131自治体であり、18歳の年度末まで

の高校卒業までの医療費助成を行う自治体は、通院で前年よりも96自治体増え474

自治体、入院で前年よりも112自治体増え511自治体となっております。18歳の年度

末を上回る自治体も４自治体あります。また、一部負担金については、課していな

い自治体が全年よりも15自治体増え、61.4パーセント、1,069自治体と多数派になっ

ております。 

 滋賀県においては、県単独福祉医療費助成事業を改正し、平成28年４月１日より、

小学校入学前の未就学児に対する１診療報酬明細書当たり500円の一部負担を廃止

されました。国では、医療費助成に対して国庫負担金の減額といういわばペナルテ

ィーを科すことは少子化対策に反するとの自治体と自治体議会の強い要望を受け、

今年、平成30年４月１日より、乳幼児等の医療費について自治体が独自の助成を行

った場合でも、国民健康保険への国費減額措置が廃止されました。これらのことか

ら、今後、より手厚い助成へと対象年齢の拡大、所得制限と一部負担を廃止する動
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きがさらに広がっていくものと思われます。 

 日野町においても藤澤町長の第４期目の選挙公約「子どもの医療費助成を充実し

ます」を財政的にも財源的にも実現しやすい環境が整いました。 

 そこでお伺いをいたします。 

 第１点目、子どもの医療費助成の充実は町長の今期の選挙公約であり、平成32年

７月10日までの実施となりますが、そうなれば明年、平成31年10月１日の実施かと

思われますが、いつから子どもの医療費助成の充実を実施なされるのかお伺いいた

します。 

 第２点目、全国的に少数派、滋賀県内の町で日野町のみの１診療報酬明細書当た

り500円の一部負担の廃止を求めますが、お考えをお伺いいたします。 

 第３点目、全国的には18歳の年度末まで医療費助成を行う自治体が徐々に増えて

きております。18歳年度末までの医療費助成の拡大を求めますが、お考えをお伺い

いたします。 

 今回で５年連続、５度目の質問となりました。昨年とほぼ同様の以上３点の質問

について、再質問や再々質問をする必要のない、誰もが納得できる分かりやすい答

弁をしていただくよう、町長に強く強く求めまして、第１問目の質問といたします。 

議長（杉浦和人君） ８番、蒲生行正君の質問に対する町長の答弁を求めます。町長。 

町長（藤澤直広君） 福祉医療費助成についてのご質問をいただきました。子どもの

医療費助成の充実につきましては、平成26年度から段階的に年齢を引き上げ、28年

10月から中学校３年生まで対象を拡大してきたところでございます。制度の拡充と

いうことになりますと、今ご指摘ありましたような500円の一部負担の廃止や18歳ま

での医療費助成の拡大ということになるわけでございますが、町の財政状況や、県

内市町の動向も勘案しながら判断をしていきたいと考えております。 

 また、医療費助成の拡充につきましては、経常的な財源の確保が必要となるとこ

ろでございます。滋賀県の福祉医療助成事業補助金の対象が、就学前の子どもまで

となっておりますが、よその都道府県では拡充をされているところもあるわけでご

ざいます。特に財源の確保という点では、県制度による小学生、さらには中学生の

医療費の無償化の実現に向けて、今後も町村会等に働きかけてまいりたいと考えて

おります。 

議長（杉浦和人君） 蒲生行正君。 

８番（蒲生行正君） それでは、再問を行わせていただきます。 

 またまた今年も懲りずに福祉医療費助成、子どもの医療費助成の質問を行いよっ

た、もういいかげんにしておいてくれたらよいのにとの思いを持っておられるのか、

今年の答弁は昨年までよりも一層に中身のない、無理にすかした、かみ合わせない

答弁でありました。 
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 昨日の質疑の答弁においても、特に池元議員の質疑に対しては、また一般質問に

おきましても、山田議員の６月25日の付帯決議についてと題しての質問に対しまし

ての答弁は、かみ合っていない、無理にすれ違いをされた答弁そのものでありまし

た。まさに聞く耳を閉ざした答弁でありました。 

 12月３日、今年の新語・流行語大賞が発表されました。大賞は今年の３月議会、

３月12日の質疑で私が「そだね」と言える答弁を冒頭に求めておきますと申し上げ

ました、「そだね」でありました。この今年の新語・流行語大賞のトップ10には国会

審議での論点のすりかえをやゆした「ご飯論法」も選ばれました。朝御飯は食べな

かったのですか、御飯は食べませんでした。何も食べなかったんですね。何もと聞

かれましても、要するに御飯は食べていないがパンは食べた。町長の今の答弁は、

このご飯論法そのものであります。おくれている滋賀県の県の福祉医療助成を言わ

れるかと思っておりましたが、想定どおり申されました。 

 確かに全国47都道府県の中で滋賀県は残念ながら最も大きくおくれております。

６月に行われました滋賀県知事選挙の三日月知事の選挙公約の柱は「みんなでつく

ろう健康滋賀」でありましたが、子どもの医療費助成の面では大きくおくれており

ます。そして、日野町はといえば、滋賀県内の町の中で最もおくれております。こ

の面では、恥ずかしい限りではないでしょうか。 

 １つ目の再問として、第１点目、日野町の福祉医療費助成、子どもの医療費助成

の充実強化は藤澤町政の与党も野党も求めている施策であります。私の最も敬愛す

る首長でありました、地方行政の首長でもあります森田忠蔵町長は、福祉のまち日

野を目指しておられました。藤澤町長も福祉のまち日野を目指していただきたいと

思います。財源的にも県内の町の実施状況からも今日までより実現しやすい環境が

整ってきております。町長の姿勢ひとつでできるところまで来ております。要する

に、藤澤町長の決断ひとつにかかっていると言えます。 

 今、平成31年度の予算編成にかかっておられると思いますが、平成31年度予算編

成に組み込まれるのか、お考えをお伺いいたします。先ほどの答弁、平成28年10月

から３年生まで対象拡大は、まさにご飯論法です。日野町福祉医療費助成条例の改

正は、藤澤町長の前期、平成28年３月議会であります。前期の町長の選挙公約であ

って、今期になってからはまだ一度も改正がなされていません。今期の選挙公約は

見せかけなのですか。今期の選挙公約を放棄されたのですか。お伺いをいたします。 

 ２つ目、第２点目、平成26年12月の私の福祉医療費助成についての一般質問の中

の、一部負担金の廃止についての質問に対しての町長答弁は、県の制度では１レセ

プト当たり500円を徴収する同様の制度設計とさせていただいたもの、まずは年齢幅

の拡大をということでありました。そこで、前提条件であります県の一部負担金が

既に廃止されていますので、町の一部負担金を廃止されてしかるべきと考えます。
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また、県内の他の町は全て廃止されています。どうなされるのかお伺いいたします。 

 先ほどのご答弁、町の財政状況や県内市町の動向等も勘案しながら判断していき

たい、昨年と全く同じ答弁でございます。勘案する必要性はないところであります。

一部負担がある町は、先ほども何度も申し上げておりますが、県内の町で日野町の

みであります。日野町のみ行っていない。動向を勘案するまでもないことです。こ

のような答弁をいつまでもなされること自体、町長自身の４期目選挙公約に自らが

責任放棄することではないでしょうか。 

 ３つ目、第３点目、少しの費用で子どもを持つ家庭が安心を得られるのです。15

歳から19歳の１人当たりの医療費は、前年も申し上げましたが、５歳から９歳の１

人当たりの医療費の６割にも達しないそうです。日野町の場合、試算いたしますと

800万円程度ではないかと思っております。18歳年度末まで通院時の医療費助成の拡

大を求めますが、再度お考えをお伺いいたします。 

 以上、再質問といたします。 

議長（杉浦和人君） 町長。 

町長（藤澤直広君） 子どもの医療費助成について再質問をいただきました。同じよ

うな答弁をしているんじゃないかということでございますが、ある意味では同じよ

うな考えであります。子どもの医療費助成につきましては、今、ご指摘がありまし

たように県において就学前まで実施をされております。私が就任させていただいた

ときは、そういう意味では就学前までが医療費助成の対象でありました。それから

一歩一歩、皆さんの議論や要求も要望も聞きながら、中学校まで通院助成を拡大し

てきたということでございますが、この間のいわゆる単独医療費の町が負担すべき、

町費で負担すべき額は大変膨大な額になっておるところでございます。 

 これもまたいつも申し上げておりますが、この間の地方財政対策、国全体の地方

財政対策は私が就任したときと余り変わらない状況になっているわけでございます

し、日野町におきましてもいろいろな保育所や学童保育所、介護保険、医療費制度

をはじめとしたいろいろな経費がかかっていることは皆さんご承知のとおりでござ

いまして、そういう中で恒常的な経費が必要となる子どもの医療費助成について一

歩一歩、中学３年生まで進めてきたというのが実情でございます。 

 そうした中で、さらに踏み出すべきでないか、例えば18歳まで拡張すべきでない

か、そしてさらには500円の自己負担をやめるべきでないかというご意見については、

私は何ら反対するものではないと。これもこれまでからそういう思いで述べておる

ところでございます。基本的には県、日野町の財政状況が、今年はおかげさんで法

人税収等がありまして、かなり助かったというふうに思っておりますが、昨年は大

変、そういう意味では厳しい状況でございました。また、あわせて来年度もまた、

今年の法人税収の好調さを背景として来年度、それのギャップが来るということも
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覚悟しなければならないということと、もともと国全体の町財政対策が増えない中

で、伸びていく経費をどのように吸収し新しい施策を講じていくのかということが、

私たち役場行政に求められているものというふうに思っておりまして、同じような

発言ということでございますが、そういう状況は何ら変わっていないので、ここで

新たな拡大をして恒久的な財政負担を町行政がやるのかどうかということは、慎重

に真剣に議論をしなければならないがゆえに、同じような発言をさせていただいて

いるところでございます。 

 また、県内の状況につきましても、確かに６町においては蒲生議員の言われたよ

うな状況でございますが、19市町の中においては日野町というのは大体中ほどの状

況になっているというふうに思っておりますので、私もこの子どもの医療費助成の

拡大というのは大事なことだと思っております。本来ならば国が責任を持ってやる

べきものだというふうに思っております。そして、国ができないのであればよその

都道府県がやっているように、もっと滋賀県が対応すべきものというふうに思って

おりまして、その中で町行政が大変大きな財政負担を伴う課題について、よいこと

だというふうに私は思っておりますけれども、それをさらに伸ばすかどうかについ

ては、現下の日野町の財政状況も踏まえて慎重に議論検討しなければならないもの

ということが私の思いでございまして、この制度自体は、拡充は蒲生議員おっしゃ

るように、さらにはその他の議員さんからもいつも言われるように、大変大事な観

点であるというふうに思っておりますが、それをどのように拡充していくのか、こ

こまで中学３年生まで拡充してきて、500円の負担はいただいておりますが、大変大

きな日野町の町費負担もしていることも事実でございますので、それをさらに伸ば

すかどうかについては慎重な議論をしていく必要があるということで、毎度同じ答

弁をさせていただいておりますが、毎度同じ思いでございます。 

議長（杉浦和人君） 蒲生行正君。 

８番（蒲生行正君） それでは、再々問を行わせていただきます。 

 今の藤澤町長の答弁は、日野町政は私が決めると、議員の提案など聞く必要はな

いと、一般質問は議員のガス抜きの場と考えておられるのかなというふうに思えて

ならないところでございます。ぬかに釘、のれんに腕押し、残念でなりません。 

 昨日の後藤議員の人口減少社会における都市計画についてと題しての一般質問に

おきまして、後藤議員が申されました。住みたくなるまちの１つとして、子どもの

医療費無料化のまちを挙げられました。私も全く同じ思いであります。少なくとも

１診療報酬明細書当たり500円の一部負担を廃止した場合の日野町の１年間の財源

必要額がいくらになるのか、これを小中学生の医療費無料化に要する額を試算いた

しました。昨年度の数値ですが、小学１年生から３年生が4,764件掛ける500円で238

万2,000円、小学４年生から６年生が3,894件掛ける500円で194万7,000円、中学１年



 

3-10 

生から３年生が3,091件掛ける500円で154万5,500円、合計で587万4,500円でありま

した。600万円以下で可能なのであります。せめても１診療報酬明細書当たり500円

の一部負担を廃止されてはいかがでしょうか。そうすれば、今期の選挙公約もでき

るのかなというふうに思うところでございます。三たび、町長のお考えをお伺いい

たします。 

議長（杉浦和人君） 町長。 

町長（藤澤直広君） 先ほども申し上げましたけれども、子どもの医療費助成の拡充

ということは大変ええことだというふうに私は思っておりますし、選挙の公約でも

それを書かせていただいているということで、蒲生議員の主張は何も全然否定する

ものじゃなくて、そのとおりだと思います。しかし、これを導入するかどうかとい

うのは、日野町の将来にわたる財政の健全化も、私は判断するという責任があると

いうふうに思っております。よいことをどんどんすることはよいことでありますが、

それが後世、今年度以降に及ぼす影響も考えて判断するのが私の役割だというふう

に思っております。 

 確かに600万円という額が何で準備できないのかというご指摘でありますが、一方

で地方財政対策が伸びない中で、いろいろな義務的経費がどんどん伸びている中で、

それを縮減するためには裁量的経費を、つまり国の法律に基づいて行わなければな

らない経費がどんどん増えていっている中で、町の判断でできる裁量的経費を抑制

しなければならないというのが現状でありますので、たかが600万円と言われても、

それはなかなか大きなといいますか、大変大きなといいましょうか、大事な点でご

ざいまして、滋賀県においても今現在、行政改革ということで私ども議会も含めて

要求していただいております、教育委員会の500万円の制度があるわけでありますが、

なかなかそれにストレートに県教委が応えてくれていないというのも、全体として

は予算を縮減しなければならないときにそれを上げるということについては、なか

なか判断が要るということでございまして、別に蒲生議員の主張を否定しているわ

けではさらさらないわけでありますが、よいことをどんどんしていくことだけが私

の役割ではないので、やはりこれからの町の健全財政も十分認識をしながら、検討

しながら、この問題について対応していくということで、決して拡充があかんとい

うことじゃなくて、よいことやというふうに思っておりますが、本来ならば国こそ

が、県こそがこれをやるべきものだと思っております。 

議長（杉浦和人君） 蒲生行正君。 

８番（蒲生行正君） もうこれ以上質問することができませんので、最後に要望を行

わせていただきます。 

 県がおくれておる、これは私も十分に承知しておりますし、県にもっと頑張って

もらわなあかん、これは同じ思いであります。しかしながら、その中において６町
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の中でおくれている日野町、この面を言っておるというところでございます。全て

を国・県のせいにするんじゃなくて、自らが向かっていく姿勢も必要ではなかろう

かなというふうに思います。 

 毎年度申し上げていることでございますが、４年前も３年前も一昨年も昨年も申

し上げましたが、私は福祉医療費助成、子どもの医療費助成が滋賀県下で一番進ん

でいる町を日野町は目指すべきだと思っております。子どもの医療費助成、福祉医

療費助成が滋賀県の市町の中で、19市町の中で中ほどではなくして、一番進んでい

る日野町としていただくことを強く望みまして、次の質問に移らせていただきます。 

 それでは、続きまして通告書２つ目の質問を行わせていただきます。 

 ２つ目の質問は、農村下水道の公共下水道への接続についてお伺いをいたします。 

 この質問についてはもう既に５月の時点から申し上げていたことでもあるところ

でございます。日野町内の下水道には公共下水道と農村下水道と都市下水路の３つ

があります。公共下水道とは、主として市街化区域、市街地における下水を排除す

る下水道であります。都市下水路は主として市街化区域、市街地におけるもっぱら

雨水の排除を目的とするものであります。これに対しまして、農村下水道は市街化

調整区域、農村地域における下水を排除する下水道であります。市街化調整区域は

市街化を抑制する区域であり、当然のことながら年々人口が減少していきます。こ

のため、農村下水道の使用料収入は当然のことながら人口減少に連動して年々減少

していきます。農村下水道は世帯割と人口割で使用量割ではありません。このこと

は、解決不能な課題であります。また、農村下水道は処理区域内の自治会で組織さ

れた管理組合、すなわち自治会の住民が処理場や中継ポンプの清掃を当番制で担当

しております。日野町内でも急速に高齢化と人口減少が進む地域、市街化調整区域、

農村地域であり、施設を維持管理する清掃がもう一つの課題となっております。 

 ここで、少し滋賀県における下水道等の整備について振り返ってみますと、滋賀

県の下水道の整備は昭和47年６月15日に公布されました、当初10年間の時限立法で

ありました琵琶湖総合開発特別措置法に基づいております。琵琶湖総合開発特別措

置法は昭和57年に10年間の期間延長がなされ、平成４年にはさらに５年間の期間延

長がなされ、都合、平成９年３月まで25年間の措置法でありました。この中で、日

野町の公共下水道は滋賀県が昭和46年度に策定の琵琶湖周辺流域下水道基本計画に

基づいて、当時の５市８町からなる湖南中部処理区に位置づけをなされました。湖

南中部処理区の市町の中で最も奥地の日野町は、ようやく昭和60年度に公共下水道

工事着工の運びとなり、現在に至っております。 

 一方、農村下水道は、昭和57年の琵琶湖総合開発特別措置法の期間延長のときに

変更された琵琶湖総合開発計画に新たに追加されました。この57年の延長時に変更

された琵琶湖総合開発計画に新たに追加されたところでございます。 
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 このとき、日野町の市街化調整区域、農村地域の集落は、湖南中部流域下水道を

待っていたら早くても十数年以上、おくれれば20年以上先にしか下水道整備ができ

ないことになると考えられ、休耕圏となります。農村下水道整備を行うこととなり

ました。こうして日野町の農村下水道は日野町の公共下水道工事着工と時を同じく

する昭和60年度から上迫地区、下迫地区、町長のお住みの清田区、別所区の４集落

からなる南比都佐地区より着工の運びとなり、以降、砂川地区、西桜谷地区、鎌掛

地区、蔵王地区、大窪町地区、東桜谷地区、桜奥之池地区、原地区と整備されてき

ました。 

 日野町の農村下水道は、早いもので工事着工から33年、南比都佐地区処理場の供

用開始から29年がたちました。この間、処理場の諸機械、中継ポンプ、管路等の機

能強化対策工事に取り組んでまいりましたが、いずれは抜本的な対策が必要になっ

てまいります。 

 そこで、農村下水道の公共下水道への接続となってまいります。私は、農村下水

道を公共下水道へ接続することによる農村下水道処理施設の廃止に対する国庫補助

金返還や事務手続を懸念いたしておりました。しかし、平成27年12月22日、閣議決

定されました平成27年の地方からの提案等に関する対応方針により、この懸念が大

きく解消されました。この対応方針の閣議決定により、平成28年度から農村下水道

の公共下水道への接続が急速に増加することとなりました。平成28年度末における

農村下水道は、全国で5,349カ所あり、460カ所が公共下水道へ接続されております。 

 滋賀県では、平成30年10月末現在で農村下水道が223カ所あり、１割を超える24

カ所が公共下水道へ接続されております。このうち、平成27年度末までの接続箇所

は９カ所、平成28年度以降、対応方針が出されてからが15カ所であります。そこで、

お伺いをいたします。 

 日野町の公共下水道整備事業は終末期を迎えております。これからは施設の維持

管理が課題となってまいります。農村下水道の公共下水道への接続時期ではないで

しょうか。町長のお考えをお伺いいたします。 

 以上、第２問目の質問といたします。明快な答弁を求めます。 

議長（杉浦和人君） 町長。 

町長（藤澤直広君） 農村下水につきまして、ご質問いただきました。 

 ９地区に下水道施設を持っておりまして、地元の維持管理組合と町が協力して施

設の適切な維持管理に努めておるところでございます。こうした中で、組合員の皆

さんの高齢化で、一部の清掃作業などがなかなか困難というご意見もお聞きしてい

るところでございまして、そうした組合についてはまた役員さんと相談をしながら、

清掃作業の負担軽減などに努めており、今後もそうしたいと思っております。 

 施設の老朽化に対しましては、国の有利な交付金を活用して、下水道管の修繕お
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よびマンホールポンプの交換、または処理場の機器更新等を順次行っており、大規

模な更新改築費用を抑えるよう努めておるところでございます。 

 また、公共下水道の処理場が草津市矢橋ということで、約30キロの遠距離にござ

います。大雨や地震により処理場に被害が発生すると、長期的に下水道が使用でき

ない事態も考えられるところでございます。災害等の非常時に備えても、農村下水

道の処理場が役立つというふうに考えておりまして、現在のところは、現状の体制

を維持していくことが妥当と考えております。 

議長（杉浦和人君） 蒲生行正君。 

８番（蒲生行正君） それでは、再問を行わせていただきます。 

 日野町の農村下水道使用料は日野町の公共下水道使用料よりも安価であります。

一番下水道の中で安いのが農村下水道、その次が公共下水道、そして合併浄化槽と

いうことになるところでございまして、農村下水道の使用料が一番安価であること

は事実でございまして、これはなぜかといえば、住民が処理場や中継ポンプの清掃

をしていることと、もう一つ、地域が一体にまとまって200世帯以上の加入世帯があ

り、集落間を結ぶ管路延長が短い地区に、加入世帯数が100世帯未満の地区や集落間

を結ぶ管路延長が長い地区が、財政面で助けていただいているからであります。 

 もう、およそ20年前から加入世帯数が100世帯未満の地区は、当時の使用料では単

独では赤字でありました。最も効果的な鎌掛地区、次に効率的な西桜谷地区からの

援助、助けを得て運営ができておるというところでございます。今も変わっていな

いと思います。20年前に一体として会計をするという形にした、これが効果を生ん

でおるというところでございますが、小さいところは赤字というところでございま

す。 

 しかしながら、市街化調整区域は市街化を抑制する区域であり、当然のことなが

ら年々人口が減少していきます。このため、先ほども申し上げましたが、農村下水

道の使用料は当然のことながら人口減少に連動して年々減少していきます。農村下

水道の使用料は加入世帯と、そしてから人口割でございます。使用量割ではありま

せん。ということは、人口が減ってくる、世帯が減ってくるということは、使用料

は必ず減っていきます。市街化調整区域は市街化を抑制する区域ということは、当

然、使用料は減ってくるというところでございます。 

 昨日の山田議員の地域運営組織についてと題しての一般質問の中で、人口減少に

より集落の運営がしづらくなっているとのご指摘がございました。市街化調整区域、

農村地域はまさにこの集落の運営がしづらくなっている地域であります。また、昨

日の後藤議員の、人口減少社会における都市計画についてと題しての一般質問にお

きまして、後藤議員が申されました、今後人口減少社会が進むにつれ各種行政サー

ビスの執行にさまざまな問題が生じてくると思われる、少し略しまして、最後の方
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でございますが、水道や保険、その他行政サービスは成り立つのが非常に不安なと

ころであると申されました。町執行部からの答弁にはありませんでしたが、農村下

水道の維持管理も非常に不安なところであります。 

 総務課長の答弁に税収が落ちるがありましたが、農村下水道の使用料は、先ほど

も申し上げましたように、確実に減少します。それに比べて、逆に維持管理費は老

朽化に伴い確実に増加していきます。このように、いずれ農村下水道の財政は必ず

苦しくなってまいります。財政的に基金にも余裕がある今、農村下水道の公共下水

道への接続時期ではないでしょうか。そして、農村下水道の公共下水道への接続計

画を立てるのが今の時期ではないでしょうか。 

 また、昨日発行の地域情報新聞ヒノメイトに、大きく日野町の限界集落の記事が

掲載されました。ここでも日野町における高齢化が急速に進みつつあることを示さ

れておりました。また、平成32年度から下水道事業会計が水道事業会計と同様に地

方公営企業会計に移行される予定であります。このときを逃さず、このときだから

こそ公共下水道と農村下水道の一体化を図るべきではないでしょうか。再度お考え

をお伺いいたします。 

 以上、第２問目の再質問といたします。 

議長（杉浦和人君） 上下水道課長。 

上下水道課長（長岡一郎君） おはようございます。ただいまの蒲生議員さんの方か

ら再質問ということで、接続する時期というのは今ではないかというご質問ですけ

れども、今おっしゃったとおり、確かに農村下水道のエリアについての人口減少に

つきましては進んでおりまして、最初の農村下水道の方の処理人口でいきますと、

現在の稼働率についてはもう、今、70パーセントというような状況ですので、そう

いう意味では確かに人口減少の方は進んでいくのかなといった思いを持っていまし

て、もう一方では、維持管理の方につきましては国の交付金等も活用もしながら、

適正な維持管理に努めておりますので、運営面につきましては今現在のところは問

題ないというふうに考えておりますので、ただ、これからですけど、処理施設の方

の大きな改修とか、あるいはまた災害とか地震に備えた耐震工事等も本当に必要か

なというふうに思っておりますので、一応、31年度も今現在進めております機能診

断ということで、そういった施設の機能診断ということで結果が出ますので、それ

に基づいてしっかりと施設の修繕の計画等も立てながら、将来は接続なり、あるい

はまた農村下水道単独で全部やっていくのかといったことについてもまた、しっか

り検討していきたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願いします。 

議長（杉浦和人君） 蒲生行正君。 

８番（蒲生行正君） 再々問は行わないつもりでございます。今、機能診断に基づい

て今後の方針傾向を立てていくというところでございます。どうかきちっとした計
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画を立てていただきたいなと思います。最終的には農村下水道を使用されている住

民の皆様がお決めになることであり、私がどうこう言うことでもございませんし、

そういうことからこれ以上、質問、再問は行わないと申し上げたところでございま

す。 

 最後に要望でございます。今、機能診断に基づいて方針を、計画を立てるという

ところでございました。どうか有効な対策を、昨日の答弁やら見ていると、地元に

全て投げるということのないように、地元に投げるのではなくして町が主体的に、

町でその方針を立てていただきますことを切にお願い申し上げまして、平成30年の

一般質問を終えることとさせていただきます。 

議長（杉浦和人君） 次に、７番、齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） 改めまして、おはようございます。通告書に基づき、２つの項

目について質問をさせていただきます。 

 はじめに、町の観光振興について一問一答で質問させていただきます。 

 平成29年度の滋賀県への観光客数は5,248万1,000人で、前年度より171万3,000人

の3.4パーセント増えていると報道されています。このことからも、日野町への観光

客数は増えているのではないかというふうに思います。 

 過日、2018年11月24日に日野まちなか観光交流施設日野まちなか感応館・新館が

グランドオープンいたしました。この施設は、観光振興のために昨年度、日野まち

かど感応館前の駐車場整備とともに、日野町の観光交流の拠点とする施設整備がさ

れたものであります。今年の３月議会でも、近江日野まちなか観光交流拠点施設の

活用についての一般質問をいたしましたが、その答弁では、３カ所の観光拠点とし

て、町が管理し観光協会を中心に商工会や地元商店街などとも協力し、イベント時

の飲食の提供のほか、チャレンジショップとしての利用により、まちなかのにぎわ

いの創出に取り組みたいとのことでありました。その後、施設の活用のあり方の研

究調査を積み重ねられ、ようやく運用方針が定まりグランドオープンされたものと

考えております。この近江日野まちなか観光交流拠点施設みかくを繁盛させて、日

野町を活気ある元気な魅力ある町になることを期待する中で、町の観光振興につい

て一問一答で質問いたします。 

 １つ目に、まちなか観光交流施設をグランドオープンされ、運用・活用をどのよ

うにされているのか、まず町長の方からお伺いいたします。 

議長（杉浦和人君） ７番、齋藤光弘君の質問に対する町長の答弁を求めます。町長。 

町長（藤澤直広君） 観光交流拠点施設につきましては、日野町の農産物の六次産業

化と、日野町での起業・創業をお考えの方の実践の場として活用したいと設置をい

たしたものでございます。運営は日野観光協会に委ね、11月24日に関係各位のご出

席をいただき、グランドオープンをさせていただきました。当日は、創業の相談窓
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口も設けて対応させていただいたところでございます。まちかど感応館と同じく月

曜日は休館日で、そのほかはできる限り開店いたしております。アルバイトの方８

名のシフト制により運営をいただいており、地域の方々にもご利用いただいており

まして、交流と憩いの場になることを期待しておるところでございます。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） 観光交流拠点施設の活用についての方法をお聞かせいただきま

したが、何点か質問をさせていただきます。 

 先日、グランドオープンをされたばかりで運用に苦慮されているのではないかな

というふうに思います。地元の食材を生かした食事を提供されているみかくは好評

であるかというふうに思いますが、お客様の入りぐあいはどうか、お聞かせ願いた

いと思います。そうした中で、今後の課題があるとすれば何か、お聞かせ願いたい

と思います。 

議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） ただいま観光交流拠点施設につきましてご質問いただ

きました。 

 お客さんの入り込みぐあいはということで、今年４月に建物はオープンできまし

たけれども、そういうことにつきまして７月の終わりぐらいまでシルバー人材セン

ターにも協力をお願いしまして、そちらの方で茶店みたいな形で取り組みをいただ

きました。その間には約800名の方にお越しをいただいております。その後、観光交

流拠点が10月13日からプレオープンしておりますけれども、それから11月末までの

数字でございますけれども、850名の方にお越しをいただいております。合計で、現

在のところでは1,650名の方にお越しをいただいておりまして、徐々に、先日はびわ

こ放送の方で取り上げていただいたりとかという形で報道にも、現場から生放送と

いう形でも情報発信していただいているというところもございますので、徐々にこ

れから浸透して足をお運びいただけるといいなというふうに期待をしているところ

でございます。 

 課題につきましては、やはり集客性かなというふうに考えております。どのよう

に情報発信をして、まちなかというとなかなか、町外の方がお越しいただくには分

かりにくいところもございますので、そういった部分での情報発信という部分につ

いては、欠かせないところであろうなというふうに思っております。この部分につ

きましては、地方創生の取り組みの中でも観光情報発信というのは非常に重要な取

り組みというふうに位置づけておりますので、その部分で観光協会と連携しながら、

いろいろな形で、みかくだけではございませんけれども、まちかど感応館であった

りふるさと館であったり、いろいろな形での情報発信をする中で、集客性が高まっ

て少しでもみかくの方をご利用いただけるようになっていくようにしなければなら
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ないなと。情報発信と集客、その部分についてが今後の継続した課題になっていく

であろうというふうに考えておるところでございます。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） 今の、お聞かせ願いましたように、徐々にお客さんも増えてい

るというようなことかなというふうに思いますし、課題については、今おっしゃっ

たように集客、情報発信ということでの課題があるということ、私もそのようには

思います。 

 私も何回かみかくの方にも寄せていただいたのですが、観光交流施設のできたこ

とをご存じでない方が多いように見受けられますし、誰もが一服できて食事ができ

るところができたということを、住民の方にも知っていただくということが重要で

はないかなというふうに思います。そうした住民への周知や町内外への情報発信と

いうような方法を、今後、どのようにされていくのか、お伺いをしたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） 町内、町外の方を含めまして、みかくのことなりまち

なかのことの認知をどうして高めていくのかというところにつきましては、やはり

情報発信ということになりまして、その部分につきましては観光協会、また地域お

こし協力隊の隊員も、ＳＮＳと言われる部分につきましての情報発信については技

術を持っておりますので、そういったところの観光協会としても協力をいただきな

がらという形で、情報発信に取り組んでいるところでございます。 

 地域の方々への周知という部分につきましては、町のホームページであったり観

光協会のホームページ、そして今はイベントやら行いますと、町の方でもふるさと

館のイベントであったりといったことにつきましても、日野めーるであったりとい

う形で情報発信に努めているところでございますので、そういった部分についても

随時、日野めーるでも発信して、みかくのことであったりまちなかのことに目を向

けていただいて足を運んでいただけるように、情報発信に努めていかなあかんかな

というふうに考えているところでございます。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） 集客になるように情報発信に努めていただきたいと思います。

そして、住民の方が気楽に立ち寄れる交流の憩いの場となることを私も期待してお

りますが、それには近隣地域の方のご理解、協力が必要ではないかというふうに考

えます。そういった配慮、取り組みはどのようにされているのか、お伺いをいたし

ます。 

議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） 施設を運営していく上で、外に向けてばかりの情報発

信ではやはり地に足の着いたものにならないのかなというふうに考えております。
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いきなりにたくさんの方にお越しいただくというのはなかなか難しいのかなという

中で、やはり地域の方々での日常の暮らしの中での、ちょっとお惣菜もありますの

で、そういったものを買いに行こうかとか、ちょっと仲間内で寄るさかいにあそこ

で食べてみんなでしゃべろうかとか、そういう形のご利用というのはしていただき

やすいように、地域の方々への、近隣には大窪愛知川町、村井愛知川町さんがやは

り地元ということでご厄介になっていますので、そういった方々へのチラシをポス

ティングしていくとかいうことも大事かなというふうに思いますし、特典等はなか

なか難しいですけれども、ご利用いただいて、また来ようかなと思っていただける

ようなことにつきましても、観光協会の方とも相談しながら進めていければいいな

と。 

 今現在のところでは、そこについて具体的にこういうことをしたということは、

言えるものはございませんけれども、今後につきまして、そういったイベントとか

何かのときに、何かしらのご案内をさせていただいて、行ってみようというふうに

動機づけにつなげられるように相談をしていきたいなというふうに考えております。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） 今言われますように、近隣の方々、そしてまちぐるみでの協力

体制というのは大変重要になってくるかというふうに思いますので、またその辺の

配慮をお願いしたいなというふうに思います。 

 そして、起業・創業したいとされる方の実践の場ということで活用していきたい

というふうなことでありますが、現在、そのような方がおられるのでしょうか。そ

してまた相談を受けられているのでしょうか。その辺のところをお伺いしたいと思

います。 

議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） 創業のチャレンジショップとしての利用ということも、

その事業の取り組みの中で考えておりますので、そういった方々がおられてご利用

いただいて、みかくの方とも相まって話題性が高まって人が行こうかなとなること

を期待しているところではございます。11月24日のグランドオープンのときにも一

応、創業であったり起業の相談窓口ということでうちの職員も窓口の方に行かせて

いただいたんですが、残念ながらそこに当日にはご相談というのはございませんで

した。創業したいのでそういうところを貸してほしいという相談、今のところはご

ざいません。ただ、いろいろな地域の団体さんからは、いろいろな観光のイベント

であったりというときに一緒にできひんやろうかというご相談は数件、頂戴をいし

ているところですので、創業ではない部分ではございますけれども、そういった取

り組みが創業、起業のきっかけになって、やってみようと、そこを利用して１回チ

ャレンジしてみようというふうになっていけばいいなとも思っておりますので、創
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業の部分についての情報につきまして、しっかりと情報発信などにも努めていかん

とあかんなというふうに考えておるところでございます。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） 今のところ、ないということでありますが、まちのにぎわいの

創出にあたっては、そういった創業者を希望される方の支援の場としては活用する

ことができればというふうにも、私も期待をするところでございます。 

 ２つ目の質問をさせていただきますが、日野町の観光振興を促進するため、日野

まちかど感応館を拠点として、近江日野商人館と近江日野商人ふるさと館旧山中正

吉邸の３カ所の近江日野商人の歴史民俗資料館を、どのような動線で誘客し、日野

町の観光振興につなげていこうとされているのか、町の考えをお伺いいたします。 

議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） 日野まちかど感応館、そして近江日野商人ふるさと館、

そして歴史民俗資料館「近江日野商人館」をどのような動線で観光客を結びつけて

いくのかというご質問を頂戴しました。お越しいただくお客様につきましては、観

光客、いろいろな方法で来られます。公共交通機関の利用であったり車の利用、そ

ういったものによってやはり動線というのはそれぞれの時間であったりといったも

ので動いていく、動かれるんであろうというふうに思います。 

 近年、まちなかにおりますと、まち歩きをされる方につきましては非常に多くな

ったあるな、観光協会としゃべっていましても、以前はそんなに、休日であっても

余り、歩かれるというのは少なかったと。最近ですと、なお、それをよく見かけて、

確かに町並み散策というのは多くなっているな、観光の目的になってきているなと

いうことにつきましては実感をしているところでございます。 

 広域の観光協議会であります東近江の観光振興協議会を組織しておりますけれど

も、そこでも旅行会社を招いて、ツアーのどこかの部分で取り組んでいただけるよ

うにということで、それぞれの地域の素材を、日野町だけではなくて東近江圏域を

回ってご覧いただくわけですけれども、そういったところでもまちなかにつきまし

ては非常に好評をいただいているというふうに伺っております。 

 そうした機会を捉えて、近江日野商人の教えであったり歴史であったり町並みと

いったもの、それぞれの施設の魅力をそれぞれに発信していきながら、同じことば

かりでも、同じことの施設ではございませんので、それぞれの施設の特徴を伝える

中で、どこから入っていただいても、次は商人館へ行きたいな、次はその足でふる

さと館へ行きたいなというふうな、動いていただけるような魅力の情報発信という

ものはしていかなあきませんし、それぞれの施設と連携しながら、それぞれの魅力

を高めていかんとあかんなというふうに考えているところでございます。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 
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７番（齋藤光弘君） まちの中へのまち歩きをされている方が増えてきているという

ことであります。日野町の町並みを散策される中で、３館ありますところをやっぱ

りきちっと案内されることが重要になってくるのかなというふうに思います。それ

には、日野町内の観光名所を案内されていますボランティアガイドさんの役割、そ

して存在が大きいと思います。現在、20名程度の方がおられて、観光案内の活躍を

していただいているというふうにも聞いておるわけですが、さらにボランティアガ

イドさんの育成、養成が必要であるというふうに思いますし、聞いております。ど

のようにされているのか、その辺のところをお聞かせ願いたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） ただいまボランティアガイド協会の取り組みにつきま

してのご質問ということで、現在、会員数につきましては、20名とおっしゃってい

ただきましたが若干減っております。16名さんです。そういう中で、いろいろな体

調のこともありまして、なかなかガイドの実働というのはもう少し少ないのかなと

いうふうに考えているところでございます。ただ、ガイド協会は非常に熱心に、そ

れぞれの方がそれぞれの分野で専門性というか、すごく古城に関して専門性を持っ

て日野町内の古城につきましてもすごくよく知っておられますし、日野祭であった

りそれぞれの地域のお祭りのことであったりということで、それぞれたけた分野を

お持ちなのかなと。そういうところで、ガイドさんについて私どもも一緒に歩かせ

ていただいたという経験がございますけれども、非常に楽しく取り組んでいただい

ておりまして、参加いただく方々からは好評をいただいているというところでござ

います。 

 その育成、養成につきましてということです。先ほど申し上げましたように、ガ

イド協会の会員さんの高齢化というのは進んでおります。そういう中でもやはり、

若い方でやってみようということで、最近お入りいただいた方もおいでになります。

そういう移住・定住であったり、そういう形で日野町にお住みをいただいている方々

についても、日野町のことを知るということにおいても、いい形で取り組んでいた

だけるようになればいいなと。以前には日野高校さんにもボランティアガイド、高

校生ガイドというような形ででけへんやろうかというお話もさせていただいたこと

もあったんですが、なかなか具体的に進まなかったということもございます。ただ、

そういった投げかけにつきましては、会員の募集も含めまして観光協会ともども進

めていって、いい形で皆さんの、先輩方の知識を受け継ぐような形にしていかなあ

かんなというふうには考えております。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） 日野町に住んでおられる方で日野町のことをよく知っておられ

る方、たくさんおられるというふうに思いますし、このボランティアガイドという
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仕事も楽しんでやっておられるということで、やりがいのある仕事ではないかなと

いうふうに思います。ボランティアガイドさんというのは名前のごとくボランティ

アということで、奉仕ということで、ご活躍いただいていますことについては心か

ら敬意を表したいというふうに思います。 

 ３つ目の質問に入りますけど、鉄道の玄関口となる日野駅からまちなかに観光客

を誘客するには、町の魅力を情報発信し、いかに誘導するかが課題であります。町

の取り組みをお伺いいたします。 

議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） 日野駅からまちなかへの観光誘客につきましては、日

野駅観光案内交流施設の観光案内業務を日野観光協会にお願いしながら対応してい

るところでございます。秋の桟敷窓アートのイベントでは、ブルーメの丘にもご協

力、主体的にかかわっていただくという、参画をいただく中で、日野駅駅舎の再生

１周年記念イベントと相互に情報発信をして、観光客の誘導に取り組んできたとこ

ろでございます。 

 日野駅からということになりますと、このほかでは近江日野田舎体験の取り組み

の中で、修学旅行で京都に来る学生さんが電車、バス等を乗り継いで日野町に入っ

てくる、そして日野駅におり立ち、そこから路線バスであったりという形でそれぞ

れの地域に、時には路線バスのバス停、田んぼのど真ん中のバス停でおり立つとい

ったことにもご利用いただいておりますので、公共交通機関の利用の方法とその魅

力やらにつきましても、旅行会社、学校にもお伝えする中で、それぞれの地域にお

り立つ、日野駅を玄関口にしながらという形で取り組んでいきたいなというところ

でございますので、この部分につきましては、引き続きまして情報発信に取り組ん

でいきたいなというふうに思っております。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） いろいろと関連のところでの取り組みもしていただいていると

いうことでありますが、日野駅から日野町への町並みを散策しながらウォーキング

される方を、また団体の方を見受けることがあります。日野駅から綿向神社までの

ウォーキングとかサイクリングで、その間、資料館に立ち寄るコースが日野町との

そういった中では考えられます。そして、近江鉄道の電車を利用して観光交流施設

なないろでの一服をしてもらって、日野町の町並みの散策、そしてみかくでの食事

をしてもらう、またふるさと館での食事をするなどの、町の魅力はたくさんあると

いうふうに思います。いろいろな手段を活用しての誘客に努めるには、旅行会社に

売り込むことも重要であるというふうに思いますが、旅行会社への営業、セールス

といいますか、どのようにされているのかというところでお聞かせ願いたいと思い

ます。 
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議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） 日野町の魅力、たくさん以前からあるものもあります

し、なないろであったりみかくであったりふるさと館であったり商人館であったり

と、まちなかだけではなくシャクナゲやダリア園など、ブルーメの丘も含めまして

いろいろな魅力がございます。そういったものについてどのように旅行会社に売り

込んでいくんやということでございます。 

 大きな観光施設でありますブルーメの丘さんにつきましては、やはり継続的に日

常的にそういうセールスというのは旅行会社にかけられておられます。ダリア園で

ありますとダリア園ではもう、旅行会社にそれぞれツアーの１こまに入れていただ

けるよということで頑張って取り組みをされています。まちなかにつきましては、

その部分につきましては広域での取り組みが中心になって、どうしても単体での売

り込みというのはできていない、そこの部分は少し弱いのかなというふうに思って

おります。 

 日野町、旅行のツアーとかにつきましては、日野町単体で済むということはまず

考えられませんので、日野町とどこか組み合わせるといったことも提案しながら、

旅行会社への売り込みをどのようにかけていくのかというところにつきましては、

議論しながらモデルコース的なものを紹介していけるようなことも取り組んでいか

なあかんかなというふうに思っております。なかなか、彦根、長浜の観光の部署の

方とも以前、お話をさせてもらっていますと、観光地でありながらいろいろなツア

ーやらを組んでも、やはりそれが一定、募集定員に達するには５年かかったという

話はよく聞きます。いろいろな魅力を地域はよいと思って売り込むんですが、なか

なかそれが旅行会社に即ヒットするかどうかということになりますと、やはり安定

的に継続的に取り組むことが非常に重要というふうにも伺っているところもござい

ますので、そういったことも勉強させていただきながら、取り組みを進められたら

いいなというふうに考えております。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） やっぱり旅行会社との連携というか、そういうふうな形の支援

というのは非常に大事なことかなと、観光振興にとってはと思います。後でもちょ

っとお聞きいたしますけれども、今度綿向神社への参拝、観光旅行会社が入ってく

るということでの、すごい集客力というか誘導力というのは、そういった情報発信

力というのを持っておられるということで、そういったところはやっぱり活用して

いく、自分のところだけで情報発信していく力というか能力的なものは限られたも

のであるから、なかなかそれが行き届かない、難しいのかなというふうに思います

ので、今後こういった旅行会社への営業活動というのが大変重要になってくると思

いますので、また努力していただきたいなというふうに思います。 
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 ４つ目の質問をさせていただきますが、ブルーメの丘が再生されてから観光客数

が増加しているというふうに思います。ブルーメの丘への観光客をまちなかへ誘客

する取り組み、努力をどのようにされているのか、お伺いをいたします。 

議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） ブルーメの丘と日野町の観光との連携というところで

ご質問をいただきました。日野町の観光入り込み客数につきましては、平成29年、

これは観光入り込み客数の統計につきましては、暦年ではございますけれども、平

成29年度では55万8,000人でございます。その前年、28年は58万1,900人という調査

結果でございました。日野町の観光の入り込み客数総合で見ますと、ブルーメの丘

への集客が即、日野町の観光入り込みに大きく影響するという状況でございます。

天気が悪くてお客さんが少なければ、どこかのイベント、いろいろな催しでのお客

さんが増えてもなかなか増えないという、全体的にはブルーメの丘さんで少なけれ

ば減ってしまうという状況にはございます。 

 そういう中で、ブルーメの丘の平成28年の観光入り込み客は18万9,000人でござい

ます。29年度は19万1,000人、平成30年の前半では９万5,000人程度の入場がありま

すので、今年は20万人いけばいいなというふうには思っておりますが、こればかり

は天候とかいうようなこともございますので、もう少し、もう12月ですのでそこそ

こな数字は見えてくるのかなというふうに思っております。 

 ブルーメの丘さんはボンネットバスを休日につきまして運行いただいております。

これにつきましては今、11月末までの、冬期については少しお休みという形にはな

ります。ブルーメの丘への観光客につきましては園内での動物との触れ合いやそれ

ぞれいろいろなクラフト体験、そしてたくさんの花が咲く園内をゆっくり楽しむこ

とを目的に来場されているというふうに思われます。そうした観光客をまちなかへ

誘導するというのはなかなか容易なことではないのかなというふうに思っておりま

すが、これまで地方創生の取り組みの中で電動アシスト自転車を置かせていただい

て、そこから足を延ばしていただけるような形でも取り組みもしてきております。

まちなかでのイベントの機会を捉えてブルーメの丘からもまちなかにお越しいただ

けるように取り組んではいるところでございます。 

 なお現在、ブルーメの丘の中に巨大な、アルプスジムというらしいですけれども

ジャングルジムを整備されております。来年３月１日からオープンされます。西日

本初ということもございますので、集客力は高まっていくのかなというふうにも期

待をしているところでございます。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） まちなかへの誘導はなかなか難しいということであります。何

とかブルーメの丘への来客者を少しでも誘客できないかなというふうに思います。
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今お聞きしていますと、来年には巨大ジャングルジムができるということでござい

ます。そうしますと、さらにブルーメの丘への集客が期待、見込みもされる中で、

町への誘客も重要になってくるのではないかなというふうに思います。近江日野商

人館の資料館の入館の割引券を提供するなどして、少しでもまちなかへの誘客をで

きないかなというふうに思います。 

 そして、また町の特産品の売り場ブースを設置されているというふうにも聞いて

いるんですけど、今のところではそれが少ないというかできていないようなことも、

昨日もちょっとお聞かせ願っていたわけですけれども、販売努力をされてはどうか

なというふうに思います。町の思いをお聞かせ願いたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） ブルーメのお客さんのまちなかへの、商人館であった

りいろいろな施設であったり場所への誘導ということで、方法はないのかというこ

とと、そして特産品等の販売につきましてブルーメの丘さんでの品ぞろえをしても

らったりということがどうやということの状況でございます。 

 実は、ブルーメの丘さんと、そしてダリア園さん、そして日野まちかど感応館の

３施設への共通入場券というのを、地域おこし協力隊の取り組みの中で企画をいた

だいて調整をいただいて、チケットの販売なども取り組んでいただいたところです。

実際のところは、売りには出したもののなかなか、ほとんど売れなかったという実

情があって、その現実を目の当たりにしたというのが正直なところでございます。 

 ただ、今、ブルーメの丘さんは以前にも増して地域との連携というのを非常に重

視していただいているなというのは、今年の桟敷窓アートであったり駅でのイベン

トのことであったりということで、実感をしておりますので、そういった部分につ

いては連携を今後も、こちらからも提案をいろいろさせていただきながら、何かし

らのきっかけづくりをつくっていけたらいいなというふうに思っております。 

 そして、特産品や商品を置いてもらうということにつきましては、なかなか、ブ

ルーメの丘さんの経営上のことも恐らくあるのかな、いろいろな物を置くことでの

収益がそこに発生していきますので、そういったいろいろな部分でのこともあるの

かなというふうにも思っておりますので、そういった部分についてはこちらの方か

らも、いいタイミングといいますか、今のブルーメの丘さんからお話を聞いていま

すと、何でも言ってくださいということもおっしゃっていただいていますので、そ

ういった部分について、どこまでどういう形でしていただけるかということも含め

て、頑張って売り込みをかけていきたいなというふうに思っております。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） ブルーメに来られているお客さんというのはやっぱり、それだ

けの目的で来られているということで、町の中への誘客というのは大変難しいこと
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かなというふうに思いますが、そこを何とか、次の機会にはまちなかへ来てもらう

とかいった働きかけ、工夫も考えていただけたらというふうに思います。そして、

特産品の売り場についても、ブルーメさんが好意的にそういうふうなことで言われ

ているならば、集客が多く見込まれる中でやはり放っておくことはないかなという

ふうに思いますので、何とかその辺の対策、工夫をして売り込みをしていただくこ

とも考えていただきたいなというふうに思います。 

 次の質問に入りますが、来年はイノシシの年であり馬見岡綿向神社の神使いはイ

ノシシであることから、多くの参拝者がバスを連ねて参拝されるとお聞きをしてお

ります。この参拝客への対応おもてなしいかんで、沿道サービスやまちなかへ誘客

することも可能ではないかなと考えます。これを機会に観光のまちづくりの起爆剤

になるよう検討し、受け入れ準備をされているのでしょうか。町のお考えを、そし

て対応についてお伺いをいたします。 

議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） 来年はイノシシ年ということで、馬見岡綿向神社の神

の使いのイノシシの年ということでございます。干支詣でというのがあるようでご

ざいます。観光バスを連ねてといいますか、ツアーを組んでそれぞれの年にはそれ

ぞれの干支にゆかりのあるところにお参りをするというようなツアーがよく組まれ

るようでございます。現在、２月の初めまでで516台の観光バスが来る見込みという

ことになっております。 

 観光情報の発信であったり日野町の物産を売っていくといった機会でもございま

すので、商工会では商工会員さんを中心として出店をいただける方を募って、個々

に歩きながら出店の呼びかけをしていただいたりということで、町の方としまして

も地域の団体であったりに呼びかけをさせていただく中で、ある程度、今現在、大

分店の方も埋まってきたのかなというふうには思っております。 

 商工会、観光協会と神社さんも含めてですけれども、地域の方にご協力いただく

中で、日野にお越しいただいた方が、またひなまつり紀行とかもございますので、

そういったときにもう１回行ってみようと思っていただけるような形で、おもてな

しではないですけれども、十分なことはどこまでできるかということでなかなか、

経験値がないのですが、また来てみたいと思っていただけるように取り組みを進め

て、いい形で今後につなげていければなと考えているところでございます。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） 綿向神社の参拝者の対応についてお聞かせ願いましたが、何点

か質問させていただきます。 

 当初、参拝のバスは200台ぐらいかなということでお聞きしたのですが、今お聞き

していますと516台の観光バスが来る見込みとのことであります。この内容も見てい
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ますと、１月上旬には１日に20台から40台の観光バスがあるようにも聞いておりま

す。旅行会社との調整や警備体制はどのようにされるのか、そしてまたふるさと館

の駐車場にそれだけのバスが駐車できるのかというところまで心配するところでご

ざいます。それだけの参拝者があれば、個人で来られるお客さんもあるでしょうし、

混雑すると考えられます。どのような対策、対応をされるのか、お聞かせ願いたい

と思います。 

議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） この体制につきましては、非常に１日の台数が多うご

ざいますので、全てを、今現在考えております大型バスの駐車場につきましては、

近江日野商人ふるさと館の裏の駐車場に11台から15台ぐらいとめられるかなという

ふうに思っております。そして、あとは地域の方で、地域といいますか西大路地域

にあります駐車場をお借りをお願いしまして、ご協力をお願いしまして、そちらの

方でも大型バスを５台程度は置けるかなということもございます。駐車場につきま

してはやはり大型バスの駐車場、そして一般の方々の参拝も多いことが予想されま

すので、そういったところは分けて駐車場所をご案内するという形でしていかなけ

ればならないなと考えております。 

 大型バスをふるさと館の裏の駐車場に入れようとしますと、どうしても離合がで

きませんので、そこにつきましては警備員を配置するなどして無線などで連絡をと

りながらスムーズに動けるように、そしてもう一つのところで少し待機いただく時

間を持つということも大事になってくるのかなというふうに思います。 

 516台ということを申し上げましたが、全てがふるさと館の裏内に駐車するわけで

はなくて、一部違う場所でおりていただいて、少し歩いていただくというようなこ

ともあって、少し駐車場の混雑を解消するということも、対応を協議させていただ

いているところでございます。 

 今申し上げましたように、警備員につきましては１日の、多い日には50台近く入

る日もございますので、そこも全てがふるさと館の駐車場ではございませんので、

その状況を見ながら、警備員の人数も少し多い、少ないという日も出てくるかと思

います。そういった形で臨機応変に対応しながら、交通混雑といったことのないよ

うに気をつけながら、ないようにというのは難しいかもわかりませんけれども、ス

ムーズに回っていただけるようにということで考えているところでございます。 

 先ほど申し上げましたように、個人さんの参拝客も、恐らくですけれども第１週

を中心として、非常に一般の方の参拝も想定されますので、神社の境内の部分であ

ったり地域の中にあります駐車場をお借りするような形で、大型車の駐車場所と個

人の乗用車の駐車をしようということは区分けしながら対応して、スムーズに動い

ていただけるように対応していかなければならないなと考えているところでござい
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ます。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） 今おっしゃいますように、大変混雑すると見込まれています。

安全対策には十分心がけて注意していただければというふうに思いますし、駐車場

ではブルーメの駐車場をお借りするとかいうこともできる、対応も考えられるかな

というふうに思いますので、ご検討いただければというふうに思います。 

 町民の皆さんにもこういった情報をお知らせし、情報共有することが重要である

というふうに思います。綿向神社への参拝者も増えることも期待するものでありま

す。また、周辺地域の村井、西大路の地元住民の方のご理解、ご協力が必要かとい

うふうに思いますが、その辺の配慮をされているのか、お伺いをいたします。 

議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） これだけのお客さんがお越しになるということはもう、

車の台数も当然、これだけの数になりますので、地域の方々のご協力、ご理解なし

にはできないなというふうに思っております。来てもらってよかったなと思っても

らえるようにしていかなあきませんので、いろいろな形で、516台と申し上げました

けれども、今現在、まだそういうツアーを募集中という状況でございますので、100

パーセントが催行されるかといいますと、最少催行人員に達しなければツアーは、

そのバスは１台は例えばなくなるとかいうこともこれから出てくる中で、どのくら

いの数かというのは、もう少ししますと見えてくるのかなと思っておりますので、

そういった状況も地域にお伝えする中で、駐車場所であったり車の動きであったり

ということもご説明させていただく中で、地域の方々に迷惑がかかっていかないよ

うに、何とかスムーズにいけるように頑張っていきたいなと思っておりますので、

日野めーるであったりといった部分での情報発信であったり、地域への資料といい

ますか、そういったものの配布であったりという形で、ご安心になるかどうか分か

りませんけれども、こういうことをしよるねんなということでご理解いただけるよ

うに取り組んで、町だけではあきませんので、綿向神社さん、観光協会、商工会と

もどもにそういう地域のご理解をいただけるように、ご協力いただけるように取り

組みをしていきたいなと考えております。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） やっぱり地元の方の協力、ご理解は必要だと思いますので、十

分に説明をしていただいて、そういった配慮をお願いしたいなというふうに思いま

す。 

 そして、先日、商工会の方にも出向きまして、取り組み状況についてお聞きいた

しました。それによりますと、商工観光課、そして観光協会、商工会、そして宮司

の社さんとの４者の協議を重ねて、段取りをされているというふうに聞いていると
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ころであります。そうした中で、売店を設置し、日野の特産品を販売するというこ

とも重要かというふうに思いますが、どのようにその辺のところ、計画をされてい

るのか、お伺いをいたします。 

議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） 物産につきましては今現在、１月１日から、多いのが

やはり、１月の第２週ぐらいまでが非常に多うございますので、その部分を中心に

して商工会員さんをまずは中心にお声がけをいただいて、商工会でもお店を回りな

がら出店の呼びかけをしていただいてきたところでございます。こちらの方でも伝

統料理を継承する会であったり、いろいろな取り組みで頑張っていただいています

ので、ご協力を求めたりということで呼びかけをする中で、テントにつきましては、

マーキーテントとなりますけれども、３張り程度張らせていただいて、それぞれの

１つのテントは大きゅうございますので、それぞれのテントを半分ずつにしまして、

売店であったり温かいものであったりということで、余り同じものが重ならないよ

うな形でお買い上げいただけるような形、そして、観光協会の関係では日野ひなま

つり紀行の予告チラシであったりといったことも置かせていただくという形で、物

産と、そして今後につなげて、また行ってみようというような動機づけになるよう

に、情報発信と物産、両面について取り組んでいきたいなと考えております。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） 多くの参拝者があるということで、そこを逃すことなく、やっ

ぱり販売の方にも力を入れていただきたいなというふうに思います。そして、今も

ちょっと話があったんですけど、ふるさと館への入館、そして昼食を日野の伝統料

理をされているということで提供することを考えておられるのかどうかというとこ

ろで、どうされるかお伺いをいたします。 

議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） 多くのバスがお越しをいただきますので、そういった

方々が全て日野町で食事をとっていただいて、ゆっくりしていただけるといいなと

いうふうには期待はするんですが、ツアーの主催が例えばレストランであったりと

いうこともございまして、自分のところのお店へのお客さんの確保といったことで

も取り組まれている事業者さんもおいでになりますので、ツアーの中の１こまとい

う形でお越しをいただきます。朝の９時半ぐらいに日野町に行って、そして少しも

う１カ所どこか見て、お昼にはどこどこというような形でのツアーが多うございま

す。その逆に、食べてから日野町にお越しいただいて午後に来るというようなパタ

ーンでございますので、今回に関しましては、なかなかそこまでは至っていないな

という状況にございます。 

 ただ、これを機会として、先ほど議員おっしゃいましたように、いろいろな、日
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野町をめぐるようなツアーということの旅行社の売り込みにつきまして、やはりそ

ういった部分についてもしっかりと情報発信することで、次にはまた来年、ひな祭

り、来年はすぐは無理ですけど、その次のひなまつり紀行であったりにツアーを組

んで、そしてふるさと館で食べて、もしくはみかくの方で食べてというようなこと

で組んでいただけるように、ご提案もしていけるといいなというふうに考えており

ます。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） 団体さんには、行程が組まれていてなかなか、その辺の食事と

いうのは難しいかなということかと思います。個人の方も参拝されてたくさん来ら

れるというふうに思いますので、そこの方をまたターゲットという形で、またそう

いった提供できるような形もいいのかなというふうに思いますので、考えていただ

けたらと、さらにされるというふうには思いますが、お願いしたいと思います。 

 そして、綿向神社の参拝につきまして、本当に12年に１度のめぐってくるチャン

スの年であると思いますので、このチャンスを活用して、来られた方がまた日野町

にも来ていただけるようにということの対応が必要かというふうに思いますので、

先ほどからも日野のパンフレット等お配りしてということで、取り組みもするとい

うことでありますが、その辺のところもお願いしたいなというふうに思います。 

 最後に要望とさせていただきますが、町の観光振興に向けて前向きな姿勢で取り

組んでいただいているというふうに思います。観光協会をはじめ地域の熱心な有志

の方々、そして関係者の方々のご協力のもとで町が活気ある元気な魅力ある町にな

ることを期待する中で、町当局がさらに町の観光振興、商工振興に努められ、ご奮

闘されますことを願いまして、１つ目の質問を終わります。 

 次に、２つ目の健康なまちづくりについて分割で質問をいたします。 

 日野町においても今後75歳以上、すなわち後期高齢者が増加する中で、いかにこ

の年齢層の方に健康を保持してもらって、生き生きとした日常生活を送れるように

するかが、町における重要な課題であります。先月、議員研修会の際に講義を受け

ました「高齢社会のまちづくり」の中から、健康長寿社会構築のための人の健康に

加えて、町の健康づくりについての質問をいたします。 

 近年、健康長寿社会となる健康寿命の延伸が求められています。健康寿命の延伸

には、生活習慣病の克服、メタボリックシンドローム発症防止、そして認知症予防

には、特に運動と食事をコントロールすることができれば一定の成果が得られるこ

とが証明されております。健康に無関心な層に、いかに個人の健康づくりに向けた

意識を喚起していただくかが課題であります。その方法として、口コミが効果があ

ると言われています。また、ヘルスケアポイントの特典を与えるインセンティブ事

業が効果があると言われております。そこでお伺いいたします。 
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 １つ目に、日野町においては今年度より、特定健診を受け健康相談を受けられた

方にヘルスケアポイントを支給されました。その成果として、特定健診の受診率は

向上したのでしょうか。また目標とする医療費の抑制効果はどうでしょうか。お尋

ねをいたします。 

 ２つ目に、成果の上がる未受診者対策・受診率向上対策が必要であると考えます。

来年度に備えてヘルスケアポイント制度を拡充することを検討していただき、成果

を追求するお考えはないか伺います。 

 ３つ目に、現在は自動車に依存する車社会となり、歩かなくなったことが運動不

足をもたらし、健康寿命を縮める大きな要因となっています。意図しなくても自然

に歩いて、歩かされてしまうまちづくりがこれからの健康都市の方向性であるとの

ことであります。健康に無関心であっても健康になれるまちづくりが必要でありま

す。こうしたまちづくりが望ましいところでありますが、地方であります日野町に

おいては非常に難しいことであります。町として健康寿命延伸の取り組みを実施し

ていただいていますが、本気で成果を上げる運動不足解消の対策、取り組みが必要

と考えます。町の考えをお伺いいたします。 

 そして４つ目に、超高齢社会を迎える2025年問題に向けての対策が必要でありま

すが、その対策準備をどのようにされているのか、お伺いをいたします。 

 以上の４点についてお伺いをいたします。 

議長（杉浦和人君） 町長。 

町長（藤澤直広君） 健康なまちづくりについてご質問をいただきました。 

 まず最初に、ヘルスケアポイントの効果についてでございますが、今年度から特

定健診を受診された方には、おさんぽカードへのポイントを加算する引換券をお渡

ししております。特定健診を受診された方へのアンケート調査では、ヘルスケアポ

イントが受診の動機となったとお答えいただいている方もおられます。また、ヘル

スケアポイントによる医療費の抑制効果を推し量るということでございますが、こ

れはなかなか難しいことと考えております。 

 次に、ヘルスケアポイント制度の拡充についてでございますが、第２期データヘ

ルス計画の保健事業計画において、受診率向上対策の一環としてヘルスケアポイン

ト制度に取り組んでおり、今年は制度導入の初年度でありますことから、経年的な

受診率の変化等を見てまいりたいと考えております。 

 次に、運動不足解消の対策についてでございますが、身体活動・運動は、健康な

体づくりだけでなく、生活習慣病の予防や生活の質の向上の観点から重要でござい

ます。身体活動量が多い人や運動をよく行っている人は、高血圧、糖尿病、肥満な

どの罹患率が低く、また身体活動や運動がメンタルヘルスや生活の質の改善に効果

をもたらすことが認められております。町としては、スポーツ天国の日や各種ウォ
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ーキング事業などさまざまなイベントの開催を通じて、運動・スポーツへの関心を

高めております。また、地域においては公民館や自治会等でスポーツ行事に取り組

んでいただいており、多様な場面での取り組みが必要であると考えています。 

 なお、特定保健指導では、運動についての個別目標を設定してもらい、相談・指

導に役立てているところでございます。 

 次に、2025年問題への対策についてでございますが、今後、国民の３人に１人が

65歳以上、５人に１人が75歳以上になることが想定されております。後期高齢者に

なるまでの時期から健康への取り組みを行うことが必要であると考えており、健康

づくり、また食育計画に基づいた各種施策を着実に進めてまいりたいと考えており

ます。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） 再質問させていただきます。成果を上げる対策としては、いか

にして無関心層の方に特定健診を受診してもらうかが大きな課題であります。通常、

無関心層の方は７割おられるというふうに聞いております。そして、関心を持って

おられる方は３割というふうに言われております。個別に電話での呼びかけをされ

ているということで聞いておりますが、それは大変効果があるというふうに言われ

ていますし、そうだと思います。 

 受診にあたっては特定健診、自分から自己申告で受けるかどうかということであ

ります。案内は町からも出されているんですけど、個人がそれぞれ自分からいつい

つに特定健診を受けますということで自己申告になっていて、強制ではないという

ことで、やはりこういった町からの働きかけで、電話があればということで、いつ

いつ受けますということでの受診率向上につながるということかというふうに思い

ますし、その辺のところをきちっと電話で呼びかければ、いついつしていただくと

いうことの確証をとれるような形での働きかけが必要になってくるのかなというふ

うに思いますし、また、地域での健康推進員さんがおられますし、そういった方々

からも呼びかけをしていただくことも有効かなというふうに思って、その辺ができ

るかどうかも私はちょっと分からないですけど、できる範囲でそういった対策も必

要なのかなというふうに思います。 

 そして、その辺のところ、どうなのかということもお聞かせ願いたいと思うんで

すけど、そして余りヘルスケアポイントの効果は見られていないということであり

ますが、今年度健康ポイントは受診して50ポイントで、この50ポイントでは余りお

得感がないというふうに思います。ヘルスケアポイント制度の充実をお考えではな

さそうな回答、答弁でありますが、健康無関心層への促しにつながる観点からは、

報奨の内容を魅力的なものにしていくということは必要ではないかなというふうに

思います。よその市町の取り組みを見てみますと、2,000ポイント、3,000ポイント
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ということでの積み上げ支給もされております。がん検診を受診したら2,000ポイン

ト、そして歯医者、歯科を受診したら1,000ポイントとされているところもあります。 

 その際、報奨の金銭的な価値が高過ぎると、報奨を得ることのみが目的化してし

まい、最終的に目的である本人の行動変容につながらない場合も出てくるというこ

とで、その辺のところは留意する必要があるかと思うんですけど、日野町において

もヘルスケアポイント制度の拡充をすることの検討を提案いたしますので、再度、

町のお考えをお尋ねいたします。 

 そして、２つ目には、生活習慣の改善にはやはり運動することが健康寿命延伸に

も重要であるということでありまして、健康づくりのイベントに参加することでヘ

ルスケアポイントを支給するというところもあります。各種団体が主催する健康イ

ベントや各公民館で主催されております健康ウォーキング事業をされておりますが、

声を聞いてみますと、参加者が限られていることや広がりがないというふうなこと

も聞いておりますので、参加者にヘルスケアポイントを支給する、そして支援する

といった形での検討はできないかなというふうにも思いますが、その辺のところ、

どうなのかお聞かせを願いたいと思います。 

 以上、３点になりますが、お聞かせ願いたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 福祉保健課長。 

福祉保健課長（池内 潔君） ただいま３点ほどお伺いいたしました。 

 まず、無関心層の方へのアプローチについてはどうかと。７割ほどが無関心層で

はないかというふうなお尋ねでございましたし、その個人さんがどういうふうにし

たら参加されるのかというとこら辺でございます。今年も特定健診を実施しまして、

アンケートなんかもとらせていただいている中の、今のところの集計でございます

けれども、確かに特定健診にお見えになっている方というのは、どちらかといえば

健康意識が比較的高い方ということが言えるかなと思うんですけれども、その中で

も当然、自分の健康を管理するために来ていただいているということがあると思う

んですが、アンケートの結果からいいますと、お医者さんであるとかいう方々に勧

められて来たよというふうにおっしゃっていただく方もかなり多目でございまして、

例えば先ほどもおっしゃっていただきました受診を促すはがきであるとか、そうい

う通知によって促されて来たよというふうにおっしゃる方が、複数回答ですけれど

も200名を超えております。 

 したがいまして、この方々も促されてお越しいただいたということから、ひょっ

とすると促されなかった場合はいわゆる無関心層という方々かもしれませんけれど

も、そういうお声がけ、促しによって動機づけられたというふうにお答えいただい

ている方もおられるということを見れば、やはり声かけをしていく、勧奨をしてい

くということが無関心層の方々へのアプローチの１つかなというふうには感じてお
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るところでございます。引き続いて勧奨はしていきたいというふうに考えておりま

す。 

 それと、ヘルスケアポイントの効果の読みでございますけれども、先ほど町長も

答弁いたしましたとおり、このことによって効果がどれだけあらわれたかという指

標を数値化していくということはかなり困難な作業でございますし、難しいのかな

というふうに考えておりますが、ポイントを増やしていくことについても、効果と

いうことよりもバランス感覚といいましょうか、国保の特定健診においてポイント

を付与させていただいているという観点から、町全体でのバランス感覚も含めて考

えていかなければいけないなというふうには考えておりますし、おっしゃっていた

だいたとおり、財政的、お金に関して健康を結びつけるということに関しても、ち

ょっと疑義感もお持ちの方もおられると思いますので、その辺のことも両面、考え

つつ進めていきたいと考えております。 

 それと、生活習慣について、やはり運動であるとかスポーツ、これは大事なこと

だというふうにおっしゃっていただいたとおりでございます。ちょっと話は変わる

かもしれませんけれども、滋賀県が寿命が男性で１位になったよということから、

県がある程度、なぜ長寿になったのかという分析の中でいきますと、今おっしゃら

れたような生活習慣、食事であったり運動であったりすることが、取り組みが多い

よという一方で、もう一つあって、生活環境が整っているからだという分析も一方

ではされています。生活環境が整っているということについては、運動、スポーツ

以外に、例えば社会の参加であるとか、社会にかかわっていくということが重要や

というような分析もされているところですので、その両面、生活習慣である運動、

スポーツ、それに加えて社会とのかかわりを持っていただく、この点については町

全体の取り組みとして必要になってまいりますので、庁内の各課とも連携しつつ、

今後、町として健康を意識した取り組みについては強めていきたいなというふうに

は考えております。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） アンケート調査の結果ということでの状況の中で見て働きかけ

をすると。無関心層などをいかに受診していただくように働きかけるということは

今後も大事かというように、その辺の努力をしていただきたいと思います。 

 そして、今の健康のヘルスケアポイントでありますけど、一応、健康ポイントと

いうことで50ポイントであります。この50ポイントというのは、お金で考えますと

50円程度支給されるということで、町の財政負担ということでは全体で10万円台と

いうふうには聞いております。それで傾向を見ながらということではあるんですけ

ど、それで成果が出てくるかというところでは、その辺の投資をもう少しかけたと

いうか、成果がある施策をしていかな結果というのは伴ってこないのかなというふ
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うに思います。要するに、受診率を上げる取り組み、そして無関心層をいかに、未

受診者の方に受診していただくかという取り組みが課題かなというふうに思います

ので、真に成果の上がる取り組みを考えていただきたいなというふうに思います。

そして、来年度に向けての受診率の向上の得策というのを持ち合わせておられるの

なら、その辺のところをお聞かせ願いたいなというふうに思います。 

 そして、先ほども町長の方からもありましたけど、必要経費がどんどん増えてき

ているという中で、この問題は先ほどもちょっと福祉課長が言われましたけど、福

祉保健課だけの問題ではないというふうに思います。国保担当の住民課、そして長

寿福祉課、そして生涯学習課等にも関係する課題であるというふうに思いますので、

町ぐるみで考えて横の連携を密にしながら取り組む必要があるのではないかなとい

うふうに思いますので、このところについて町はどのように思われているのか、再

度お伺いしたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 福祉保健課長。 

福祉保健課長（池内 潔君） ご質問いただきました、まず50ポイントについて、50

円相当でこれは金額的に少ないのではないかというとこら辺だと思われます。私も

50円の価値ということになりますと、おさんぽカードでいきますと当然、50ポイン

トをいただく場合にはそれよりも多くのお買い物をいただいた中で50ポイントが与

えられるということも一方ではあるのかなというふうには思っておりますが、例え

ば先ほども申し上げましたアンケートですけれども、今回、ポイントがついたから

ということが動機づけになったよというふうにおっしゃっていただく方、これも複

数回答ではありますけれども、33名の方がこのポイントがついたからということで

動機づけをされたということもあります。ですので、来年度、再来年度含めて、こ

のアンケートも引き続き行いまして、この辺の数がどういうふうに変わっていくの

かということも注視しながら進めていきたいなと考えておりますが、今のところ50

ポイントを増額していくという方向性にはなっていないということが現実でござい

ます。 

 それと、受診率を飛躍的に伸ばしていくという方法は何か持ち合わせているのか

どうかというお尋ねでございます。これもそういう特効薬があれば私どもも教えて

ほしいなというふうには思っておるところでございますが、先ほども申しましたと

おり、受診の勧奨を粘り強くやっていくということが今、一番効果があるのではな

いかなというふうに、これはアンケート調査からも感じているところですので、引

き続きこのことを進めていきたいなと思っております。 

 それと、町全体の課題であることから、関係課の横のつながりを強めて健康づく

りを意識的にやっていくということを全庁的に行う必要があるよということでござ

います。確かにおっしゃるとおりでございます。保健事業のみで健康を担保してい
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くということは難しいことでございますので、関係各課が健康についてどのように

進めていくのかというとこら辺を、各種の事業を行う上で頭の片隅に置いて、この

ことを健康に結びつけていこうということを思いつつ事業を展開できるように進め

ていきたいなというふうに考えております。 

議長（杉浦和人君） 齋藤光弘君。 

７番（齋藤光弘君） その辺の受診率を上げる、そして町が元気になる取り組みをお

願いしたいと思いますが、最後にお願いといたします。住民の生命と財産を守る行

政サービスとして、ヘルスケアポイントを拡充することは健康長寿社会構築のため

の投資であり、人の健康と町の健康につながるものと考えます。他市のところでの

調査、研究をしていただきますようお願いをしておきます。 

 また、こうした健康長寿社会構築のための取り組みを、本気で成果の上がる対策

事業を実施していかないと、2025年問題を控える超高齢社会への危機に直面するこ

とになると考えます。地域が元気になるよう、公民館事業の活動、地域の自治会活

動やサークル活動にも支援していくことも重要であります。そして、サークル活動

では健康づくりのためにグラウンドゴルフを盛んに活動されています。またスポー

ツに限らず文化活動にも参加し活動することも健康長寿につながるものと思います。

今後とも町として健康づくりのための取り組みに努力していただき、元気で健康な

町になりますことを願いまして、以上、要望といたしまして私の一般質問を終わり

ます。 

議長（杉浦和人君） ここで暫時休憩いたします。10分間休憩させていただきますの

で、再開は11時25分から再開いたします。 

－休憩 １１時１６分－ 

－再開 １１時２５分－ 

議長（杉浦和人君） それでは再開いたします。 

 休憩前に引き続き、一般質問を許可いたします。 

 10番、髙橋 渉君。 

10番（髙橋 渉君） 10番、髙橋でございます。それでは、２項目についてご質問を

いたしますので、よろしくお願い申し上げたいと思います。 

 私は、これまで幾度も空き家の対策について一般質問を致してまいりました。主

に世帯住民が長期にわたって不在となっております、管理が不十分で放置されたま

まという空き家でございます。放置された空き家は建物の倒壊や屋根材が飛散する

など危険、またハクビシンなどの獣害や害虫の温床ともなり、やがて周辺へ拡散し、

住民への危険性、環境悪化を招く恐れがあるからというふうに思っているからでご

ざいます。そういった意味で緊急の課題として対策が必要と強く思うところでござ

います。また、現在進めておられます住みやすいまちづくりという形においても、
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逆行する現象になるんじゃないかというふうに思うからでございます。 

 町当局では空き家の調査を行い、平成28年３月時点での調査結果をまとめられま

した。空き家の総件数は431件であり、管理や危険性の度合いをＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄによ

る分類をなされており、放置しておくと倒壊する危険があるＣというランクが77戸、

倒壊する危険性があると思われるＤが24戸であるとまとめられており、対策は適正

な管理ができていない家屋、除却が必要とされる家屋の所有者や管理者に対して文

書や訪問での助言、指導を行っており、そのことによって１件が除却され、修繕に

よる改善もなされた物件もあり、今後も適正な空き家の管理がされるよう取り組み

を継続してまいりますと説明がありましたが、その後の改善状況はどのようになっ

ているのか、お尋ねをいたします。 

 統計によりますと、平成25年の時点で空き家の数は全国で820万戸に達していると

言われています。問題なのは、そのうちで周辺環境に悪影響を及ぼす空き家の数は

毎年６万戸以上増えており、対策を講じないと今後も増え続けると予測されていま

す。日野町も例外ではないと考えられます。そのような中、まず空き家の実態で前

回の調査と較べて空き家の件数であり環境に悪影響を及ぼしている状況の家屋がど

のような変化をしているのかという把握、２つ目に今後の予測、３つ目に対策実施

の連動をするための地域との体制づくりが必要と思い、３月の一般質問で要望いた

しましたが、どのような状況であるのかお尋ねいたします。 

 また、国が増え続けている空き家に対しての対策を緊急の課題として、多岐にわ

たる施策を行っております。空き家の有効利用や管理向上、除却に向けた事業や制

度が設けられております。これらを取り入れた対策の強化も必要と思いますが、当

局の考え方をお尋ねいたします。 

議長（杉浦和人君） 10番、髙橋 渉君の質問に対する町長の答弁を求めます。町長。 

町長（藤澤直広君） 空き家対策についてご質問いただきました。 

 １点目の３月以降の状況についてでございますが、当時対応していた８件から新

たに20件の相談がありまして、合計28件について対応をいたしました。これまでに

特定空家等は５件認定しており、３月以前に除却した１件を除く４件について、所

有者または管理者の責務を訴え、指導・助言を粘り強く続けることによって２件目

が除却されました。新たな所有者または管理者に対しては、その責務を促し、改善

に向けた助言等により19件については一定の改善がされたことから、現在は特定空

家等３件と、改善が見られない５件の８件について、継続して対応をしております。 

 ２点目の空き家の実態調査についてですが、平成27年度の空き家等実態調査以降

に自治会や住民から寄せられた空き家等の情報について、現地確認を行った上、空

き家台帳の整理により把握をし、それぞれ対応をしております。そのほか、調査済

みの空き家等の実態調査については、方法や内容等を検討した上で、地域や自治会
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の協力をいただきながら進めていきたいと考えております。 

 ３点目の空き家に対する国の制度利用についてでございますが、町は当初より空

き家対策等の推進に関する特別措置法に係る細則で運用し、早い時期から空き家所

有者等に対して啓発・助言・指導を行ってきました。国の制度を利用するには、特

措法に基づく協議会を設置し、空き家等対策計画の策定が条件になることについて、

制度制定にあわせて日野町空家対策連絡連携会議において研究を協議しており、協

議会設置および計画策定に向けた取組みを進めております。引き続き自治会をはじ

め、地域の皆さんとともに、所有者や管理者に空き家等の適切な管理がされるよう、

取り組んでまいりたいと考えております。 

議長（杉浦和人君） 髙橋 渉君。 

10番（髙橋 渉君） まず１点目の３月以降の状況ですが、特定空家に近い形のもの

の１件が除却された。なお改善されたところもあるということに対しましては、担

当された方に対しては大変なご努力をいただいたという形で、感謝をしておきたい

というふうに思っております。 

 その中で、新たに20件の形が住民情報で寄せられたということでございますが、

この中身はどういう状況であったのか、ひとつお教えいただきたいというふうに思

います。 

 それから、１点目ですが、この３月議会において要望をいたしておりました実態

調査を新たにできないかというようなこと、それから２つ目には住民への連携をど

うしていくのか、してほしいというような形でお願いをいたしておりました。 

 まず、１つの実態調査なんですけど、当局は空き家は今後どうなるのかという形

のものをどう見ておられるのかということなんです。全国的には相当増えるだろう

という予測をされております。我々の近辺で見ましたときにおいて、今までの過程

ですと、我々の団塊は３世代というのがありまして、継続的に家を中心に回ってい

たということが見られます。今の現状はどうですか。大体下手すると１世代老人だ

けとか、あるいは老人と50歳中心にするという形のものになります。必然的に考え

られることは、その方が亡くなったら空き家になるよという可能性は十分にあると

いうのが１つでございます。 

 それから、もう一つが、今、空き家になって管理されている状態であるんですが、

誰が管理しているんですか。今、見ますと、１年に１回とか２回帰ってこられる方、

一月に１回帰っている方もあるんです。その人たちは今までその家で育った方なん

です、大体見ていますと。次の、その人たちがいなくなったときにおいては、その

家の管理を誰がするんですか。という状況において、空き家の状況が変化する要素

が非常に高いということです。放置される空き家が増える可能性というのは、非常

に大事であるというふうに思います。 
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 そういった意味で、現状の空き家の変動に対して非常に敏感になっていかなきゃ

いけないというふうに思うんです。こういう意識を持っているかどうかという形の

ものをちょっと、お聞かせ願いたいと思います。 

 それから、国の施策というような形で、国もさっき言いましたように、これは喫

緊の課題だというような形のもので、総務省、国土交通省、法務省、いろいろな形

で法律における改善というか取り組みというのがなされております。その中におい

て、日野町は今、どういう形でそういったものを受け入れてしていくのかどうかと

いうことをお聞きいたしたいというふうに思います。 

 今言いましたように、３月の段階でそういったことをお願いしたいんですが、今

現在、それに関してどういう形で、例えば住民との新しい取り組み方のシステムを

つくるよ、それに関しても検討はなされているんですか、今現在できていないとい

うことが。というような形で、できていない、お願いしたことについて現状と、そ

れからできていない理由というんですか、その辺についてお伺いしたいというふう

に思います。 

議長（杉浦和人君） 企画振興課長。 

企画振興課長（安田尚司君） ただいま髙橋議員の方から、いわゆる世帯で今まで続

いてきたおうちが、外に出られて、生まれた方は何とか来られるけれども、次の世

代がもう出られて、その息子さんとかはもう知らんとなっていくんじゃないか、こ

んな話ということですね。そのことは地域でも行政懇談会でもいろいろ話をさせて

いただいておりまして、できれば今、顔の見えるうちに何とか話をしてほしいと。

今後どうするんだということも含めて、しゃべりにくいかわからんけど、これは役

場が聞いとるんやと、そういうふうにと言ってくれても結構ですので、何とかちょ

っとつないでほしいと。できれば早いうちに、もし活用できるんであればそういう

制度もあるさかいにということで紹介してほしいということで、地域の方にはちょ

っとお声がけをさせていただいているというような状況でございます。 

議長（杉浦和人君） 建設計画課長。 

建設計画課長（髙井晴一郎君） 何点か再質問をいただきました。 

 まず、３月以降新たに情報があった20件の内訳ということでございます。基本的

には、実態調査の中で空き家としてリストアップしている案件というのがほとんど

でございまして、新規にあるというのは２件、３件の内容でございます。それに対

しまして、リストにある分についてはそれぞれ所有者等、もう既に調査が終わって

いますので、再度通知をさせていただいて、それなりの回答があって対応するわと

いうような話になれば、一旦それでそこは一定の改善がされたものという判断をし

ているわけなんですけれども、そのうち５件につきましては、以前からの分もあり

ますが、なかなか通知をしても連絡がとれない、電話をしても連絡がとれないとい
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うような状態のものが今５件残っておるということでございます。 

 特定空家の３件につきましては、それぞれ鎌掛地区と日野地区で１件ずつの計２

件が解体をいただきました。あと３件につきましても、連絡がとれるという方もあ

るんですけれども、なかなか進展しないと。うちの方でも不動産屋に頼んでいるさ

かいにもうほっといてくれみたいな感じで、なかなか進まへんというのがありまし

たり、全く連絡がとれないという案件が３件の、今、合計８件でございます。 

 それから、その中で先ほど企画課長が申しましたように、連絡がついたおうちに

ついては当然、空き家になっている状況については以後管理して下さいねという話

と、あと将来的にこのままではこうなるさかいに、何とか息子さんなりに対応して

いただけるようにお願いしますというようなことも当然、話はさせていただいてお

ります。そのときはわかった、わかったとは言わはるんですけれども、それ以後、

どうなりましたかというようなことで定期的にまたお伺いするとか、その辺の対応

は現在のところはできておりません。 

 次でございます。地元との連携ならびに対策計画の話がなかなか進んでないやな

いかということでございます。これにつきましては一定、対策計画の案については

早い時期に策定はしております。策定というか案としてはつくってはおります。た

だ、全県的に見てもほとんどの市町がもうつくっておられますので、その内容を精

査しながら町としてどの形がいいのかなということで、いろいろな調整をしている

中で、なかなか進んでいなくて今に至っているということでございまして、当然、

その計画の中には地元との連携の内容であるとか計画期間であるとか、その辺につ

いても含まれておりますので、それについてはもう、最終段階に案としては来てお

りますので、近々に協議の上、どうするかということを決めていきたいなというふ

うに考えております。 

 今後の予測についてでございます。これにつきましては議員言われるように、ほ

っておいたら必ず老朽化してきて、調査で上げましたＣがＤになるということは想

定はしております。ただ、連絡をさせてもらってお話をさせてもらう中で、ちゃん

としていくんやなと言ってくれる分については、それを信じるしかないかなという

ふうに思っていますが、今連絡がつかないと言っています合計８件については、今

後も粘り強く通知をするのはもちろんでございますが、近場であれば訪問の方もし

ていきたいなというふうに思っています。ただ、特定空家に認定してあるのと認定

していないのというのとになりますと、ちょっと対応の方法も変わってきますので、

特定空家に認定することも含めて今後、検討していかんなんかなというふうに思い

ます。議員言われるように、ほったらかしといたらどうしようもないことになって

いくのは認識をしております。 

議長（杉浦和人君） 髙橋 渉君。 
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10番（髙橋 渉君） １つ目の空き家の質疑なんですけど、共通認識として放置して

おいたら増えるよという形のもの、これは共通認識として取り組みをしていただき

たいというふうに思いますが、それから地元との連動という形の取り組みを考えて

いるということですが、そういうことが必要。地元でやれることと、それから町自

体がやらなきゃいけないことということですが、地元でやれることは一体何だろう

ということなんですね。もちろん、僕もやったことがあるんですけど、地元から不

在空き家に対する、都会へ出ておられる方に関して管理状況について電話ないし文

書で草が生えているから刈ってくれよとかいった形で行政、お願いはできるんです。 

 それからもう一つは、先ほど言いましたようにこれからの村の推移における状況

というのは村で予測できるんです。このうちはご老人がお一人だからもう、近い将

来空き家になるとかいう情報に関しては提供できる。しかしながら、執行に関して

指導とか命令はできません。住民ではできない。それが町の役目じゃないかなとい

うふうに思いますので、そこの部分を間違うと、指導とかそういう形のものについ

てはやっぱり、町でやらなきゃいけないという認識だけはきちっと持っていただき

たいというふうに思うわけでございます。 

 それから、先ほど言いましたように、日野町においては早い段階から空き家対策

というものに関して取り組みをされておりまして案もつくった、こういう経過もご

ざいますが、しかしながら、先ほどありましたように、空き家に対する計画、対策

ですが、今、19市町のうちできていないのは３市町です。そのうちの日野町が１つ

なんですね。早くからやっていながら計画できていない。計画ができていないとい

うことはほとんど何もできないですね。今の空き家総合対策支援事業というのは国

でやっているんです。それをするには計画ができていなきゃできない。対策支援事

業というのは、１つ新しくできましたのが、除却・解体に対する補助が出るという

ことなんですね。こういったことまで組み込まれているんですけど、しかしながら

基本となるそういったものの部分ができていないですね。そういった意味の中で今

後、日野町として早急におくれている分も取り返して進めなきゃいけないというふ

うに思うわけでございます。 

 それから、もう一つは、実は後藤議員が一昨年ですか、質問されたときに、町長

お答えの中に、除却の部分についても非常に金額が張ることであるので、その辺も

含めて今後検討していきたいというようなご発言をされております。そういった意

味での進行がどうなっているのかというようなことも含めて、もう最後の質問にな

りますので、この座長をしておられます副町長、現状と、それから今後の対策につ

いてお考えをお聞かせいただきたいというふうに思いますので、よろしくお願いし

ます。 

議長（杉浦和人君） 建設計画課長。 
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建設計画課長（髙井晴一郎君） 髙橋議員より何点か再質問いただきました。 

 まず、役割についてちょっとお話をされたかと思うんですけれども、地元でやれ

ることはこうやわなと。町しかでけへんことはこうなん違うかということなんでご

ざいますが、基本的に町の対応としましては、粘り強く指導、助言をということで、

それについては特措法に基づいて、特に特定空家についてはその辺の対応をしてい

るわけなんですけれども、それに認定してないほかの、特定空家に認定していない

同じレベルの空き家については当然、町もそういう通知を同じようにさせてもらっ

ているんですけれども、当然、地域の例えば区長さんと連名で出すとか、その辺に

ついても全然問題はないかと思っていますので、今後の課題でもあるんですけれど

も、町だけではでけへんというのはもう、議員についても重々認識していただいて

いると思いますので、地元とどういうふうな形でどうしていくかについては今後、

考えていかんならんかなとは思うんですけれども、地域はこう、町はこうと割るん

じゃなくて、一緒にやっていけるような方法があればなというふうに思っています。 

 それから、県下19市町の中で３つだけまだできていないということでございます。

これにつきましては、当時よりうちの方が、さっきも議員もおっしゃられましたよ

うに細則で運用させてもうていますので、なかなか、それをつくる必要がなかった

というわけではないんですけれども、補助金をもらうためにはつくらんならんとい

うことは重々認識はしておったんですけれども、１つ、その中でそれをつくったこ

とによって飛躍的に解決するかといったところではなかなか、そこまでは行かへん

というのも想定しておりましたので、今の体制で粘り強く続けていこうということ

もございました。決して、その計画等ができていないのは確かに３つのうちの１つ

ではございますが、対策についてはほかの市町と比べておくれているというふうな

認識は持っておりません。 

議長（杉浦和人君） 副町長。 

副町長（髙橋正一君） 髙橋議員の方から再質問をいただきました。 

 先ほどの議員さんのご意見の中でも、特措法に基づく対策計画というものをつく

るべきではないかというご質問をいただいたところでございます。 

 町の方でも、先ほど町長なり建設課長の方から申しましたとおり、対策としては

町としてできる限りの対策を取り組んでまいりまして、ほかの市町に比べてその対

策がおくれてきたという認識は全体としては持っていないわけでございますけれど

も、私がこの空き家対策と、また空き家対策といいますか危険空き家と、それから

利活用の対策をしております企画の方と合わせた連携会議というのをしております

ので、その立場でお答えをさせていただきたいと思います。 

 その中でも特に、今おっしゃっております危険空き家の対策のことでございます

けれども、先日、11月にもこの特措法に基づく対策計画等を策定されておられます
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お隣の甲賀市の方に研修に、この対策会議で行かせていただきました。それをする

ことによってどうなったのか、どういうことがメリットとしてあるのかということ

も勉強させてきていただいたところでございます。 

 今まで特措法に基づく細則で行けると、細則に基づいても特措法に基づけば行政

代執行というところも可能性はあるわけでございますけれども、なかなかその手順

といいますか、住民さんの合意を得てやっていくというところについては少し苦し

い部分があるということもございまして、町、今後、これからの対策のために政策

選択の可能性を広げていくということも考えまして、先ほど建設課長が申し上げま

したように、この特措法に基づく対策計画を策定していく方向で検討を進めていき

たいと思っております。 

議長（杉浦和人君） 髙橋 渉君。 

10番（髙橋 渉君） もう質問はできないですので、ご要望だけしておきます。副町

長、甲賀市まで出かけて現状、どういう形でつくられているかという確認をされた

ということでございます。現在まで空き家に対する部分の中で、特別に意識をした

対策というのはなされていなかったということでございますね、この何年。そうい

った意味で、甲賀市というのはどういう体制づくりになっているのかなということ

ですが、専任を置かれているんですかね。空き家に対する専任。３名ですか。３名

置かれているんです。空き家にだけですよ。現状、日野町はどうなんですか。一般

の、今までの通常の仕事をしながら空き家に対する部分を上乗せの形になっている

ということですね。その体制で本当にこれからの空き家対策ができるのだろうかと

いう感じがしてなりません。そういった意味の中で、どの課も大変でしょうし、ど

の担当も大変だというふうに思うんですが、しかしながら、これから大きな問題に

なると僕は感じております。そういった意味で、空き家に対する人員、労力の分配

も含めた部分が非常に大事になってくるんじゃないかなというふうに思っておりま

すので、その辺のところを当局については今後考えていただきたいという要素にな

りますので、ひとつお願いを申し上げておきたいというふうに思います。 

 それでは、２点目に入らせていただきます。 

 もう冬が始まっておりまして、いよいよこれから綿向山もまた今日、雪が積雪の

状態になっております。そういった意味で、いよいよ我々、地上の方にも雪が降る

時期になってきたんじゃないかなという考え方をするわけでございますが、そうい

った意味の中で、昨年は比較的穏やかな冬でございまして、積雪における支障とい

うのはほとんどなかったように思うんですが、一昨年、ご存じのように大変な積雪

によりまして大きな障害をもたらせたというふうになっております。しかし今年が

どういう形になるか分かりませんが、想定しながら対策を進めていく必要があるん

じゃないかなという思いで質問をさせていただきます。 
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 まず１点でございますが、307号線ですが、一番また大きなネックとなりましたの

が一昨年の307号線でございます。ご存じのように307号線における沿線状況という

のは第１工業団地があり第２工業団地があり、幾つかの施設、県の施設もあります。

というような形で、施設的な要素の中での利用というのが非常に多い状況になって

おります。それから通勤における部分というのが大きい。ご存じのように通行量が

相当また増えております。そうでなくても、何もなくても今、307号線の朝の状況は

ご存じのように渋滞の状況になっております。あれで積雪になりますと、相当な混

乱を起こすんじゃないかなというふうに思っております。 

 そういった意味で、１点目は、307号線における除雪対策が十分にできているかど

うかというのが非常に問題になるんではないかなというふうに思いますので、これ

は直接的に日野町がやるという道路ではございませんので、県との調整になると思

うんですが、調整していただくのは日野町じゃないかなというふうに思いますので、

県との調整がどのような状況になっているのか、お聞かせを願いたいというふうに

思います。 

 それから、２つ目でございますが、町道を中心とした町内における部分の中の除

雪関係でございますが、これの除雪計画というのは日野町においては基本的に工業

会の方にお願いをし区分をし、そこに除雪をしていただくというような計画になっ

ているというふうに思っておりますが、地元も必然的に除雪に関しては関与し、や

っておられる地区もございます。その辺との兼ね合いという形のものでどうなって

いるのかどうかが１つでございます。その前提となるのが、日野町で実施される道

路が地域住民の方にきちっと知らされているのかどうかということですね。ここの

部分がポイントになりますので、そこについてお聞かせ願いたいというふうに思い

ます。 

議長（杉浦和人君） 町長。 

町長（藤澤直広君） 雪寒対策についてご質問をいただきました。 

 まず、307号線についてでございますが、今年度からは昨年度までと違って日野町

建設工業会に県は委託をされました。これによって日野町全体の他の路線とあわせ

て、効率的な対応ができるのではないかというふうに期待しております。 

 また、町の雪寒対策では、対象路線の除雪を日野町建設工業会に委託しておりま

して、工業会により各路線の実施業者を割り当ていただいております。町内の各自

治会へは、雪寒計画書とともに路線ごとに業者配置の分かる図面を送付いたしてお

ります。また、工業会からも新聞折り込みにより、町内全域にどのような体制をす

るのか、お知らせいただいているところでございます。 

議長（杉浦和人君） 髙橋 渉君。 

10番（髙橋 渉君） 分かりました。307号線については一昨年から変わった点とし
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て、県が実施していた計画については変わらないんでしょうけど、委託業務として

日野町建設工業会に委託されたという形であるということです。これにつきまして、

日野町建設工業会と日野町との連動というのはできるのかどうかという形をちょっ

とお聞きいたしたいのと、それから建設工業会が実施されることによって、今まで

日野町内における町道を中心とした除雪に関して影響を与えないのかどうか、ここ

のところがちょっと懸念される部分ですので、お教え願いたいというふうに思いま

す。 

 それから、日野町建設工業会における307号線という形のものについての除雪機械

的な設備というのは十分にフォローされているのかどうかについてお聞かせ願いた

いというふうに思います。 

議長（杉浦和人君） 建設計画課長。 

建設計画課長（髙井晴一郎君） ３点、再質問いただきました。 

 まず、町と建設工業会との連携はどうなっているんだということでございます。

先日、工業会の方が雪寒に向けてということで、各路線の担当の業者さんを商工会

の方に集められて、今年度の対策についての会議をされました。その中に、今年は

建設計画課からも担当を含めて３名ほど参加させてもらったんですけれども、その

中で当然、除雪をする基準であるとか塩カルをまく範囲であるとか、どういう状態

になったらというところも含めて、協議もさせてもらいました。工業会の方につき

ましても、できるだけ早く除雪をせんならんということで、作業の開始時間につい

ても２時、３時というようなことで、通常の４時や５時では間に合わん部分につい

てはもっと早うから来てというふうなことで、それぞれ検討なんかをいただいてお

るところでございますので、その辺につきましては当然、町から依頼するというパ

ターンもありますし、逆に工業会の方で判断をいただいて、もう出ているよという

ような形で町の方に連絡をいただくというパターンも増えてくるかなというふうに

考えております。 

 連携については、それぞれ町の方も除雪当番等決めておりますので、その辺につ

いては密な連絡がとれるかな、判断についてもそれぞれでしっかりしていこうとい

うことで、確認をしているところでございます。 

 それから、町内の307号線を町内の工業会ですることによって、ほかの路線に影響

はないかということでございます。工業会の方できっちりと各路線、除雪路線につ

いては割り振りをしていただいております。業者さんによっては除雪専用の機械を

購入していただいて、対応に当たるという業者さんもいていただいておりますし、

県の方からもリース機ということで、ちょっと大き目の機械なんかもリースをして

いただいているところでございますので、現在、影響があるかというふうに言われ

ますと、影響は全くといっていいほどないかなという認識をしております。 
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 また、町内の工業会で307号を除雪するということで、それにつきましても、一気

にどんと降ったときは307号最優先になるかなということも思いますので、それにつ

いても工業会の中で協力体制をとりながら、優先してかくということもできますの

で、その辺については心配はしていないところでございます。 

 それから、307号線の除雪機械の確保ということでございますが、それにつきまし

ては担当の業者の方でしっかりと対応はできております。 

議長（杉浦和人君） 髙橋 渉君。 

10番（髙橋 渉君） 聞きますと、万全の体制を敷いていただいているというような

お話ですね。県の方につきましても、リース機械というような形のもので、一昨年

と比べて重機的にも充実した体制がとれたというようなことでございます。あと運

営だけですね。どういう形で運営していくのかということを指示監督される日野町

が非常に大きな役目を持っているんじゃないかなというふうにも思うところでござ

います。ひとつよろしくお願い申し上げたいというふうに思います。 

議長（杉浦和人君） 次に、11番、東 正幸君。 

11番（東 正幸君） それでは、通告に従いまして２問ばかり分割で質問したいと思

います。 

 １点目の水道民営化・広域化についてでありますけれども、昨日、池元議員がさ

れました。１日たちましたので、また重複することもありますけれども、ひとつよ

ろしくお願いしたいと思います。 

 政府は公共部門の民営化を推進している民間資金等活用事業の中で、水道法の改

正案、いわゆる水道民営化法案が国会の終盤を迎える中、成立したところでもござ

います。今回の2018年の一部改正では人口減少に伴う水の需要減少、水道施設の老

朽化、深刻化する人材不足等、水道の直面する課題に対応し水道の基盤の強化を図

るとしております。厚労省は、将来的に有収水量は70パーセントに減少するとし、

人口減少による給水量が減少し収益が減少することで経営が悪化する、また施設の

老朽化が進行しているとしております。水道管路の法定年数は40年とされ、老朽化

がますます上昇しているともされ、耐用年数が過ぎた管路を更新するまで130年以上

もかかるとされているところであります。 

 そこで、当町は敷設がえ等、あちこちで毎年されているように思いますけれども、

実際、当町での状況はどうなのかお伺いしたいと思います。 

 次に、改正水道法に関してお伺いしたいと思います。 

 今回の改正水道法のポイントとしては、１番目に関係者の責務の明確化としてい

るところであります。今までは水道施設を計画的に整備し、水道事業を保護育成す

るとしていたものを、水道の基盤を強化するとしております。このことは経営改善

として経費の削減が図られ収益を上げることを含めて、やはり県が責務として推進



 

3-46 

役とされるのか、そこら辺をお聞きしたいと思います。 

 広域化のため、広域連携の推進として国が広域化の基本方針を定め、県が基本強

化計画を定め、関係市町に事実上強制されるのではないかと思われるが、そこら辺

はどうなのか。 

 また、３番目として、適切な資産管理の推進として規程まで置かれておりますけ

れども、点検を含む施設の維持・修繕、図面等の台帳を整備し、資産を明確化して

公表するよう努めなければならないとしております。このような資産管理はされて

きたのではないかと思うのでございますが、やはりこれも民間委託や譲渡を進める

ために強調しているのではないかと思われるが、いかがでしょうか。 

 また４番目の官民連携の推進ということでありますけれども、地方自治体が水道

事業者等としての立場を残しながら、水道施設に関する公共施設等運営権を民間業

者に設定できる仕組みを導入するとしておりますけれども、これは具体的にどのよ

うなものなのかお伺いしたいと思います。 

 また、指定給水装置工事事業者制度の改善とありますけれども、これはどういう

ものなのかお伺いしたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 11番、東 正幸君の質問に対する町長の答弁を求めます。町長。 

町長（藤澤直広君） 水道の民営化・広域化について、ご質問をいただきました。 

 今ほどいろいろお話があったわけでございますけれども、現在、この国において

水道だけではなくていわゆるインフラ全体について当然、下水もそうでありましょ

うし、日野町でいえば土地改良における農業用水もそうでありましょうし、トンネ

ルや橋梁も含めて全てのインフラをどのようにメンテナンスしていくのかというこ

とは大変大きな課題であるというふうに私は思っております。そうした中で今回、

水道法の改正が国の方でいろいろな問題点が整理されないまま改正されたというこ

とは、それぞれの新聞も生煮えというようなこと、さらには議員の中でも議論をす

ればぼろが出るのでこの辺でやめておこうかというようなとんでもない議論の中で

水道法が改正をされたということであります。そういう意味では、水道の老朽化対

策、人口減少社会の対応も含めて、これは大事な課題であるということは間違いが

ないわけでありますが、民営化なりセッション方式をやればこれが解決するかのよ

うな議論は、全く違うのではないかと私は思っております。 

 しかしながら、なぜこのような議論をされてきたのかということでございますが、

政府の厚労省の資料によりますと、水道法の改正に向けてということで官民連携推

進協議会への資料提供がホームページにも載っておるわけでありますが、いわゆる

ＰＦＩ導入に向けた政府の方針ということで、未来投資戦略2017ソサエティー5.0

の実現に向けた改革、平成29年６月９日閣議決定、こういう中では、公的サービス、

資産の民間開放、ＰＦＩの活用拡大等ということになっておりまして、要は水道の



 

3-47 

老朽化対策等に向けたものが基本じゃなくて、まず最初に公的サービスや資産を民

間に売り払うことが目的なんだということが大前提としてうたわれているわけであ

りまして、公共がやってきた役割を民間に開放しなさい、売り渡しなさいというこ

とが大きな政府の方針になっておるということでありまして、いわゆる骨太の方針

においても同日、そのような方向が閣議決定され、また民間資金等活用事業推進会

議の中でもそういうようなアクションプログラムがつくられているということであ

ります。 

 そういう意味では、水道事業についても全て自治体が直営でやっているわけでは

なくて、当然建設自体は民間業者がやっておりますし、いろいろな検針業務等も委

託をしているわけでありますし、広域化ということが言われるわけでありますが、

滋賀県においては企業庁が琵琶湖から逆水によって浄水をつくっているということ

も含めて、既に広域ということも行われているわけでありますので、私は基本的に、

セッション方式などで民営化をすればいろいろな諸課題に対応できるということは

幻想であって、そうではなくて指摘されている状況にはしっかり国・県・市町が対

応していくということが大原則であるというふうに思います。そうでないと、もう

からなければ撤退をするということによって、住民の皆さんの生活が維持できなく

なる、これは外国においても再度、公が実施するような形になってきているという

ことも報道されているところでありますので、長い目で見てしっかりと国・県・町

が命の水の供給に役割を果たすということが大前提であるというふうに思います。 

 そうした中で、日野町の状況でございますが、これまで公共下水道事業ならびに

農村下水道事業の整備にあわせて水道管の敷設がえも行っており、老朽化対策を進

めております。また、2013年度から国の補助金を活用して配水池を結ぶ主要幹線の

耐震化工事を進めており、2022年度に完成の予定でございます。また、漏水頻度が

高い老朽化した配水管の耐震化工事も進めております。今後は2021年度から災害時

に使用される避難所等への配水管路の耐震工事を予定しているところでございます。 

 次に、水道法改正に関する質問でございますが、まず、関係者の責任の明確化に

ついてでございますが、今回の法改正で国・県・市町村は水道基盤の強化に関する

施策を策定し、推進または実施に努めることとされております。また、県が水道事

業者等の間の広域連携を推進するよう努めなければならないとされており、推進役

になると理解しております。 

 次に、広域連携の推進についてでございますが、今回の改正では国が広域化の方

針を定め、県が基盤強化計画を定めることができ、また関係市町・水道事業者は協

議会を設けることができるとされております。 

 次に、適切な管理の推進についてでございますが、これまで水道施設を適切に管

理するために水道台帳の作成は行っております。今回の法改正では、水道台帳と水
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道施設の更新に関する費用を含む事業収支計画の作成を行い、公表に努めなければ

なりません。このことで、将来的な運営状況が公開され、民間事業者が参入する判

断の１つになるということを狙っているのではないかと思います。 

 また、今回の法改正で、公共施設等運営権、コンセッション方式を民間事業者に

設定できることになりました。公共施設等運営権とは民間資本主導の一形態で、料

金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権を自治体が所有したまま、施設の

運営権を民間事業者に設定する方式でございます。 

 次に、指定給水装置工事事業者制度についてでございますが、資質の保持や実体

との乖離を防ぐ目的で、５年ごとの更新制度が導入されることになるということで

ございます。 

議長（杉浦和人君） 東 正幸君。 

11番（東 正幸君） いろいろ回答いただきましてありがとうございます。それでは、

一応再質問をしたいと思います。 

 一番最初の、今、質問いたしました、耐用年数といっておりますのは法定耐用年

数でありまして、水道管の寿命とはまた別だと思うんですけれども、管自体の材質

や埋設された環境などにも違いがありますけれども、ある経験を積まれた技術者の

管理判断を加味した上での更新計画が必要ではないかともされております。大変お

かしなことに、厚労省はそのように言っておりますけれども、一方でアセットマネ

ジメントの中では、実耐用年数を用いて最長80年の耐用年数の設定ができるとして

いて、法定年数よりずっと長い耐用年数で補正をかけるよう指示しているとも言わ

れております。説明やそういう資料の中では、40年で更新せなあかんねやというよ

うな問題を言いながら、片やアセットマネジメントではそんなしゃくし定規に考え

んでもええやないかというようなことも言っているそうでございます。このことに

ついて、当町の現場から見られた状況ではどのように考えておられるのか、お伺い

したいなと思います。 

 次のポイントのところでありますけれども、やはり水道法の改正は経済界の要請

に応えるものでありまして、基盤強化ということは経営の改善であり売り上げの増

加、あるいは経費の削減でもあります。このことは水道料金の値上げでもあり、ま

た経費の削減ということが、人員の削減がありますように、そうしてくると水質の

低下が考えられるんじゃないかと考えるところでもございます。 

 広域化につきましても、県は市町と協議ができるとされていますけれども、これ

はやはり計画が押しつけられるおそれがあると考えております。この資産管理の推

進につきましても、自治体から民間への移転の際に資産評価に必要な台帳が必要と

いうことで、そういうふうになるのではないかなと考えています。 

 また、官民連携の推進でありますけれども、今言われましたようにコンセッショ



 

3-49 

ン方式は設備などは地方自治体が所有し、事業者も自治体とするとしております。

そこで、その責任度合いについては全て自治体が持つものなのか、そこら辺をお聞

きしたいなと思います。 

 また、コンセッションの契約をすれば民間事業者の情報等の公開が密にされるん

じゃないかと私は思うんですけれども、そこら辺のことはどうなのか、いわゆる水

道料金などの決定についても議会などの承認は得なくても勝手に上げていかれるの

か、運営権、経営権は民間業者に契約する期間が普通は相当長いというように聞い

ておりますけれども、どの程度が普通なのかお伺いしたいと思います。今、町長の

答弁ではやはりＰＦＩというようなことが言われまして、そうなってきますとＰＦ

Ｉはやはりいろいろなところで問題が起こされて、何回でも改正されているところ

でもありますので、これは滋賀県でも野洲の学校でしたか、それから近江八幡の市

民病院においてもいろいろな問題が出ておりまして、そこら辺のことはどうなのか、

ＰＦＩは大変、今までから問題を起こしていることだと思っておりますけれども、

そこら辺についても、もしできたらお願いしたいなと思います。 

 もう一つは、民間企業でありますけれども、昨年でしたか、麻生副総理がアメリ

カへ行きまして講演をされました。そのときには日本の水道は全部民間にするとい

うような講演をされたということでもございます。しかしながら、そうして今現在

でも外資の水のビジネスが日本にも入っていると思いますけれども、やはりいろい

ろな問題が起こっておりまして、世界で二百何カ国ある中で、水をそのまま飲める

のは、この間テレビで出ておりましたけれども８カ国しかないということで、やは

りこれは非常に、海外の資本を入れることは変だなというように思いますので、そ

こら辺は注意していただきたいと思います。 

 それから、５番目の指定給水装置事業者制度でありますけれども、複数年契約と

もなればやはり、これは資材等の保管中に劣化するおそれがないのか、そこら辺を

お聞きしたいなと思います。 

議長（杉浦和人君） 上下水道課長。 

上下水道課長（長岡一郎君） 今、東議員さんの方からの再質問ということで、５点

にわたりましての質問だったかと思います。 

 まず、１点目の水道管の耐用年数の関係とアセットマネジメントの方の計画との

相違ということでご質問があったんですけれども、アセットマネジメント、いわゆ

る長寿命計画の方では水道管の耐用年数は1.5倍程度の60年といった更新計画で費

用の平準化を図るという手法もありまして、その方向で検討していきたいなと考え

ておりまして、実際の水道管の状況はどうかということですけれども、実際、塩化

ビニール管の場合は腐食というのが、現在のところはそういったことがないわけで

すけれども、古い水道管については砂が入ってないといったことがありまして、振
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動等でひび割れするといった原因での漏水はありまして、そういう意味では頻繁に

漏水が起こることについては早期に管の更新をしていかなければならないと考えて

おりますし、そしてまた耐震化の方についてはまだ不十分ですので、それぞれ計画

的に進めていきたいと考えております。 

 ２つ目のコンセッションの方式で全て民営化ということで、自治体の責任につい

ては、それら全て持つのかといったご質問でしたけれども、実際、今のコンセッシ

ョンの計画の中でも、管の更新もありますし、そしてまた災害時の対応についても

含まれるわけですけれども、そういったことがしっかりできるのかなというのが心

配なところでございまして、そして３つ目の水道料金の決定についてということで、

また自治体の方で改善できるのかといったご質問でしたけれども、今回、法改正の

中におきましても、水道料金の設定につきましては自治体の方の責任ということに

なりますので、そういう点で一定歯止めがあるわけですけれども、実際に運営され

ている事業者の方のそういった意向を無視できるのかというのはなかなか、難しい

のかなというふうな思いを持っております。 

 そして、４つ目の運営権の方で、大体契約期間はどのぐらいかということですけ

れども、今言っているのは20年から30年ということで、非常に長期になりますので、

20年、30年後というと町の職員もまた入れかわっていますので、そのときに水道運

営といいますか、その後、きっちりした水道維持管理できるかというのは心配事で

はないかと思っております。 

 そして、最後の指定給水装置、事業者の件でございますけれども、今までは一旦

申請しますと更新がなかったわけですけれども、内容の変更がない場合はもう、ず

っとそのままでして、そういう意味では今回の法律では５年の更新ということにな

っていますので、そういう意味では前進面かなと思いますけれども、それとあと、

議員お尋ねの資材劣化につきましては、指定給水事業者の方が責任を持って維持管

理をするということで、そういった劣化については防げるかなというように考えた

ところでございます。 

議長（杉浦和人君） 東 正幸君。 

11番（東 正幸君） 再質問になるわけでありますけれども、やはり情報公開といい

ますか、そういうことが民間といえども重要になってこようかなと思います。先ほ

どの水道料金の決定においても、民間が決められたら無視はできないということで

はありますけれども、やはり住民なり議会なり、そうしたことができないものなの

か、もう一度議会にかけるというようなことはできないのか、もう一度お聞きした

いなと思いますし、長期、20年から30年という計画になってくると、なかなかその

中でもし問題が起こった場合、どうなってくるのかなという心配がございますので、

こういうのはもっと、もし民間業者に連携されるんでしたら、もっと短い期間でそ
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ういうことができないものなのか、そういうことはまだ入っていないのか、少しお

聞きしたいなと思います。水道というのは非常に大事なものでありますので、県と

の協議もあろうかと思いますけれども、しっかりとしていただきたいなと思います。

一応、そこら辺を再問としてお聞きしたいんですけれども、日野町は結構老朽化と

か耐震化とか、意外とよくしてもらっているんだなというふうに思っておりますの

で、今後ともよろしくお願いしたいと思います。それでは、そのことについてもう

一度お願いしたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 東議員、昨日、池元議員の質問で町長の、町の水道運営は民営

化を考えておりませんという答弁を受けての質問でお願いしたいと思います。 

 上下水道課長。 

上下水道課長（長岡一郎君） 水道料金の改定につきましては、自治体の方で決める

ということになっておりますので、そういう意味で議会の方にも諮るというような

仕様になるかなと思うんです。詳細はまだこれからと思いますけれども、当然そう

いう方向かなというふうに考えています。 

 それと、今のコンセッション方式で確かに長いというようなことですけれども、

実際、相手さんのあることで、多分、全国的に一律の方向で結構長くなるのかなと

いうふうに思いますけれども、そういった話し合いの中で、制約なりが出てくる可

能性もあるのかなというふうに思っています。 

 そして、最後もう１点、今答えさせてもらったとおり、多分、全国一律で統一し

た型になるのかな。あとまた省令なりの中でうたわれるかと思いますけれども、今

聞いているのが、先進的な下水道でありますとか、あるいは国際空港とか、その辺

でいうと結構、20年とか30年というふうな事例があるなということを言われますの

で、いずれも町が今のコンセッション方式による経営の民営化というのを考えてお

りますので、またしっかりと国なり県の方向を見ていきたいなと。 

 それと、もう一つ、広域連携の部分につきましては、一昨年、２年前ぐらいから

県の方での広域連携に関する一定の協議会ということで発足されて、一定協議され

ていますけれども、まだ具体化というのまではなっておりませんので、現行の制度

の中でどういうことができるのかといった話が中心ですので、これはまた引き継い

で協議の方はなされるのかなと。そういう中で町としてもまた、しっかり考え方を

持っていきたいなというふうに思っていますので、ご理解をよろしくお願いします。 

議長（杉浦和人君） 東 正幸君。 

11番（東 正幸君） 少し水道につきまして最後に述べさせていただきたいなと思っ

ています。やはり水は人間が生きていく上で欠かせないものでございます。水道法

の第１条では、水道の計画的整備および保護、規制により正常にして豊富低廉な水

の供給を図るとされています。同法２条の２項では、国および地方公共団体は水道
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事業を行うことの責務が定められております。また、2010年には国連総会におきま

して、安全な飲料水へのアクセスを人権の１つとする原則を承認しているところで

もございます。しかしながら、今回、国は同法１条の目的を評価基盤へと変更し、

コンセッション方式による水道の民営化を推し進めようとしております。一方、世

界に目を向けてみますと、1990年以降、途上国、先進国を問わず多くの国が自治体

で水道は民営化され多国籍企業が利潤を得てきました。ところが、2000年以降にな

りますとヨーロッパをはじめ多数の自治体で注目すべき潮流が生まれ、水道の再公

営化が始まりました。その発信地はヴェオリア、スエズなどの多国籍水企業を有す

るフランスであります。民営化で水道料金が上がり、水質やサービスの悪化、運営

に関する情報が議会や住民に開示されないなど、大きな問題となりました。再公営

化を果たした自治体や市民は、民営化という幻想を強く批判していると言われてお

ります。企業は一切のリスクを負いません。リスクとコストは全て住民に転嫁され

たとしております。全ての人にとって必須である水、2000年以降、パリやベルリン

市をはじめ世界各地で水道の再公営化が進んでおります。水道は公共の手で人権も

守りたいものと思うところでございます。 

 以上、私の考えを述べさせていただきます。 

 次に、国連総会で採択されました小農宣言についてお尋ねしたいと思います。 

 国連総会で小農宣言が採択され、小農・家族農業の価値と権利を明記し、強い小

農業を創り出そうとしております。小農の価値や役割を再評価し、やはり食の主権、

種子の権利を明記したことが評価されたともしております。種子については、管理、

保護、育成、自家採取の権利も盛り込まれているとされております。宣言には、行

き過ぎたグローバル経済が途上国の資源を収奪し、環境も破壊し、人権をもないが

しろにしているということでもされております。 

 こうした世界の潮流に反する日本農政、新自由主義的な官邸農政は、主要農産物

種子法の廃止をはじめ、生産、流通において、余りにも自由化を推し進め食糧の主

権が成り立たなくなっているところでもございます。それらを如実にあらわしてい

るのが種子法の廃止、種の譲渡、種の自家採種の禁止、ＧＭ表示実質禁止、全農の

株式化、残留農薬の残留基準値の大幅緩和、ゲノム編集の野放し方針などがありま

す、国連の小農宣言を受け来年から始まる家族農業10年、2019年から2028年を契機

に、小規模・家族農業を公的政策の責任において保護することが緊急課題でありま

す。小農とは何なのか、定義づけはありませんけれども、農村地域の小農を基軸に、

農的な暮らし、田舎暮らし、菜園家族、定年帰農、市民農園、体験農園、半農半Ｘ

など、食と農に関わろうではありませんか。 

 改めて、田舎の地方自治体としての政策を強く求めるところでありますけれども、

その認識とお考えをお伺いいたします。 
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議長（杉浦和人君） 町長。 

町長（藤澤直広君） 国連総会で採択された小農宣言についてでございますが、国連

の委員会において小農と農村で働く人びとの権利に関する宣言が賛成多数で採決さ

れたことが報道されました。この宣言は小規模農業と農村の価値と権利を明確にさ

れたもので、中山間地域をはじめとした農村地帯において、家族や集落が営んでき

た農業が世界的に認知されたものと思っております。 

 日野町においても家族や集落による農業が今後も持続的に継承されていくことが

大切であると認識しており、町の農業行政もこれまでから集落や農業者の主体性を

尊重しながら進めてきており、今後もその姿勢は変わらないと考えております。な

お、この宣言によって国の農業政策がどのように変わっていくのかも注視してまい

りたいと思っております。 

議長（杉浦和人君） 東 正幸君。 

11番（東 正幸君） やはり私は、集積率とかいろいろなことで言われておりますけ

れども、それもこういう中山間地につきましてはなかなか、大規模農家というのは

できにくいかなという思いもありますし、また中規模においてもそうは簡単にはで

きないのかなという思いもございますし、となってきますとやはり、家族農業ある

いは小さな農業を育てていかなあかんのかなという思いでございます。 

 そこで、再質問といたしまして、総合戦略にも出ておりますように、市民農園は

どのように考えておられるのか、それはもう集落に任されるのか、町がどこどこは

市民農園に指定しますよというようなこともあるのかどうか、そこら辺もお聞きし

たいなと思っております。 

 もう一つは、地方創生政策の発想されたころにはよく田園回帰というのが新聞紙

上等をにぎわしておりましたけれども、ここに至りまして余り出てこないんですけ

れども、やはりこれは当西大路地区におきましても定住・移住の宅地整備を計画し

てもらっておりますけれども、そういうことにおきましてもやはり、田園回帰を何

とかできないかなという思いでございます。その田園回帰につきまして、今、どの

ような状況なのか、思いなのか、そこら辺についてお伺いしたいなと思います。 

議長（杉浦和人君） 農林課長。 

農林課長（寺嶋孝平君） ただいま東議員の方より再質問をいただきました。市民農

園についてどうなのかというようなことでございます。 

 市民農園につきましては、農業を業としない人のために貸し出される小規模農地

のことやというふうなこととされております中で、市民農園の開設にあたりまして

は市町やＪＡ、あと農地を持っている農家、そして法人であったり法人格がある団

体が主体となって開設をできるというふうになってございます。そして、その開設

の方法につきましては法に基づくものと基づかないものとがございます中で、法に
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基づくものになってきます土地の権利関係の整理であったり、複雑な手続等々をし

ていく中でというところで、結構ハードルが高いというようなこともございますの

で、町としては法的なものに基づく市民農園の開設というのは考えておらないよう

な状況でございます。 

 あと、民間といいますか、先ほど申しました個人さんであったりＪＡであったり

という中で、取り組みをされるというような相談を受ける段階においては支援もし

てまいりたいなというふうに思っておりますけれども、今のところではその相談も

ないというようなところが現在の状況でございます。 

議長（杉浦和人君） 企画振興課長。 

企画振興課長（安田尚司君） ただいま田園回帰の状況というような話でございまし

た。直接、田園回帰ということを図るというのはなかなか難しゅうございますけれ

ども、私どもの方はずっとこの方、空き家の関係でいわゆる移住の希望者を登録さ

せていただいています。過去のは別にして現在という状況の中で、大体120世帯ほど

今、登録をいただいているんですが、その中で、町内も含めて６割が大体県内なん

ですが、あと４割がいわゆる県外ということで、そのうちのまた６割が近畿圏域で、

あと４割がそれ以外ということで、近畿圏域では特に大阪、京都が多うございまし

て、大阪で大体13世帯、京都が９世帯、それからそれ以外ですと東京が４世帯に愛

知が３世帯ということで、引き続きそうした意向、志向といいますか、は続いてい

るんだろうなというふうには認識しています。田園回帰の志向ですね。 

 その中で若干、小農の部分の話になってくると、相談の中で家庭菜園の大きなも

のは大きなものとしてあるんですが、多くの方がちょっと自分のものぐらいは何と

かつくれたらいいなという思いは持っておられるので、そうした意味では100平米以

下の部分については、家庭菜園についてはうちの方も相談があれば、農業委員会で

もそうした特例の中で、100平米以下の部分の農地を持てるとか云々も特別に認めて

いただいていますので、当然、農業委員会の中で確認をされての話ですけれども、

そういうような部分もございますので、町としてはそういう政策の中で対応はさせ

てもらっているというふうに理解しております。 

議長（杉浦和人君） 東 正幸君。 

11番（東 正幸君） 小農と家族農業は、これからは非常に大切なものだと思ってお

りますので、何か手だてがありましたらひとつよろしくお願いしたいところでもご

ざいます。 

 先ほど市民農園は行政からは何もやらないという、やらないというのかおかしい

ですけれども、法人とか農業団体が言ってこられたらするということでありますけ

れども、総合戦略の中で何か出ていたと思うんですけれども、やっぱりそういうこ

とを思っておられたのか。僕はまた町が積極的にされる分やと思ったんですけれど
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も、そこら辺のところはどうなのか、もう一度お聞きしたいなと思います。 

議長（杉浦和人君） 企画振興課長。 

企画振興課長（安田尚司君） 今、総合計画というのの全体を貫いている部分からい

いますと、いろいろな複合的な施策を並べていくという、これは何かというと、住

人さん、いわゆる住民の目線で行政を見たときに、どういうことをしていくのか、

住民がどういうふうに動きやすいのかということから、そういう政策体系になって

いるんでございますけれども、そうした意味からいうと、実は市民農園については

町がというのではなくて、そういう部分、そういうことをしたいという、どっちか

というと可能性ですね。そういう部分を町としては当然、支援するし、そういうこ

とも市民の活動として啓発するのも１つじゃないかというようなことで、町がしま

すという話で出ているわけではないので、よろしくお願いします。 

議長（杉浦和人君） 東 正幸君。 

11番（東 正幸君） 先ほどからも言っておりますように、やはり農業を守る、地域

を守ることにつきましては、まるごともありますけれども、それ以外にやはり小農、

家族農業を中心に私たちは進めていきたいと思いますので、町としてもよい政策が

ありましたら、また取り組んでいただきたいなと思っております。 

議長（杉浦和人君） ここで昼食のため暫時休憩をいたします。再開は14時から再開

いたします。 

－休憩 １２時５２分－ 

－再開 １４時００分－ 

議長（杉浦和人君） それでは再開いたします。 

 休憩前に引き続き、一般質問を許可いたします。 

 ６番、中西佳子君。 

６番（中西佳子君） それでは、通告書に従いまして、分割で質問いたします。 

 まず、森林整備、林業についてお伺いいたします。 

 森林は、国土の保全、水源の涵養、地球温暖化の防止、木材等の林産物供給など

多面的機能があり、国民生活にさまざまな恩恵をもたらすといわれています。日野

町は綿向山をはじめ竜王山、正法寺山など幾つもの山岳もあり、とても自然環境に

恵まれたところだと思っております。11月10日にはふれあい綿向山デーなどの事業

も行われ、多くの登山者でにぎわいます。また、天然記念物のシャクナゲ谷、森林

空間活用施設のグリム冒険の森など、町内外の方が多く訪れられております。 

 第５次日野町総合計画の施策の中で、野生生物と共存可能な森林リニューアルを

進めるとして、主な事業、取り組み内容は、森林保全の必要性を森林所有者に啓発

するとともに、地球温暖化防止対策等の環境保全の必要性からも多様な主体による

緑化、森林整備への活動を推進します、また地域材を使用した木製品や木質バイオ
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マス燃料などの再生可能エネルギーの町内での積極的な購入や利用を推進しますと

なっています。また、施策の現状では、木材価格の低迷による森林経営意欲の減退

や担い手不足、放置森林の増加が深刻化していますと書かれています。 

 国の平成30年度税制改正大綱によると、森林資源の適切な管理を推進することが

必要である。このため、自然条件が悪く採算ベースに乗らない森林について、市町

村自ら管理を行う新たな制度を創設することとされており、森林関連法令の見直し

を行い、平成31年４月から施行することが予定されています。 

 日野町においては、森林面積も多く、森林組合や林業センター、また学林なども

あり、森林は私たちの身近にある大切なものであります。町としても森林保全や里

山整備に取り組んでおられるところですが、以下、何点かお伺いいたします。 

 １点目ですが、町の林野率と森林率をお伺いいたします。 

 ２点目は、人工林の森林整備状況と林業の現状と課題をお伺いいたします。 

 ３点目は、地域材の利活用の取り組み状況をお聞かせください。 

 ４点目は、森林環境学習「やまのこ」の状況を教えてください。また、児童や保

護者と学林への関わり方をお伺いいたします。 

議長（杉浦和人君） ６番、中西佳子君の質問に対する町長ならびに教育長の答弁を

求めます。町長。 

町長（藤澤直広君） 森林整備・林業についてご質問をいただきました。 

 まず、町の林野率と森林率についてでございますが、滋賀県におきましては林野

率と森林率は同義語で扱われておりまして、日野町の面積１万1,760ヘクタールのう

ち林野面積は6,115ヘクタールであり、林野率52パーセントということでございます。 

 次に、人工林の整備状況等についてでございますが、日野町内の人工林面積は

1,702ヘクタールであり、人工林率は28パーセントでございます。そのうち720ヘク

タール、43パーセントが生産森林組合所有林でございます。生産森林組合所有の山

林については計画的に整備され、個人所有の山林については滋賀中央森林組合への

委託により整備をされていますが、各林家が零細であるため造林意欲が低下してお

り、今後、適正な保育・間伐を実施していくことが重要な課題となっております。 

 次に、地域材の利活用の取り組み状況ですが、日野町の山林から搬出された木材

は、びわ湖材産地証明制度により県産材であることが証明され、びわ湖材として利

用されております。 

 森林環境学習「やまのこ」の状況等につきましては、教育長より答弁させていた

だきます。 

議長（杉浦和人君） 教育長。 

教育長（今宿綾子君） 中西議員より「やまのこ」や学林の状況についてのご質問を

いただきました。 
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 森林環境学習「やまのこ」についてでございますが、これは森林をはじめとする

環境についての理解を深め、人と自然に豊かに関わる力を育むための、小学４年生

を対象にしました滋賀県独自の特色ある教育活動でございまして、県の森林環境学

習施設やその施設周辺の森林におきまして体験型の学習を実施しているものであり

ます。 

 今年度につきましては、５月に西大路小学校と南比都佐小学校と桜谷小学校の３

校の４年生が、高取山ふれあい公園で合同学習をいたしました。また、日野小学校、

必佐小学校も水口子どもの森で、それぞれ11月に学習を終えたところでございます。 

 このように「やまのこ」学習では、県の指定された施設において実施しているも

のでございまして、そしてまた教科と関連させて学習計画を組み立てているもので

あります。まずガイダンスを受けまして、ここで森林の役割などを学習します。そ

して、それに基づいてしおりを作成するなどしまして事前学習をしたり、また教科

と関連させるということで、例えば社会科の「命とくらしをささえる水」という単

元ですとか気温と自然や生き物の関わりなどを学習する理科の単元などと関連して

学習を進めているところです。また、図工科という教科の関連として考えますと、

のこぎりの使い方を学習して、木材を使って立体作品、クラフトづくりをしたり、

あるいは総合的な学習の時間として森のすばらしさから学んだことを新聞にまとめ

る、そしてまた、そのまとめたものをみんなの前で発表するというような活動をし

ています。 

 このように「やまのこ」は、施設やカリキュラム、また専門的な指導員を備えた

教科との関連や発展に位置づけられた教育活動として位置づけられたものでござい

ます。 

 また、日野町は豊かな山の自然に恵まれたところでございます。そしてまた子ど

もたちはいつも身近に山の自然や豊かな恵みを感じている、そうした環境の中で生

活をしておりまして、学林を持っている学校も幾つかあります。そこでは森の探検

に出かけて自然と触れ合う学習をしている学校、そしてまた巣箱や木のプレートを

つける体験をしている学校、またＰＴＡと職員が学林の整備作業をしている学校、

また地域の方々のお力をお借りして裏山にアスレチックを備えることをしている学

校など、さまざまでありますけれども、また学林のない学校につきましては、裏山

のアスレチックで一緒に活動をするなどした体験もしているところであります。 

 こうした学林を活用するなどして、「やまのこ」の学習とあわせて、身近な地域の

山の自然に学ぶ活動について、今後も研究していきたいと考えております。 

議長（杉浦和人君） 中西佳子君。 

６番（中西佳子君） それでは再質問をさせていただきます。 

 町の面積の約半分ぐらいが森林ということでございましたけれども、２点目につ
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いてなんですけれども、課題ということで鳥獣被害というのを結構聞くんですけれ

ども、日野町においては鳥獣被害はないのでしょうか。お伺いしたいと思います。 

 また答弁の中で、今後、適正な保育・間伐を実施していくことが重要な課題とい

うことでございましたけれども、第５次総合計画の実施計画の中を見ますと、県単

独間伐対策事業で間伐作業の補助というものが挙げられていますが、これはどのよ

うに活用されているのかお伺いしたいと思います。 

 また、県では少花粉スギなど、花粉の少ない森づくりということで、種子の採取

園というのがあるようでございますけれども、日野では花粉対策ということでどの

ようにされているのかをお伺いしたいと思います。 

 ３点目についてですが、近年、日野町の山林から搬出された樹木の樹種と木材料

を教えていただきたいと思います。また、びわ湖材として町内で活用されていると

ころの例や場所がありましたら、分かる範囲で教えていただきたいと思います。ま

た机、椅子など学校で使われているとかいう例があったらお教えいただきたいとい

うふうに思います。また、間伐材の利活用についてもお聞かせください。 

 ４点目についてですが、西大路小学校では綿向山登山をされているというふうに

お聞きしております。他の学校での実施はされないのでしょうか。 

 また、学林についてなんですけれども、以前は卒業記念植樹を児童がされていて、

場所的なこともあるんだと思うんですけれども、現在は管理をされている状態だと

いうふうに思うんですけれども、間伐とか伐採作業などはどこが行っておられるの

かということをお聞きいたします。 

 また、林齢50年以上の森林は主伐期を迎えているというふうにも聞きましたが、

学林の状況はどうでしょうか。お伺いいたします。 

議長（杉浦和人君） 農林課長。 

農林課長（寺嶋孝平君） 中西議員より再質問をいただきましたので、お答えをさせ

ていただきたいと思います。 

 １点目でございますが、鳥獣害対策といいますか被害があるのかということも含

めてでございます。森林ということでございますので、山、奥山というような形に

なります。奥山の方でいいますと、野生獣でいいますとカモシカといっていいのか

あれなんですけど、カモシカなりシカが主な生息している大きな獣になるかなと。

あとシカとかでも角の関係があって角研ぎをするというようなことで、樹木に対し

ては皮がこすれてその部分の下から１メートル、１メートル50ぐらいは角で頭で研

ぐことによって皮がめくれるというような被害というのは出てまいります。あと植

林をしていくときに若い芽をついばむというようなことに対しての被害が出てまい

ります。それに対しましては、一番安価で簡単にできるのは、植林をしたところで

ありますと柵をするというものと、あと樹木の皮剥ぎをする部分については樹木自
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体にカバーをするというような対策というのもございます。大きく被害がある対策

をしているのは、今の２点ぐらいになります。 

 そして、間伐材の補助、県の方でも補助があるというようなことでございますが、

その補助の対応につきましては、町の方では生産森林組合、そして滋賀中央森林組

合が樹木に対して間伐材にして搬出をするというようなことで、県の補助をもらわ

れます。それに対して町の方も上乗せの補助をしているというような補助制度をと

らせていただいています。 

 そして、花粉対策。主に花粉対策といいますと、山林樹木でいいますとスギ花粉、

ヒノキ花粉になるのかなというふうに思うんですけれども、その木についてはもう、

古い時代に植林をされて大きくなってきているという部分があります。当時はそう

いうような形で植林をするというような制度といいますか、進められたというよう

な時代背景もあります中で、花粉対策をどのようにしていくかという部分について

は、実際に植林なりをやっておられるのが、大きく生産森林組合の所有山林である

という中と、あと小さい零細な規模である個人の林家さんが自分の土地にある山の

木やなということでの対策の対応になるのかと思うんですけれども、大きくは生産

森林組合の抱える山林の中でそういうような花粉が出る木があるというふうに思っ

ておりますが、花粉対策という部分につきましては、どういう対策をしているとい

う部分については把握できておりません。 

 そして、びわ湖材での利用、活用でございますが、びわ湖材につきましては、山

の木を搬出するということで、綿向の生産森林組合、あと滋賀中央森林組合が主に

木を伐採して搬出しているというようなことにほとんどなっておりまして、滋賀中

央にいたしましても綿向生産森林組合にいたしましても、びわ湖材の産出の証明で

きる団体という認証を取っておられますので、そこの団体が出されるということで

びわ湖材の証明がついている。 

 綿向生産森林組合ですと、綿向生産森林組合の山から出すので、１次証明は綿向

生産森林組合がびわ湖材を出しましたよ、次は証明を取っておられる製材所へ運ば

れますので、次また製材所が証明を出す。滋賀中央の森林組合の場合は、滋賀中央

森林組合が伐採されて滋賀中央森林組合の信楽工場であったり土山工場の方に搬出

をされます。その２つの工場についても認証を取っておられますので、びわ湖材の

証明をつけられるというようなことで、それぞれ搬出をされていく。最終、木材協

会であったり取り扱いのところがびわ湖材の証明をつけて用材として出されている

というような流れになります。 

 用材として使われる分、あとはもう木材として使われるというような、大きく２

通りの使われ方があるというような内容になっておりまして、びわ湖材の町内でと

いうことでの利活用になりますと、毎年、新１年生、小学校１年生の引き出しの方
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を、びわ湖材を使ってということで、今も県民税を使ってびわ湖材、滋賀県で搬出

された木材を使った机の引き出しを買わせていただいて、子どもたちにお配りをし

ているというのがございます。あと、びわ湖材につきましては、こばと園の建築に

際して腰板にも利用しているというような実績がございます。 

 間伐材の活用につきましては、いずれにしましても間伐材も生産森林組合が出さ

れる、滋賀中央森林組合が個人さんのところへ出向く中で、木を育てる、材を出す

ということで滋賀中央森林組合さんがやっておられる。間伐材につきましても同じ

ような形で、びわ湖材であるということで出される。それも同じように向きとして

は用材として使われるのと、あとチップ材に使われるというような利用の状況にな

っています。それが、日野町内で搬出された木材が日野町内で使われているかとい

うところまでの特定は、今のびわ湖材の証明制度からいいいますと、特定というの

はかなり難しいです。 

 最初に滋賀中央森林組合で１次証明を出されるんですが、次は次のところでまた

証明を出されていく流れになってまいりますので、その経過を追っていくと、これ

は日野町産の材やなというのが分かります。けれども、それが１本１本の流通じゃ

ありませんので、その中で特定をしていくというのは難しいのかなというふうに思

っております。 

議長（杉浦和人君） 学校教育課参事。 

学校教育課参事（山添美実君） 私の方では３点お答えいたしたいと思います。 

 西大路小学校で学校行事として登山をするというのは、全校が取り組みましたの

は平成26年度からでございます。それまでは高学年とか中学年までの子どもたちが

参加していたという経緯があるんですが、そのあたりから全校が取り組むというふ

うになってまいりました。土日の開催日に当たった場合には、他校も親子の触れ合

いということで登山に参加されているということを聞きます。今年も桜谷小学校の

３年生が親子で登られたというのを聞いていました。 

 それから、２つ目です。記念植樹についてですけれども、これも確認しましたと

ころ、もう最近ではというか、私が日野小にいたころももちろんもう、しておりま

せんでした。場所のこともありますし、やっぱり安全面ということもありまして、

その点から今は実施していないということです。 

 ３点目、間伐作業についてですけれども、森林組合の方にお願いしているという

状況です。 

議長（杉浦和人君） 中西佳子君。 

６番（中西佳子君） それでは、再々質問をさせていただきたいと思います。 

 鳥獣被害が大変ひどいというふうに思うんですけど、被害額というか、そういう

ものはどの程度だというふうに思われていますか。 
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 また、木の種類なんですけど、森林組合なりが木材を出されていると思うんです

けど、その木材量を、近年どの程度の搬入をされているのかということを聞かせて

いただきたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 農林課長。 

農林課長（寺嶋孝平君） 再々質問をいただきましたので、お答えをさせていただき

たいと思います。 

 出荷量でございますが、最近のもので平成29年になりますと、綿向生産森林組合

で出荷をしています分は、立米換算になりますので2,104立米の出荷になっておりま

す。滋賀中央森林組合の取り扱いの出荷収量でございますが480立米の木材をびわ湖

材として出荷をしておるというような状況でございます。 

 そして、森林に向いての鳥獣害被害ですが、先ほど私申し上げましたのは、10年

ほど前にはそういう対策を講じていたという部分がございます。最近におきまして

は被害に対しての報告なり対策の要望というのは、今は聞き及んでいないというよ

うな状況でございます。 

 それと、申しわけございません、先ほどの花粉に対しての状況、対策でございま

すが、ちょっといつのころからかなんですけれども、スギやヒノキにつきまして花

粉が出ないように改良をされてきているというようなことの状況もあるようでござ

いますし、今後、今、スギ、ヒノキということで植樹もしておるわけですが、違う

やつに変えていこうというような方針転換がされたといようなことも聞き及んでお

りますので、今のような状態の中ではありますけれども、できるだけ花粉が出ない

ような樹種転換になってきているというような状況でございます。 

議長（杉浦和人君） 中西佳子君。 

６番（中西佳子君） 花粉の少ないスギというのが、県では取り組んでおられるとい

うことで、種を増殖といったらいいのか、そういうことをされているというふうに

お聞きしたので、もう少し研究をしていただきたいなと思います。やっぱり花粉症

の方にとっては、山の近くに住んでおられる方は大変な状況だと思いますので、せ

っかくの森林がそのようになってはいけないんですけれども、また新しく植えられ

る場合はそういうことも検討をお願いしたいと思います。 

 また、明年につきましては森林環境譲与税も予定されているというふうにも聞き

及んでおりますので、町の課題を本当に把握していただいて、有効に活用していっ

ていただきたいというふうに思います。 

 次に、２点目の方に移らせていただきます。 

 平和堂日野店跡地とまちづくりについてお伺いいたします。この問題につきまし

ては、山田議員が何度も質問をされておられて、質疑も何度もされたことと思いま

すけれども、私なりに疑問に思っている点について今回、質問させていただきたい
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と思います。 

 平和堂日野店が平成29年１月に閉店され、その後、解体工事が行われ、現在、ま

ちなかに大きな空き地ができ、買い物や店の前での立ち話の人などが見かけられず、

人の流れも減っているように感じます。また、地域の方々や商店街の方からも不安

なお声をよくお聞きします。平成28年９月議会では、平和堂日野店の閉店に向けた

町行政の対応に関する請願書が提出されました。10月には産業建設常任委員会委員

と日野ギンザ商店街との意見交換会も行われ、活気あるまちづくりに取り組んでく

ださっている皆さんの切実な声を直接お聞きする機会でありました。そして、その

後、12月議会において議員全員賛成で平和堂日野店閉店後の跡地対策を求める決議

が行われました。もうすぐ２年が過ぎようとしています。その間には、町の玄関口

として日野駅駅舎が再生され、観光交流拠点なないろなど多くの人が活用し、喜ば

れています。まちなかへの集客、観光交流拠点として期待されるものです。ひなま

つり紀行や、また日野祭など多くの人が行き交うまちなかにある平和堂日野店跡地

は、観光面から見ても対策が必要なのではないでしょうか。 

 そこで何点かお伺いいたします。 

 １点目は、町はこの間、跡地活用に向けてどのように取り組まれたのか、お伺い

いたします。 

 ２点目は、町民全体の意見を聞くのであれば、アンケート調査や若者の意見聞き

取り調査などが必要だというふうに私は思いますが、町のお考えをお伺いします。 

 ３点目は、まちの駅などまちづくり先進地について研究、視察など勉強はされた

のでしょうか。 

 ４点目は、跡地を借地として運用できないのでしょうか。また検討はされたので

しょうか。 

 ５点目は、検討委員会からいろいろなご意見やご提案がありましたが、これを受

けて町の今後の取り組みをお伺いいたします。 

議長（杉浦和人君） 町長。 

町長（藤澤直広君） 平和堂日野店跡地についてご質問いただきました。 

 まず、跡地活用に向けた取り組みについてでございますが、平和堂日野店の跡地

対策を求める決議がされる前から商工会に働きかけ、日野観光協会、地元日野ギン

ザ商店街の方にも参画していただく中で、活用策を検討いただいてきました。平和

堂に対しては、所有者である平和堂としての活用策の検討や民間からの問い合わせ

の状況を伺うなど、情報収集にも取り組んできたところでございます。本年８月に

は、平和堂日野店跡地の利活用にかかる検討委員会を設置し、委員各位からご意見

を伺い、11月16日に検討委員会としての報告書をいただいたところでございます。 

 また、広く町民の皆さんのご意見を伺うということにつきましては、検討委員会
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でもご意見をいただきましたように、地元の皆さんや商店街の皆さんの思いも大切

にしながら、広くご意見を伺うことが大切だと思っております。手法につきまして

は今後、検討してまいりたいと考えて思います。 

 次に、日野店跡地活用に関して、まちの駅などまちづくりの先進地について研究、

視察の状況はどうかということでございますが、先例地の視察等は行っておりませ

んが、大津市や高島市の安曇川などでの取り組みについて情報収集を行ったところ

でございます。 

 跡地の借地運用についてでございますが、平和堂日野店跡地の利活用にかかる検

討委員会から、２年間程度転売されないようにとのご報告をいただいておりますの

で、転売されないように対応していきたいと考えております。 

 町の今後の取り組みについてでございますが、検討委員会の皆さんからいろいろ

なご意見や提案をいただきました。大きくは、一定の期間内に利活用について検討

を進めること、そのために土地が転売されないよう、平和堂に交渉することの２点

でございました。土地につきましては、平和堂と協議をさせていただき、利活用の

検討につきましては、いただきましたいろいろなご意見やご提案も含め、議論の枠

組みをどうするのか検討が必要だと考えております。ちょうど第６次総合計画策定

の時期にも入りますので、その位置づけとあわせて検討していくことも１つかと考

えております。 

議長（杉浦和人君） 中西佳子君。 

６番（中西佳子君） それでは、再質問をさせていただきます。 

 ２点目についてでございますけれども、広くご意見を町民の方から伺うというこ

とは大切だということも、私も大事だというふうに思います。昨年の12月なんです

けれども、ギンザ商店街さんのおかみさんからとして、アンケート調査がおこなわ

れました。また１月にはその集計もされております。地域では今できることを一生

懸命に取り組んでくださっています。町として振興計画づくりや跡地活用に、具体

的な対策に検討の時間がかかることは理解いたします。 

 そこで、町として今できることを教えていただきたいと思います。また若者の声

を聞くことは跡地問題だけではなくて、昨日の山田議員の質問でもありましたけれ

ども、西大路地区の定住宅地整備についてもアンケートや若者の声というのは生か

されていくのではないでしょうか。定住ということを考えれば、アンケートとか若

者の声というのは今後も必要なことだというふうに、私は思います。 

 それと、答弁にあったんですけれども、手法を検討していくということでござい

ましたけれども、町の考えられている手法というのを教えていただきたいというふ

うに思います。 

 ３点目のことについてでございますけれども、具体策が見出せていないから先進
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地から学ぶことができないというか、視察など行わなかったというようなことの答

弁だったと思うんですけれども、決まっていなくてもヒントになるものが見つけら

れればいいのではないかなというふうに私は思うところでございます。そしてまた、

大津や高島市、安曇川での取り組みの情報収集をされたということでございました

ので、参考となったところをお聞かせいただきたいと思います。 

 ４点目についてでございますけれども、そのように対処していきたいということ

の答弁をされたんですけれども、２年間転売されないようにということで、平和堂

さんとの借地運用ということも含めての話し合いをするということでよろしいんで

しょうか。その点、もう１回お伺いいたします。 

 ５点目についてですが、検討委員会からのご意見を大切に参考にしながら、町と

してはこんなまちづくりをしたいということをお聞かせいただきたいと思います。

また、第６次総合計画は2011年から10カ年のものだというふうに思うんですけれど

も、第５次では策定プロジェクト委員会というのも設置をされておりますけれども、

これは第６次総合計画の取り組みということで、いつからの取り組みなのか、時期

的なものをお教えいただきたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 企画振興課長。 

企画振興課長（安田尚司君） ただいま中西議員の方から再質問をたくさんいただき

ました。 

 １つは、町として今できることというようなお話でございました。まずもって、

早速ということで検討委員会の方から報告書をいただいていますので、平和堂とま

ずはお話をさせていただく中で、一定の期間、何とか少なくとも転売という形のな

いようにという話は当然させていただかんなんというふうに思いますし、もう１点

は、早い時期にいろいろ検討をということでございましたので、町としましては、

まずは、実を言うと今まで最初に商工会、それから観光協会、町の方も入っていま

すし、それから商店街、関係者でできた商業まちづくり懇話会というのが最初、で

きてあって、そこから町の方に意見というか要望書を出していただいた中に意見が

あります。それから、有志で若い方とか移住の方とかいろいろな方の尊いそういう

思いの方の中で、いろいろご議論いただいたその報告書も町の方にもいただいてい

ますし、今回、検討委員会の方からもいただいているということで、一定、もう少

しいろいろな意見があるので、整理をする必要があるなとちょっと思っています。

せっかくいただいたものですので、それなりにやはりしっかりと押さえていかなあ

かんの違うかなということで考えています。 

 それから、若い人の声でございますが、今言いましたように経過の中でも若い方

の声は聞かせていただいていますし、あるんですが、アンケート等につきましては、

先ほどから出ています第６次総合計画の方向に向けて今、検討をさせてもらってい
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ますが、第５次の例にならいますと、２年かけて基本的に策定をさせてもらってい

ますので、来年度の時期に懇話会のようなものは組織というか、つくらせていただ

いて、議論をしていかんなんやろなと。それと一緒に各時期にいろいろお回りして

意見も聞いていかんなん部分がございますけれども、そういう動きがございますの

で、アンケートとともにそういう部分で何とか取り入れていきたいなと考えており

ます。 

 それから、検討委員会の方で意見をいただきまして、こんなまちづくりというよ

うな部分をどう考えているかというお話でございました。もう、前から山田議員か

らもお話がありますように、確かに商業の振興計画の中でも当然、いろいろ考えて

いかんなん分野やけれども、もっとしっかりと町としての中で位置づけんなん違う

かというお話もいただきました。当然、にぎわいという部分でいうと、今までいろ

いろな意見をいただいていますので、そのにぎわいをどう持っていくのか、それか

らハード面の部分が必要で中で出てくるのか、もしくはソフト面でこうすればもう

少しいけるやないかという部分で、どの程度、ハードとソフトを組み合わせながら

それができるのかというのは、今、先ほど言いました、もう少し皆さんのご意見を

整理して、こういうこともできるな、こういうこともできるなということで、ちょ

っと考えさせていただかなあかんなと思っていました。 

 それから、６次の進め方、ちょっと先ほど申しましたように、まずはアンケート

の方をさせていただいて、今年度させていただく予定にさせてもらっていますので、

それの集計と、それからいろいろなご意見をいただいているものも整理をして、そ

ういう意見がある中で皆さんの意見、こういう意見もありますがどうですかという

中で進めさせていただいて、それぞれにまとめていくという作業に入っていきます。 

 ですから、たちまちはそういう進め方と、もう一つは行政側は今までやった第５

次の評価をしっかりとしていかんなんので、それと同時並行でさせていただくとい

うことになるというふうに思っております。 

 あと、視察の関係とか平和堂さんとの今後の話、貸借とか云々の話については、

商工観光課長の方からします。 

議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） 何点か再質問を頂戴しましたので、お答えをというふ

うに思います。 

 視察につきましては、平和堂跡地の活用についての視察ということで、それに特

化してということではございませんので、それに特化するということになってくる

と、答弁させていただいたとおりということになりますが、いろいろな研修であっ

たり取り組みを伺う中で、私も今、ちょっと地域経済の関係で６回ぐらいですか、

講座の方にも参加させていただく中で、高島市、安曇川での取り組みであったりと
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いったものは見させていただいております。 

 大型の郊外型の店舗ができ、それで既存の商店街なりがなかなか難しい状況にな

るという中で、ある近江牛の畜産農家の方がそちらの方に出店をされたりとか、そ

ういう連携をされている状況も伺っておりますので、平和堂の跡地ということでは

なくて、そういう部分でのいろいろな情報についてはできる限り収集して勉強させ

ていただいているというところは、何もしていないということではございませんの

で、そういうところにつきましては、いろいろなまちづくりの手法として勉強を、

今後もさせていただいていきたいなというふうに思っているところでございます。 

 平和堂との状況につきましては、平和堂さんにはこれまでからいろいろと、懇話

会でのご意見であったり検討委員会でのご意見、報告書なりを頂戴する中で何回か、

これまでから月に１回ぐらいはいろいろな、出会ったりお電話させていただいたり

ということでご意向を、日野町の状況は今こんな状況なんです、意見としてはこう

いうようなことも出ていますよという話やらもお伝えする中で、平和堂さんとして

の今現在の状況はどうかということやらも伺っているところでございます。 

 平和堂さんにつきましては、具体的に何か話が進んでおるとかいうことは今現在

はないですというような話は伺っておりますし、そして何かもし動きが、民間取引

の中でもこんなことがということやらでもあれば、それにつきましては逐一相談さ

せていただきますということはもう、以前からお話を頂戴していますので、電話さ

せていただいても、その辺はスムーズに話を交換させていただいている状況にござ

います。 

 先ほどの大津であったり安曇川の状況につきましてということで、研究というこ

とでございましたが、この間も平和堂さんにつきましてたくさんのお店の方、閉店

されて、売却ということが進められてきましたけれども、代表的には大津駅前であ

ったり近江八幡駅であったりという状況であったかというふうに思います。スムー

ズというか円滑な処分というか、土地の処分についてされてきたということは伺っ

ております。そういう中で、大津の方では仲町商店街の方では逆に違うお店がスー

パーをされていたんですが、そちらの方が撤退をされたという中で、逆に平和堂さ

んの方がフレンドマートをそちらの方に、地域の商店街内の働きかけもあって、い

ろいろ当然、経済効果とか、そういうこともされたんやと思いますけれども、その

上でそちらの方に出店されたというような状況も伺っているところでございます。 

 なかなか日野店跡地のような形での処分、土地の処理をどうするかというところ

で、平和堂さんとして今持っておられる中で、非常に日野店の跡地についてはどう

していこうかなということで悩まれているというのが平和堂の実情やというふうに

は伺っております。今後も平和堂さんとの関係につきましては、いろいろとお話を

させていただく状況にはございますので、その時々に応じまして対応して、時には
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伺いながら、電話しながらということで、そこは密に連絡をとりながら対応してい

きたいなと考えているところでございます。 

議長（杉浦和人君） 中西佳子君。 

６番（中西佳子君） 再々質問、２点ぐらいさせていただきたいんですけれども、第

６次総合計画、10年間のものですし大変な量だというふうに思います。２年間ぐら

いかけてこの計画を策定されるわけですけれども、その中にこの平和堂の跡地のこ

とも検討として取り入れていくというのはかなり無理があるのではないかなという

ふうに私は思うんですけれども、時間的なことを増やされるのか、今まで検討委員

会も３回もしていただいて、なかなか結論的なものは出なかって、２年間ぐらいか

けて検討していくということはもちろん、それなんですけれども、今までについて

も閉店から２年ぐらい経過しているという状況の中でもありまして、その後２年間

でこれと一緒に総合計画の中に組み入れてということは、大変難しいのではないか

なと思いますが、ちょっと企画振興課としては、それは大丈夫というふうにお思い

になるかどうかということを１点、お聞かせいただきたいと思います。 

 また、平和堂さんとのお話し合いということでございますけれども、今まで２年

間はそのままという状況だったんですけれども、今後また２年間について転売をさ

れないようにというお願いをされるわけですけれども、平和堂さんは大企業さんで

すので、どのようなお考えか私には分からないんですけれども、やっぱりそのまま

しておくのはもったいないというふうに私も思いますし、やはり借地とかで何らか

の運用をしていった方が、景観的にでもですし平和堂さん的にもいいのではないか

なというふうに私は考えるんですけれども、今は塀のところに子どもさんの絵とか

も張っていただいて、少しでも景観がよくなるようにということで、地域の方が取

り組んでいただいておりますけれども、そういう点も含めてもう少し深い話し合い

をしてこられるのか、町の考えをお伺いいたします。 

議長（杉浦和人君） 企画振興課長。 

企画振興課長（安田尚司君） 再々質問の部分でございます。検討委員会、先月いた

だきました報告書の中で、期間を決めて、それからその間には一定、協議をすると

いうようなことでいただきました。そういった意味で、どういう協議を持つかとい

うので１つの案としてお話をさせていただいた、協議体として、そういうやり方も

１つかなと思ったんですが、それも１つかなという話の中でさせていただいたので、

先ほど言いましたように、今できることはとおっしゃったように、一定の整理をさ

せていただいて、その中でこの部分であれば、この意見の部分を一定、町としてど

うだろうと、この部分まではやろうやないかいということもあり得るのかなという

ふうに思っています。ですから、全て議論ができるまで何もじっとずっとという話

をしているわけではなくて、それも１つであるし、今言いましたやり方も１つです
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ので、選択肢の１つとして今、考えていますので、そういう中でやっていきたいと

いうふうに考えております。 

議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） 今のままでやのうて、運用していく方がいいん違うか

というお話をいただきましたけれども、跡地活用なりにつきましては山田議員から

も、これまでから質問を頂戴していますように、どのようなまちづくりをするのか

という中で、平和堂に限らず日野町のまちづくりを考える中でどういうような活用

法があるのかというのも１つの検討、当然のことながらなってくると思います。そ

ういう中で、いろいろな考え方が出てくると思いますので、そういう部分について

対応していくべきかなというふうに思っております。 

 これまで平和堂と意見調整といいますか、事務者レベルではございますけれども

どのような状況かということで、２年間となりますと、民間としてですので当然、

よいところがあれば売るわなというのは、そういうことは出てくる可能性もござい

ますので、そういったことについても町としてはそういう思いをちょっと計画づく

り、そういう検討が進む中にあって、その期間、そのような塩漬けといいますのか、

そういうような部分についてのお話をさせていただいていますけれども、そこにつ

いては町の方からそういうようなことがあれば、当然のことながら真摯に受け止め

て平和堂としては対応していくということになるであろうというお話は頂戴してい

ますので、そこについてまだ正式という形ではございませんので、そういう部分に

ついての日野町の意向というものにつきましては、役場ではなくて日野町の住民さ

んを含めた、当然のことながら町の思いというのは平和堂さんの方にも十分認識を、

これまでからしていただいていますので、なのでこれまでからいろいろと状況につ

いてはご報告も、逆に向こうからも頂戴することもございましたので、そういった

部分につきましては今後も引き続き、連絡を密にしながら対応していきたいという

ふうに考えております。 

議長（杉浦和人君） 中西佳子君。 

６番（中西佳子君） 住民の関心事でもありますし、またまちなかのにぎわいを取り

戻すためにも、慎重に、またかつ迅速に町の取り組みに期待したいと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

議長（杉浦和人君） 次に、５番、谷 成隆君。 

５番（谷 成隆君） 通告に従いまして、２つほど分割方式で質問したいと思います。 

 １つ目に、全国消防操法大会で優勝、全国制覇された日野町消防団についてお伺

いしたいと思います。 

 日野町消防団第三分団の出場された選手の皆さん、出場選手を支えた消防団をは

じめ、ご家族、関係者の皆様におかれましては、長期にわたる操法訓練、ご苦労さ



 

3-69 

んでした。５月中旬より操法訓練を開始され、８月５日、滋賀県消防学校において

第53回滋賀県消防操法訓練大会が開催され、県内各市町の代表チ－ムで小型ポンプ

の部において操法を披露され、練習の成果を発揮され、一致団結して優勝という栄

冠を勝ち取られました。日野町消防団初となる、念願である全国大会出場という切

符を手に入れられました。10月19日には富山県広域消防防災センターにおいて、第

26回全国消防操法大会が開催されました。大会では、各都道府県の操法大会を勝ち

抜いてきた代表チｰムが小型ポンプの部25チームに分かれ、これまでの練習の成果を

いかんなく発揮し、多くの仲間の大声援のもと、一致団結しすばらしい操法を披露

され、滋賀県勢初の優勝という輝かしい成果をおさめられました。長期にわたる操

法訓練によって、技術の習得はもとより、消防団の結束をより一層深められました。

大変ご苦労さんでした。そこで、日本一に輝いた日野町消防団についてお伺いした

いと思います。 

 優勝され日本一に輝いた日野町消防団、町として今後どのように対応されていく

のかをお伺いしたいと思います。 

 ２つ目に、日野町に女性消防団員を確保することについてお伺いしたいと思いま

す。 

 ３つ目に、町の操法訓練大会会場についてをお伺いします。 

議長（杉浦和人君） ５番、谷 成隆君の質問に対する町長の答弁を求めます。町長。 

町長（藤澤直広君） 日野町消防団にかかわってご質問をいただきました。 

 まず、町の対応でございますが、日野町消防団が滋賀県の代表として出場してい

ただきました第26回全国消防操法大会小型ポンプの部において、滋賀県初となる優

勝という輝かしい成績をおさめられたことは、大変うれしい限りであると思ってお

ります。この栄誉に対し、来る12月22日にはお世話になった方々をご招待し、優勝

祝勝会の開催を計画しておるところでございます。議員各位にもぜひご出席をお願

いするところでございます。今回の優勝を契機に、日野町消防団の活動がより一層

発展することを期待するところでございます。 

 次に、女性消防団についてでございますが、大規模災害が発生時には、消防団を

はじめ地域防災力の果たす役割は大変大きいところでございまして、そしてその中

で中核をなす消防団員の確保は重要でございます。女性消防団もその１つの中に入

るわけでございますが、当町においては、現在、地域や事業所の方々のご協力を得

て、185名の定数が確保できており、感謝をしております。今後、将来に向けて女性

消防団のあり方については幹部会で議論をしていっていただきたいと思っておりま

す。 

 次に、町ポンプ操法大会の会場についてでございますが、現在３つの分団ごとに

会場を毎年移動しながら開催をしております。それぞれの分団が役割分担した中で
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の大会運営となっており、大会を通じた一体感ができることによる相乗効果もある

と考えております。現在の運営で問題はないのではないかというふうに思っておる

ところでございます。 

議長（杉浦和人君） 谷 成隆君。 

５番（谷 成隆君） 再質問をしたいと思います。 

 １つ目に、優勝されて日野町としてはこの12月22日に祝勝会を催していただき、

まことにありがとうございます。このように思い返しますと、夏の暑い大会の日に

優勝された日野町消防団、最後の表彰式を見させていただいても、評価されたこと

を聞きますと、日野町消防団、甲賀消防団、とても技術のレベルが高いということ

を聞きました。このような消防団の技術を見ていると、全国へ行っても全国に通じ

るんだろうということを言っておられました。そのとおりに輝かしい成績をとられ

ました。またこのようにとられると、今まで３分団を見ていても、全国大会を見に

行ったりとか、ビデオを片手に持っていって、指揮者、１番員、２番員、３番員と

か、ポンプ車の場合やと４番員とおりますけど、それの一人一人を撮影して、分析

してやっておられました。それを今までから見ています。 

 このように優勝されたことについて、日野町に各都道府県から来られることがあ

ると思うんですけど、今聞いている範囲でも、消防学校から呼ばれているとか、講

師に来てくれとか言われることもあると思うんですけれども、その点ありましたら、

ちょっとお聞きしたいと思います。 

 また、都道府県から選手が日野町消防団ってどういうことをされているのかを訪

問されると思うんですけれども、その点について町としてもどのように対処される

のか、いや、もう消防団がしよるさかいにわしらは知らんのやということでは困る

し、やっぱり日野町として県の代表でもあることですので、その点、どのように対

応されるのかをお聞きしたいと思います。 

 ２つ目に、女性消防団ですけど、これは前から質問でもさせていただいているし、

委員会でも聞かせてはいただいているんですけれども、町長の申されるように、町

としては185名の団員を確保されているから今は何も考えていないというような感

じですけれども、ゆくゆくまた女性消防団員も考えていかないと、人員が確保でき

ない時期がやってくるのかなと思うんですけど、その点もまた考慮して考えていっ

てほしいと思います。 

 滋賀県内を見ても13市６町を見ても、女性消防団員がないのは湖南市と豊郷町と

甲良町、多賀町、日野町の１市４町だけで、あとのところには１名、２名ないしの

女性団員がいるということを聞いていますので、その点もまた考慮して考えていく

ことはあるのかということを聞きたいと思います。 

 ３つ目に、町のポンプ操法大会の会場ですけれども、これは日野町としても３分
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団ありまして、３つの会場でしていることはこれでいいとは思うんですけれども、

やはり消防団にとっては皆さんに入ってもらうのにポンプ操法があるから嫌だとか

ありますけれども、早朝の訓練をすることによって、やっぱり体がそのように動く

というか、今回このように成績もとっていただくことが生まれてくることであって、

運動場のところで朝から声を出していると、近所に迷惑がかかることもあると思う

んですけれども、いろいろな問題も出ていると思うんですけど、その点、あったら

聞きたいと思うのと、やはりグラウンドで水を出してするということですので、グ

ランドが傷んだりするということもあったりすると思うんです。だから、朝から水

を出して苦情とかある点があったら、ちょっとお聞きしたいのと、町の大会とかは、

もしかしたら消防署の横で、竜王町のように場所を確保していただいて、そこでま

とめて大会が開けたらいいのかなという思いを持っていますので、その点について

お伺いしたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 総務課長。 

総務課長（藤澤 隆君） 谷議員より日野町消防団の件で３点ほど再質問いただきま

した。 

 まずはじめに、今回の優勝にあたりまして、大変高い評価を得ているというとこ

ろでございます。議員がおっしゃいましたように、滋賀県全体のレベルが高いなと

いうことで、大変うれしいお言葉もいただいたところでございます。先ほど１つ言

われました、県内の団長含めました最高幹部の研修が来年に予定されているんです

けれども、そこに日野町の消防団の出場選手が講師として招かれているというよう

な、今、予定が入っているところでございます。 

 また、全国から受け入れというか、そういった視察があるのではないかというお

話でございましたけれども、今のところそういったお話は、町の方には入っておら

ないところでございます。ただ、一旦は町の方でそういったことは受け付けさせて

いただいて、どのような対応ができるか分からないんですけれども、団と連携をと

りながら対応してまいりたいなというふうに思っておるところでございます。 

 それから、もう１点、女性消防団員の件でございます。議員おっしゃいましたよ

うに１市４町が女性消防団員がいないところでございます。幹部会の中では話がな

いということではなくて、女性消防団の話も話題には挙げさせていただいていると

いうところでございます。現実、いろいろ話をする中で、よその町さんの女性消防

団員の方々はどんな方でどんな活動をしておられるのかなというふうにお聞きしま

すと、町の職員さんであったり、それとか幹部団員さんの奥さんであったりとか、

一般募集されてというのはなかなか難しいという現状もお聞きしております。担っ

ておられる活動といいますと広報関係が多いというようなことでございます。そう

した話をする中で、日野町は、今、ありがたいことに185名の団員が確保できている
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中で、あえて課題をまた新たに抱える中で募集をしていくのかというところで、今

はそこまでの議論になっているというところでございます。ただ、将来的には、今

は男性の消防団員が右肩下がりに全国で下がっておりまして、女性消防団員が増え

てきている。また一方で非常時のみの出動団員とかＯＢ団員とか大学生の団員とか、

いろいろな形態をしていかないと、そういった非常時の、災害時の対応が難しくな

ってきているという現状もあるということで、女性に限らず日野町もそういった分

野に向けて将来に向けての検討というか協議も必要かなという認識をしております。 

 それと、もう１点、ポンプ操法大会の件でございます。私が総務課で在籍させて

いただいている間については、地域からの苦情はなかったわけでございますけれど

も、大会では日野地区は今、ダム公園を利用させていただいている。そこに移った

経過というのは騒音とかいった苦情があったということは聞かせていただいている

ところでございます。朝の訓練でのいろいろな苦情については、今のところ聞かせ

てはいただいていないし、団員さんの方も近くになりますので、ポンプも近くに置

いておられるということで、それがいいのかなというふうには私は思っておるとこ

ろでございますけれども、団員さんの方から非常に課題があるというようなお話が

出てくれば、それはそれでまた何らかの方法で対応していかなあかんのかなという

ふうに思っているところでございます。 

 それと、大会はちょっと、今の消防署の敷地内ではちょっと難しいのかなと、運

営についてはというふうに考えておるところでございます。 

議長（杉浦和人君） 谷 成隆君。 

５番（谷 成隆君） それでは、再々質問をしたいと思います。 

 今のところ、各都道府県からも何も聞いていないということで、これからまたこ

ういうような相談というか、訪問させていただいて一遍対談させてほしいとか、取

り持ってほしいということがあると思うんです。３分団でも消防団と鮎河分団のと

ころと交流したりしてやっとったもんやで、そういうことも出てくると思うんです

けど、また日野町が窓口となってちゃんと対処できるように、また日野町の消防団

の幹部の人にもいろいろと、消防団としたら仕事を持っておられますので、その点、

ちょっと考慮してやっぱり考えていってあげたいと思いますので、また町としても

責任を持っていろいろ対処していってもらいたいと思います。 

 女性消防団の方は、今はもう団員が確保されているから、今はいいのやという、

今のよいときにやっぱりつくっていかなければいけないと思うし、このようにまた

輝かしい成績をとられてくると、消防協会の方からもいろいろプレッシャーを言わ

れて、こういうのをつくらなあかんやないのかということも聞こえてくると思うん

ですけどね。今回、滋賀県で11月に全国大会も開かれておりますので、やっぱりい

ろいろ滋賀県でも、こことここと欠けているとかいうことも聞こえてきたあると思
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うんですけれども、その点、もう一度お聞きしたいのと、やっぱり女性消防団もこ

れから見つけていかないといけないということと、各在所というか各分団、字に対

しても、なかなかしてくれる人もないと思うので、ちょっと役場の職員さんの中で

女性の人に先立ってなってもらうように考えてもらえたら一番いいかなと思うんで、

その点もちょっとお聞きしたいと思います。 

 消防団のポンプ会場ですけど、これはまだ予算の要ることですけど、今、消防署

の横にもうちょっと土地を確保してもうて、あそこでできるようになったらいいの

かなという思いを持っていますので、その点、もしか考えていただけるのやったら、

ちょっとお聞きしたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 総務課長。 

総務課長（藤澤 隆君） 何点か再々質問をいただきました。 

 まず最初の、全国からの受け入れについては、町の方が窓口となって対応してま

いりたいなというふうに思っております。 

 それから、女性消防団員の件でございます。私はできれば女性消防団というもの

に限るものではないのかなというふうには思っております。男性の方でもなかなか

今、非常になり手がないという厳しい状態ですので、何か違う形が本当に必要なの

ではないかなと。ただ、消防庁はそういった女性消防団が毎年増えてきているとい

う状況は非常にＰＲされておられて、プレッシャーには感じているところでござい

ますけれども、それにこだわる必要はないのかなというふうに思います。 

 それと、訓練の会場についてはまた、谷議員のご意見ということでお聞きしてお

くということで、何かの話の中に取り上げるというか、しゃべってみてもいいかな

というふうに思ったりもしています。 

議長（杉浦和人君） 谷 成隆君。 

５番（谷 成隆君） 今、３つ目は僕が言っていたと思ってくれはったらよろしいと

思いますし、また今後ともそのように消防団にいろいろと前向きにご協力をいただ

けたらありがたいかなと思います。 

 なかなか消防団もこういうふうに仕事を持っておられる方ばかりなので、またご

協力のほどをよろしくお願いしたいと思います。 

 以上で１つ目を終わらせていただきたいと思います。 

 ２つ目の、日野駅上りホーム上屋工事についてをお伺いしたいと思います。 

 日野駅駅舎再生１周年記念イベントを、10月21日に観光交流施設なないろ、駅前

店舗、特設会場で開催いたしました。このイベントは、近江鉄道と草津線の利用促

進を促すことと、１周年の経過を皆様に報告し、地元高校生や小学校児童とともに

イベントに参加してもらってこの活動に広がりを期待し、上りホｰム上屋設置、ミニ

鉄道博物館開設のための募金活動につながる思いで開催いたしました。なないろで
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は日野高校生によるカフェ営業、特設会場テントの広場の出店者は、ほとんどがな

ないろの日がわり店主の常連さんです。テント内では必佐小学校生によるバザー販

売のお手伝いを体験、駅前店舗では辻良樹氏の近江鉄道写真パネル展示、ステージ

では、なないろで演奏されているメンバーと日野出身のシンガーソングライター、

小川鈴さんが、駅舎１周年を記念して制作された曲「あの日の駅に行こう」という

歌を初披露されました。山本慎也さん、れいかさんによる歌謡ショ－、マグロの解

体やマツタケ抽選会などが催され、当日の来場者は1,500人が訪れました。 

 当日は、町の中心部では桟敷窓ア－トが開催されておりました。従来より駅前エ

リアと中心部とはあまり連携することなく現在に至っています。今回は初めて、当

日のみの限定でありましたが、滋賀農業公園ブルーメの丘の所有されるレトロなボ

ンネットバスを、駅からまちかど感応館前での途中下車を可能にして、ブルーメの

丘へ行く臨時運行を実施していただきました。駅舎再生１周年記念のイベントの経

過です。そこで２点ほどお伺いしたいと思います。 

 １つ目に、上屋工事の進行状況をお伺いします。 

 ２つ目に、観光交流施設との連携についてを聞きたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 町長。 

町長（藤澤直広君） 日野駅の再生プロジェクトとかかわってご質問をいただきまし

た。 

 今もお話がありましたが、10月21日のイベントをはじめ、日野駅の再生プロジェ

クトといいましょうか、なないろの運営をはじめ、谷議員も参加されております共

栄会・こうけん舎の皆さんには大変なご活躍をいただいていることに、お礼を申し

上げる次第でございます。 

 そうした中で、上りホームの改修工事でございますが、日野駅再生プロジェクト

に賛同いただいた皆さんのご寄附を財源に、補助金という形で近江鉄道株式会社に

より、本年７月から着工いただいております。９月議会でもご質問をいただきまし

たが、ホーム地盤の強化対策が必要となったことから、全体の工事完了は11月下旬

の予定とお伝えしておりましたが、くいの工事のため、近江鉄道株式会社の施設担

当課と施工業者との打ち合わせにおいて、くいを打ち込む重機の荷重にプラットホ

ームが耐えられないという施工安全上の疑念が生じたところでございます。約１カ

月半の期間、施工の安全を確保するための検証を重ね、安全上の確保ができたこと

から、12月３日から再開をしております。工事の完了については、２月下旬の予定

と聞いております。 

 次に、観光交流施設との連携についてでございますが、日野町の玄関口である日

野駅駅舎再生１周年記念イベントをにぎやかに開催いただいた10月21日は、前日か

らの秋の桟敷窓アートの２日目でございました。この機会を捉まえて、こうけん舎
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と桟敷窓アート実行委員会双方から、連携して盛り上げようと取り組んでいただい

たところでございまして、ありがたく思っております。 

 日野駅からまちなかまで距離があり、連携するのは難しかったのが実情でござい

ますが、今回、ブルーメの丘さんの地域と連携したいとの思いもあり、日野駅から

乗られたお客さんがまちなかでボンネットバスからおりられるなど、イベントの連

携により一体感が生まれたことは、今後につながるものと期待しております。今後

も町、観光協会も含め、地域の皆さんと連携して、日野駅、まちなか、ブルーメの

丘と観光客にめぐっていただけるよう取り組んでまいりたいと考えております。 

議長（杉浦和人君） 谷 成隆君。 

５番（谷 成隆君） この上屋工事も、９月議会で報告させていただいたように、11

月ごろにはなるのかなという話で進んでいましたけど、ならず、なかなか全然進ん

でいなかって、見ていたら、今度聞いたら２月にはできるということで、これも思

い返せば夏の間に、夏休みの暖かい、子どもが休みの夏休み中にしてしまうという

ことで進んでいましたけど、寒い時期がやってくる時期で、上りホームを見ていま

すと、小さな片屋根があって、雪やら、今、北風が吹くともう、寒いような、バス

停みたいなものになっているんですけど、やっぱりもう少し早く工事が進むように、

また１日でも早いようにしてほしいなという思いがありますので、今もうここに待

合所というか、駅舎の中にぬくとい施設ができているので、その点、そこで入って

いただければいいという思いはあるんですけれども、お金は町から出していて、工

事は地盤がだめだからできないという、何か矛盾していることがあると思うので、

もう少し力を入れてはっきりと近江鉄道に言っていただければありがたいなと思い

まして、もうちょっと力を入れていただくことはできないのかなと思います。 

 ２番目の観光交流施設については、先ほども齋藤議員が申されましたように、今

までのブルーメの丘さんとまた違い、経営が変わってブルーメさんもこっちへ出向

いてきてくれたりしてくれますので、その点は日野町にとってまたよかったかなと

思うんです。この間の駅前の駅舎の１周年のときにもブルーメさんの出店もしてい

ただいていますので、その点やっぱりいろいろ、利用するといったらおかしいです

けど、利用されて連携がとれたらいいかなと思うので、今後またいろいろと観光課

長の方でも考えておられると思うんですけど、その点、もう一遍聞きたいなと思う

ので、よろしくお願いしたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 企画振興課長。 

企画振興課長（安田尚司君） ただいま谷議員の方から再質問をいただきました。 

 おっしゃるとおり夏休みの期間中に、学生たちを中心にたくさんの利用がござい

ますので、休みの間に何とかしようということで当初計画をしていただきまして、

しかもまた施工に当たる大工さんも、それはそっちの方が、一旦運行が終了した期
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間、夜中の間にしなければならない工事がたくさんありますので、そういう予定を

されたんですが、今度は極寒といいますか非常に厳しい中でしていただくことにな

るので、その辺、気の毒だというような話をさせてもらっていました。 

 私どもではなかなか何ともならない部分がございまして、何がもめていたかとい

うと、要はもう、プラットホームの安全性の問題です。ですから、上屋をつくると

ころのプラットホームに重機が乗れるようにしないと、くいが実際打てないという

ことで、そこの安全性の問題で非常に協議に時間がかかったということで、そのま

ま重機が上がれば、そのままがさーんとホームが落ちるという可能性もあるという

ことになりまして、その後の対応をどうするのかということでかなり、近江さんが

事業主体でございますけれども、近江さんの中で非常に厳しい、いわゆる安全確保

の運行側と、それから施工側とで一応、やり合いをしていただいたという経過がご

ざいます。 

 最終的には、力を分散するという形で、鉄板をしっかりと敷くというのと、もう

一つは、その施工中に傾斜なり地べたの動きがないかをしっかり監視するというこ

との条件、この２つの条件をもとに実施しようということで協議が整ったみたいで

ございます。 

 おっしゃるとおり、近江さんにはどうなったんだと、申しわけないけど私から言

いますと、町の方から言いますとどうなったんだばかり言いまして、協議は実際近

江さんがされていまして、違う意味で町が事業主体でなかってよかったなという思

いもあるぐらいの状況でございましたけれども、何とかそのようなハードルを越え

て、何とか年度内にしていただけるという方向でございますので、その辺について

も近江さんの方には頑張ってくれということで、応援をさせていただいている状況

でございます。 

議長（杉浦和人君） 商工観光課長。 

商工観光課長（福本修一君） 今回の日野駅舎再生１周年記念イベントと桟敷窓アー

トとの連携、今回は連携の１つの形としていいモデル的にできたのかなというふう

には思います。ただ、なかなかバスを見ていますと、ブルーメの丘に、その日は、

ボンネットバスを利用されて行かれたお客さんが100人から150人ぐらいだったであ

ろうというふうに聞いています。その中でまちなかにおりられたのはその１割ぐら

いかなというふうには思っています。ただ、それは１つ、そういう方法もあるんや

ということのＰＲにもつながっていくというふうには思っております。今後、イベ

ントにつきましては、桟敷窓アートにつきましては日野祭のときと、そして秋の桟

敷窓アートがございますし、ボンネットバスは冬期は休みになりますけれども、日

野ひなまつり紀行のときにもブルーメの丘さんも、観光協会の理事にもお入りをい

ただいていますので、どういったことが連携をさせていただけるのかということも
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お声がけをさせていただきながら、何か連携できることを、出店であったりという

ことを含めて、連携できることがないやろうかということやらも含めて、相談を進

めていきたいなというふうに考えております。 

議長（杉浦和人君） 谷 成隆君。 

５番（谷 成隆君） もう再々質問はしませんけど、今も言っておられますように、

また近江鉄道さんには口が酸っぱくなるように言っていただきたいと思います。な

かなか、言うだけしか言えんか知りませんが、お願いしたいと思います。 

 また観光施設の方へは、駅前でよく寄っているように、何回か、月に１回とか、

寄られますように、上とも一遍、何回かに１回は合流で寄って、話もしはった方が

いいかなと思うので、その点また考えていただきたいと思います。 

議長（杉浦和人君） ここで暫時休憩いたします。再開は３時35分から再開いたしま

す。 

－休憩 １５時２３分－ 

－再開 １５時３５分－ 

議長（杉浦和人君） それでは再開いたします。 

 休憩前に引き続き、一般質問を許可いたします。 

 １番、堀江和博君。 

１番（堀江和博君） それでは、私の質問をさせていただきます。 

 まず、１点目でございますが、来年度の森林環境譲与税について質問をさせてい

ただきます。森林に関する質問に関しましては、先ほど中西議員も質問されました

ので、重複する部分は割愛をいたしますので、よろしくお願いいたします。 

 日本の森林面積は国土面積の約３分の２にあたる約2,500万ヘクタールを占めま

すが、近年、木材利用の減少等によって森林整備が進まず、産業のみならず国土保

全・災害防止など公益的観点からも危惧されています。そこで政府は2017年12月に

森林環境税と森林環境譲与税の創設を閣議決定、これにより今後自治体がその財源

をもとに森林整備などの役割を担うということになりました。 

 森林環境税は2024年４月に施行予定でございますが、それに先立つ来年４月から

森林環境譲与税が始まり、まずは約200億円が全国自治体に配分されることになりま

す。以降、順次増額され、33年度から毎年約600億円の使途が自治体に委ねられます。 

 日野町におきましても来年度より森林譲与税による税収が見込まれ、森林整備や

木材利活用、普及啓発が期待されるところです。そこでお伺いをいたします。 

 １つ目ですが、日野町の森林・林業の現状について、状況についてお教えくださ

い。 

 ２つ目ですが、森林譲与税の税額見込みと使途についてお教えください。 

議長（杉浦和人君） １番、堀江和博君の質問に対する町長の答弁を求めます。町長。 
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町長（藤澤直広君） 森林環境譲与税とかかわって、ご質問をいただきました。 

 まず、日野町の森林・林業の状況についてでございますが、日野町の森林面積は

6,115ヘクタール、林野率52パーセント、うち人工林面積は1,702ヘクタール、人工

林率28パーセントでございます。うち720ヘクタール、43パーセントが生産森林組合

所有林でございます。生産森林組合所有の山林については計画的に整備され、個人

所有の山林については滋賀中央森林組合へ委託されることによって整備されており

ますが、各林家が零細であるため造林意欲が低下しており、今後適正な保育・間伐

を実施していくことが重要な課題となっております。 

 次に、森林譲与税の税額見込みと使途についてでございますが、2019年度の森林

環境譲与税の日野町における譲与額は、滋賀県の試算によると、2019年度から2021

年度までは年間375万4,000円であり、以降段階的に増額され、2033年度には1,298

万5,000円の見込みとなっております。森林環境譲与税の創設に伴い、従来からの琵

琶湖森林づくり県民税と使途が重複する事業の整理が行われ、補助金の廃止や減額

の措置がとられようとしております。森林環境譲与税の使途としては、創設目的で

ある森林整備、例えば里山防災・緩衝帯整備事業等の事業実施を予定しているとこ

ろでございます。 

議長（杉浦和人君） 堀江和博君。 

１番（堀江和博君） それでは、再質問ということで、３点再質問させていただきた

いと思います。 

 まず１点目でございますが、ただいまのご答弁の中で、来年度から375万4,000円

税収の見込みがあると。ゆくゆくは1,298万5,000円まで大きくなっていきますとい

うお話がございました。そういった中で、現状、県の方で琵琶湖森林づくり県民税

というものが存在しております。平成18年度より滋賀県が琵琶湖森林づくり事業と

いうことで実施をされておりまして、我々、県民の個人、年800円徴収をされている

ということであります。ここが重要なところだと思うんですが、今回の森林譲与税、

国の譲与税というものが出てきたことによって、この従来の県の県民税がどういっ

た扱いになっていくのか、ただいまご指摘がちょっとありましたけれども、廃止さ

れるのか、重複するところはもう国税の方に任せていくのか、それぞれ徴収してい

くのか、そのあたり、現状が分かりましたらお教えいただければと思います。 

 そして、２点目でございますが、この森林環境税の導入に伴って、来年４月から

同じく森林経営管理法というものも実施といいますか進められていくということに

なってきます。つまり、森林バンクと言われているものというふうに理解をしてお

ります。今でいうと農地バンクといいますか、農業の分野でもありますし、卑近な

例ですと空き家とか空き地とか、いろいろなバンクというものがつくられてきてい

ますが、森林においてもそういった取り組みを今後、国全体でやっていこうという
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流れであります。この森林バンクの制度が来年から全国でスタートしていくわけで

すけれども、これに対して町としてどのような対応を想定されておられるのか、２

点目にお伺いをさせていただきます。 

 そして、最後、３点目でございます。今回の税等いろいろな改革といいますか、

そういった取り組みによりまして、今まで都道府県中心に森林を管理といいますか、

扱っていたのが、基礎自治体においてやってくださいと言われてきているというこ

とというふうに私は理解しておりまして、そういった中で役場当局においても、専

門性の要ることでもありますし、人員も今まで以上に割かれていくことであると思

います。そういった中で、職員さんの体制といいますか、そのあたりはどのように

お考えかというのを３点目にお伺いいたします。 

議長（杉浦和人君） 農林課長。 

農林課長（寺嶋孝平君） 堀江議員より再質問をいただきました。お答えをさせてい

ただきたいと思います。 

 １つ目でございます。従来より年額800円の県民税の徴収がなされております。そ

れとあわせましてさらに今後、年額1,000円、国税という形で徴収をされるというよ

うなことで、それぞれの使い分け、使い道はどうだというようなとこら辺でござい

ます。今、県の方からいただいている情報で申し上げますと、県民税につきまして

は、従来よりの環境重視と県民協働による森づくりのために使うというようなこと

でございます。譲与税につきましては、県の方にも配分されます。そして関係する

市町にも配分をされます。譲与税についてはそれぞれの市町で森林整備なり、そし

て啓発という部分で使いなさいよというようなことで、使途限定がされておるとこ

ろでもございます。 

 県民税と譲与税の使い分けでございますが、簡単に分かりやすく申し上げますと、

都市の周辺部というのか平地の部分について、国税の森林環境譲与税を主に使いな

さいよ、奥山の方、奥の方の琵琶湖に水を注ぐ山の整備関係については県民税を使

うというようなことで、一定の整理がなされているようでございます。 

 ２つ目でございます。新しく経営管理法案というのが来年の４月１日より施行さ

れます。この新しい法案と申しますのは、今までの森林所有者の責任が明確化され

ていなかって放置されていたというようなことの状況があるのを踏まえて、森林所

有者がきちっと森林整備をしなさいよというような責任の明確をされたことが１つ

あります。そして、それとあわせまして森林整備について自分のところでできない

のであれば、町の方に委ねるというような１つの方策も示されております。それと

あわせまして、町の方で任された森林の整備については県が整備を進める事業体を

認定される、そこに町の責任で森林整備を進める努力をしなさいというようなこと

がうたわれております。 
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 環境譲与税の町の方の使い道でございますが、従来、県民税の方でいただいてお

りますのが、従来の事業になりますと里山リニューアル事業というものと、あと山

の方の整備をする前段の調査で森林の境界明確化事業というのがございます。そち

らの方へ配分をいただいていたのと、そして小学１年生、新１年生にびわ湖材とい

うことで引き出しを配布していたというものにつきまして、一定の定額なりという

部分で補助をいただいておりました。そのすみ分け、見直しをされる中で、里山リ

ニューアルの事業につきましては、環境譲与税以前につきましては１ヘクタール70

万円というような単価設定でございましたものが、２分の１に減額をされておりま

す。そして、境界明確化の事業につきましては、今までにつきましては滋賀中央森

林組合等が事業主体でされて、県民税をもらって事業をしていたのが、まるまる県

民税の対応がなくなったことにより、環境譲与税により施行をするような仕組みに

されました。県民税を廃止されたというようなことになります。そして、引き出し

の分につきましても、県民税の充当がされておったわけなんですが、これも環境譲

与税での執行に値するというようなことで、県民税の対応については見送りをされ

たというような内容になっております。 

 町の方で事業といいますか、今まで継続している事業等もございますので、その

分の事業について来年度、何年かにわたって譲与税で入ってきます375万4,000円に

ついてはその事業に全額当て込む予定をしておるところでございます。先ほどの森

林経営管理法というのが来年度４月１日からというふうに申し上げました。それに

つきましても、森林を持っておられる方、森林整備計画内の主に人工林を持ってお

られる方へ今後、森林整備をどうしていくかというようなことの問いかけも本来は

していかなあかんところにはなるんですけれども、たちまち県民税とのすみ分けに

よって事業費が削減されている部分がございますので、何年かは里山リニューアル

事業だったり森林境界明確化であったり、あと引き出しの部分ということで、環境

譲与税を今後使っていくというようなことになるというような予定をしております。 

議長（杉浦和人君） 総務課長。 

総務課長（藤澤 隆君） 堀江議員より職員体制のことでお聞きいただきました。 

 今、農林課長が申されましたように、既存事業を琵琶湖県民税で対応していた部

分が譲与税に移ったりということで、滋賀県さんが一定、すみ分けされて予算配分

をされるというような形になっておりまして、職員としましては既存事業での対応

とほとんど変わらないということで、現体制で十分行けるのかなというふうに考え

ておるところでございます。ただ、県内市町さんのいろいろなお話を聞いておりま

すと、どこも林業関係に詳しい技師なんかは配置されておられないというのが現状

でございまして、県さんなんかはきちっとした技師がおられるんですけれども、そ

ういった意味で県の林業協会さんが中心となって職員研修は進めていきたいなとい
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うようなお話もされているところでございます。 

 それと、２点目の森林経営管理法が、本来はそちらが深く進んでくると本当に、

今、森林台帳を整備しておりますけれども、その関係と今度の経営管理法による森

林バンクという、そこが厚みが出てくると非常にボリュームが出てくるなと思うん

ですが、今、日野町の現状を見ますと、ほとんどが生産森林組合さんが管理いただ

いているところが多いということで、ちょっとそこは様子を見ていかないと分から

ないところかなというふうに思っているところでございます。 

議長（杉浦和人君） 堀江和博君。 

１番（堀江和博君） よく理解をさせていただきました。再々質問ということなんで

すが、ただいまお話、要するに県が今、もうける。言い方はどうか分からないです

けれども、一番とりあえず得をしたという状況なのかなと思います。町としては従

来の事業といいますか、事業の規模で既存事業でやって、とりあえずはそれで対応

していかれるということかと思います。 

 ２点お伺いしたいんですけれども、今後、確か森林環境税の10割ある中の大体２

割ぐらいは都道府県に配分されて、それをだんだん縮小していって、最終的には全

ての基礎自治体に振り分けていくという流れになっていくと思います。実際にも先

ほどご説明いただきましたとおり、後々には1,298万円まで増えていくかと思います。

それがいつになるかということはあるんですけれども、追い追い今後、既存事業以

外にも取り組まないといけないと思いますが、例えばどういったことに今後取り組

まないといけないというご認識でおられるのか、１点目に再々質問をさせていただ

きます。 

 そして、２点目に、先ほどお話もございました、例えば林業経営に適さない森林

とか、所有者不明森林というものがあるかと思います。それが大体どれぐらいの割

合であるのかにつきまして、現状、分かりましたら２点目にお教えいただきたいと

思います。 

議長（杉浦和人君） 農林課長。 

農林課長（寺嶋孝平君） 再々質問をいただきましたので、お答えをさせていただき

たいと思います。 

 森林環境譲与税が県の方にも配分され、それが縮小されていく、市町の方につい

ても10年間、10年以上にわたって額の方が、譲与額が増えてくるというような中で、

先ほどの近々の事業の取り組みにつきましては、今現在、続いている事業を使って

いくということに充てざるを得ないのかなというふうに考えております。 

 そして、譲与税額が増えてくるときとともに、先ほど総務課長の方の答弁にござ

いましたように森林経営管理法の中で、本来ですと森林所有者に向いて、あなたの

森林をどうされますかというようなアンケート調査をしていく中で、希望をとって
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いく形になります。自分で経営をしていく、いや、もうこの際やで町に任すわとい

うようなアンケートの取りまとめをまずはしていかなあかん。それも広い町の森林

の中の台帳整理、森林簿の確認作業を今年度やっておりますので、それを踏まえて

という形になります。それを踏まえて各所有者にアンケートをとってやっていく、

それも一度に全部対応し切れませんので、ある程度ゾーン分けをしながらやってい

く、そのゾーン分けをしてやりとりするのもある程度、一定期間が必要であるなと。

それとあわせまして、返事が来てから今度は町に任すわと言われる部分については、

町の方でこれは県が認められる大きな森林の業者、例えば滋賀中央森林組合である

とか、あと民間の会社であるとか、そういうものが滋賀県で認められますので、そ

こにもうけが発生するような部分については町が発注をする形になります。それ以

外の部分については、町が森林整備、間伐であるとかいう部分の計画を立てて発注

をしていくというような形になってきます。 

 それで、発注先なんですけれども、森林の整備協議会というものを、滋賀県が来

年の４月に向けて関係団体を、森林の整備関係、そのような関係団体を集めて協議

会の設立に向けて今、動いているというようなことを聞いております。その協議会

の中で一定、県下の市町からも発注行為、先ほどの森林協会の確認の部分であると

か森林整備についての発注行為がそこで出てくるというような形に、今後、なって

いくのかなというふうに思います。 

 不明所有山林、不明の森林がどれだけあるかという部分については、これからア

ンケートといいますか、森林台帳上の森林所有者に意向調査をする中で、宛て先不

明で返ってくるとかいうことの状態にならないと、山林所有者が不明なのかどうか

という確認ができないというような状況になってございます。森林所有者が不明の

ままで幾つか返ってくると、それにつきましても何カ月か告示行為とかをすること

によって、その経営の、地べたは移りませんけれども上の木材等については伐採す

るとか、木材、森林について触っていくというような行為が市町の権利として移る

というようなことも、今の経営管理法案の中で定められようとしておりますので、

その中で一体的に調査・確認をしていく中で、今後の森林整備を町が計画して進め

ていくというような流れになってこようと思われます。 

議長（杉浦和人君） 堀江和博君。 

１番（堀江和博君） 最後に、これからというタイミングになると思います。さまざ

まに取り組んでいく膨大な、ある意味時間とコストもかかることでありますが、や

はり森は大事でありますので、取り組んでいただければと思います。 

 それでは、１点目の質問はこれで終えさせていただきたいと思います。 

 続きまして、２点目でございます。日野町総合戦略の平成29年度施策検証結果に

ついて質問させていただきます。 
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 平成27年度から始まった日野町くらし安心ひとづくり総合戦略ですが、本年も日

野町総合計画懇話会より、平成29年度施策検証結果報告書が答申という形で提出さ

れました。地方創生交付金の条件としても始まった総合戦略ですが、策定や検証に

あたりＰＤＣＡサイクルやＫＰＩ等数値目標の設定などを導入したことで、政策評

価・行政評価の流れが基礎自治体にまで広がる契機になったとも言えます。 

 限られた予算の中で効果的な施策を実施し、住民への説明責任を果たしていくた

めにも、これらは必要な取り組みであり、勘や経験に依存したエピソードベースの

政策施策の立案から、科学的根拠や客観的データなどを活用したエビデンスベース

の政策施策立案を目指すことは、今後行政が進むべき方向性でもございます。 

 当然、我々議会側も行政評価について注意を払うべきでありまして、具体的施策

を評価する懇話会とはまた異なって、評価制度そのもののあり方について我々議員

が指摘することは、我々固有の責務であるとも考えております。そこでお伺いをい

たします。 

 １点目ですが、改めて日野町総合戦略の目的・位置づけ・法的根拠等についてお

教えいただきたいと思います。 

 ２つ目ですが、総合計画懇話会委員には、具体的にどの部分の検証をしていただ

いているのかお教えください。 

 ３点目ですが、答申において指摘されているとおり、総合戦略の結果は高評価な

のに人口は一層減少しているという矛盾が生じておりますが、その要因と改善につ

いてお教えください。 

議長（杉浦和人君） 町長。 

町長（藤澤直広君） 日野町総合戦略とかかわって、ご質問をいただきました。 

 日野町総合戦略策定に係る目的や位置づけ等についてでございますが、法的根拠

としましては、まち・ひと・しごと創生法第10条第１項に、策定の努力義務が定め

られております。目的や位置づけについては、日野町の人口が2060年に約１万5,900

人まで減少すると推計されていたことから、人口減少を抑制し、人口構造の安定を

目指すため、安心して暮らせる地域をつくり、その地域の魅力で交流人口および定

住者人口を増やしていくことにより、持続可能な地域をつくっていくことを目的と

して策定したものでございます。 

 総合計画懇話会にどの部分を検証していただいているのかということでございま

すが、検証していただくまでに関係各課で施策ごとに検証シートを作成します。そ

のシートに基づき、ＫＰＩ、施策の取り組みや基本目標・基本的方向を踏まえた取

り組み、さらに、それぞれに対する今後の取り組みなどを、関係課に対し直接ヒア

リングし、検証いただいております。当懇話会の検証の中では、施策の取り組みが

基本目標・基本的方向をしっかり踏まえた取り組みになっているかを、特に注視さ
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れております。 

 次に、人口減少の要因と改善についてでございますが、当町の人口減少の要因は、

死亡数が出生数より多いことによる自然減と、転出数が転入数より多いことによる

社会減によるものでございます。近年では、出生数が減少してきている一方で、死

亡数が増加していることから、自然減が大きな要因となっております。人口減少を

食い止める特効薬はありませんが、総合戦略に基づく一つ一つの取り組みを積み重

ね、住民はもちろんのこと、移住してこられる人も安心して住み続けられる、子育

てしやすく暮らしやすいまちになるように知恵を出し合い、皆さんとともにつくっ

ていくことが大切だと考えております。 

議長（杉浦和人君） 堀江和博君。 

１番（堀江和博君） それでは、再質問に移らせていただきます。大きく３点させて

いただきたいと思います。 

 まず１点目でございますが、ご説明いただきました目的等でございますが、今回

の総合戦略につきまして、ＰＤＣＡサイクル、つまり計画をして実施した後、検証

を行って改善していくという流れでございますが、その検証部分と言える懇話会の

答申、過去２回、今回も含めると３回、３年分提出をされているかと思いますが、

その内容を反映されて改善に具体的につなげておられるのか、１点目にお伺いをし

たいと思います。 

 続きまして、２番目でございます。ただいま評価シートを実際につくられて、そ

れを懇話会に見ていただいていますというご説明があったかと思います。我々議員

の方にもこちらの方、配付をしていただいているかと思います。少し具体的な部分

に対するご質問なんですけれども、お持ちの方がおられれば28ページになりますが、

ここで基本目標ナンバー１で、具体的に、施策のナンバー１ですね。創業、第２創

業の促進という施策がございます。指標名、創業塾等の受講者数をこの３年間、最

終的に平成31年が目標なんですけれども、60名の参加累計を目標とされておられま

す。 

 これはあくまで例として、ちょっと具体的に質問をさせてもらうんですが、今回

お配りいただいている平成29年の結果が、60人累計目標に対して、累計で28人の実

績であると。達成率が46.7パーセントですという表記をなされております。一見見

ると、大体５年の目標の中で半分弱ぐらい目標を達成しているのかなと、確かに累

計ではそれで合っているんですけれども、ただ、過去の資料と比較してみますと、

単年度、じゃあどれだけ参加をされているかを確認すると、平成27年時点で20人参

加されているんですね、既に。平成28年に６人。そうなりますと、今回の累計28人

を引いてみますと、平成29年はたったのお二人だけの参加であったわけです。 

 これはあくまで例ですので、これがどうこうというわけではないんですが、です
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のでこの表記の仕方も、累計の表記をどう示していくかということで見え方も変わ

ってきますし、例えばこの状況で懇話会さんに、質問したらそれは分かることなん

ですが、ぱっと見たら、それなりにうまくいっているんじゃないかなと思えたりし

ます。ただ、単年度でいうと昨年は２人しか参加されていない。そういった、ある

程度数字というものをうまく加工することによって、悪く見せることもできるし、

よく見せることも当然、できるわけです。なぜ今回、このような表記をなされたの

かということをお伺いしたいんですね。なぜなら、前回は過去の累計数が全部書い

ていましたので、単年度の参加者数がわかったんですが、今回はその部分が全て削

除されているので、累計数しか分からないという状況になっています。 

 ２点目に、こちらはなぜ昨年度のこちらのシートには書いてあったのに、平成29

年度からその部分を削除されて累計だけの表記になされたのか、お伺いをさせてい

ただきたいと思います。 

 そして、３点目の質問でございます。３点目は、先ほども申し上げましたとおり

に、総合戦略は人口減少に寄与するということを最初、目的の方でご答弁いただい

たと思います。定住人口、交流人口を増やしていくことで、持続可能な地域をつく

っていくことを目的とするのが総合戦略であるというふうにおっしゃられたわけで

すが、なのにもかかわらず、人口はいろいろな理由があるにしても減っている状況

です。ただ、施策自体は高評価というふうに評価をされているわけなんですね。こ

れは論理的に言うと、人口減少のための施策が高評価なら、人口減少に対して何か

効果が出ているわけなのに、結果は出ていないというわけなので、これはどういう

ことなんでしょうか。なぜこういったことが起こるのか、３点目にお教えいただけ

ればと思います。 

議長（杉浦和人君） 企画振興課長。 

企画振興課長（安田尚司君） ただいま堀江議員の方から再質問をいただきました。 

 １点目のＰＤＣＡサイクルに基づきまして具体的に改善につないでいるのかとい

うことでございます。はっきり言いまして、総合戦略の評価をこれだけ丁寧にやっ

ているところは実を言うとちょっとなかなか、余りないです、はっきり言いまして。

実際にかなり時間をかけていただいて、懇話会の方々にも非常にご厄介になってい

ます。１つの施策にそれぞれ担当が全て説明を10分、15分かけてさせてもらって、

その上で議論していますので、かなり時間がかかっていますが、基本的にいただい

たコメントも書いておりますけれども、昨年の指摘した事項が今年どうなっている

かというのを主に見ておられます。数字が出たこともございますけれども、これは

あくまでも数字として客観的な評価が出るものですので、実際にしっかりと評価で

きるのはここの昨年のこうやって取り組んだ、じゃあこうしてはどうだということ

を話をさせてもらったよねと。それなのに今年はどうだったの、ここはなんでこう
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できていないのという、既に次の年のときに、はっきり言いまして再度チェックを

されます。 

 そのことを踏まえて、実を言うと新年度予算の段階で、来年度どのような取り組

みを考えているのか、どういうようにしようとしているのかという形でさせていた

だいています。ですから、具体の例というのはいろいろありますが、急にどれやと

言われると、ちょっとなかなか出ないんですが、そういう仕組みでさせていただい

ているので、実際のところ、私はＰＤＣＡサイクルとしてしっかり機能しているん

だというふうに理解をさせてもらっております。 

 それから、この表のあらわし方でございますね。これはもう、単純に言いまして、

申しわけございません、紙面上の話だけです。紙がどんどん大きくなるので、それ

を削除されただけの話であって、目的としては先ほどおっしゃったように単年度の

評価は当然、今の懇話会の中でさせていただいていますし、その数字も出ています

が、明記としては、あくまでも目標達成に向けてやっている部分での今の状況を示

すためのものでございますので、紙面をもっとすればそこからできんことないです

し、昨年の部分と比較ができる部分についても一定、紙面をとらない中で簡単に比

較できるようにはさせていただいているんですが、この部分を去年と同じようにす

ると、また倍々と形になってくるので、ちょっとこんな形にさせていただいたとい

うのが原因でございます。 

 それから、人口減の中で、これを取り組んでいるのに人口減やなという話でござ

います。おっしゃるとおりでございまして、報告書にもございますように、一番最

後に補論という形で一応、会長の方がおまとめになっています部分にございますよ

うに、この中にありますように、いわゆる人口減少が進んでいるということで、そ

れの対策をしているのに、一方で人口は減少して歯止めになっていないではないか

というような見解があるのは事実やろうということで書かれています。しかし、日

本全体の少子高齢化の中で、日本中の市町村が総合戦略に取り組んでいる中で、今

や人の奪い合い状況に陥っているという状況であります。人口増を実現するのが困

難な状況でございまして、その中で第２次総合戦略の成果が原因となって、直接的

に結果として日野町の人口増になるという関係には、実を言うとないということを

おっしゃっています。 

 というのは、いろいろな施策をしているというのは、それが即、人口増につなが

るものではないんだということです。それはどういうことかといいますと、この総

合戦略を取り組む成果によって、住みやすい日野町、そして住み続けたい日野町と

いうことの、いわゆる人口流出の抑制とかＵターンなどの移住者を増やすとか、子

育てのしやすい環境をつくるとか、子育て世帯を支えるような出生増につながるよ

うな環境をつくるというところまでしか、いわゆる環境整備しかできない。その結
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果はその中で確かにいろいろあるだろうけれども、今、全体で、日本全体が減少し

ている中で、それを求めるのは非常に、直接それを人口増に結ぶというのは非常に

難しいんだという評価をいただいているとおり、私の方も、とにかく先ほど、この

議会でもお話をさせてもらっていますとおり、定住移住促進ビジョンの、この総合

戦略のビジョンがあるように、定住の方、それから移住含めて、いかにこの町で住

みやすいかということを実感していただく中でそれを実現していくんだということ

でございますので、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

議長（杉浦和人君） 堀江和博君。 

１番（堀江和博君） それでは、再々質問とさせていただきたいと思います。 

 ただいま、こちらは質問ではないんですけれども、評価シート紙面上、確かに前

回のは長かったよなと僕も思っておりますので、今回見やすくなったなと思います

ので、多分そういう理由もあるんだろうなと思いました。 

 ただ、やはり見え方が変わってしまいますので、例えばエクセルでつくっていら

っしゃるんだったら、過去の数字ぐらいはちょっと上の方にどこかに入れ込むこと

はできるのかなと思うので、今後ご検討をいただいた方が、より客観的な映り方を

したシートになるんじゃないかなと思いますので、ご検討をお願いしたいと思いま

す。 

 その上で、再々質問なんですけれども、ただいま最後に高評価なのに人口減少に

なってしまっているという質問に対しまして、答申の内容も踏まえて、必ずしもそ

こが論理的に整合性があるとは残念ながら言えないというのも、一方で現実として

ありますというお話をいただきました。確かにそういう部分もあり得るのかなと思

います。 

 ただ、頑張ってくださっているというのはわかった上でなんですけれども、もう

一方で施策同士がロジック、よく山田議員が言われるんですけれども、ロジック、

論理的に整合性があって最終的に大目的に貢献するように更正されていないので、

それが、例えば事業が達成したらこういう施策全体にこのように寄与されて、それ

でそういう施策が全て寄与していくと大目的の人口減少につながっていくというふ

うに、そういった論理段階でそもそもつくっておられないと思いますので、そうい

ったロジックを整えていく、それが最終的な成果を生んでいくというふうに考え直

すというのが非常に必要じゃないかなと思っております。 

 そういった意味で、１つ目の質問なんですが、答申にも書かれていることで、Ｋ

ＰＩの達成度が高かった施策については、数値目標の数値設定が甘過ぎなかっただ

ろうかと。主要な担当部局において数値目標の数値設定の整合性について検討する

必要があると考えられるというふうに答申には書かれております。先ほどの答申を

引用されるのであれば、こちらのＫＰＩを設定し直すということも、同様に採用さ
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れるべきでありますので、今後ですけれども、このＫＰＩの修正を考えていかれる

べきだと思いますので、その点について１点目にお伺いをいたします。 

 そして、２点目でございますが、今回、基本目標２、施策ナンバー３、日野の「た

から」情報発信の推進において、ＫＰＩとしてホームページのアクセス件数を挙げ

ておられます。ちょっと具体的な話になりますが、ＰＲを目的とするのであれば、

ホームページはさまざまな方がさまざまな意図で利用されていますので、情報発信

とかＰＲに関するページのアクセス数にＫＰＩを限定すべきだと思うんですね。こ

れは１つの例なんですが、このようにＫＰＩの妥当性ということも踏まえるべきだ

と思っています。この点について、先ほどとちょっと重複していますけれども、２

点目に質問をさせていただきます。 

 そして、最後です。今回、総合計画懇話会の皆さんが本当に度重なる評価をして

くださっていると思います。その委員の選定ということにつきまして、日野町総合

計画懇話会運営規則を拝見しますと、その４条には学識経験を有する者、団体から

推薦された者、その他町長が必要と認める者のほかに、公募により選出された住民

と記載がなされております。確か過去の懇話会の方に公募で選出された方もおられ

たと思いますが、現状、いない状況であるかと思います。現状なぜおられないのか、

なぜ公募をされていないのか、広く住民の意見を集める懇話会ということであれば、

必要かと思いますが、そのあたりについて３点目にお伺いをいたします。 

議長（杉浦和人君） 企画振興課長。 

企画振興課長（安田尚司君） １点目に、ロジックとＫＰＩの話をいただきました。

ロジックの部分につきましては、作成過程の中で１つは国の方、それから県の方か

ら、いわゆる雇用という部分、それから交流、人の流れという部分、それから子育

ての部分、出産、子育て、結婚と、それからあと、暮らしの安定といいますか安心

といいますか、その４つが方向として来たわけでございます。それはもう、国から、

県から、それに基づいて町もそういう視点でつくらせてきていただいたという経過

があります。ありますので、実を言うと、下からずっと上げてフリーのようにやっ

ていくと、それはロジックとしてきれいになっていくんだろうというふうに思うん

ですが、実を言うとそのような方向でやれみたいな形で来たものですから、これに

合う施策はどれかという形でずっと積み上げたものですから、若干どうだろうな、

これはロジックとしてどうだろうなというのは否めないところは確かにあると思い

ます。ただ、それぞれの施策を充実することによって、一つ一つ、住みやすい、そ

れから生みやすい、育てやすい、いろいろな環境は整っていくんだろうということ

で、大きくはロジックとしては難しいけれども、大きく整っていくところはここま

で行くんだろうなという形で進めさせてきていただいたのが現状でございます。 

 ですから、そうした意味では、昨日の議会の中でも話がありましたように、それ
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ぞれの施策が、最終の部分がどうなんだという話がありましたけれども、それぞれ

の施策をすることによってみんなが安心して暮らせるという１つの大きなビジョン

として取り組んでいるというようにもう、進めさせていただいているということで

ございます。 

 ＫＰＩにつきましては、おっしゃるように実を言うともう、目標を超えているも

のもございますし、ただ、このＫＰＩの設定というのは非常に難しかったわけでご

ざいます。ですから、数字を出すということは、この目的に合った数字、その施策

に合った数字というのは非常に難しゅうございます。一部を取り出すしかないとい

うのもありますし、その一部も数字として出てくるものでないとなかなか出せない

ということですので、できる中で全て工夫してさせていただいていますけれども、

ただ、予想よりも割にあれやなというのは確かにあったので、その辺についてはや

っぱり、もう少し上を向いてしっかりと取り組むという意味からすれば、ＫＰＩの

見直しというのは必要かなというふうに思っています。 

 それから、具体的な例でいただきましたホームページのアクセスの関係ですね。

これにつきましては、恐らくアクセスする限定の中のどれにするかの、限定してそ

れがいわゆる数としてカウントできる機能があるかどうかというのが話になってく

るので、恐らくそこの部分で、先ほど言いましたようにＫＰＩの設定の中でこれし

かできひんなということで、恐らくされたものだというふうに思っております。 

 それから、委員の選定の部分でございますが、先ほどおっしゃったように懇話会

が設定されています。この懇話会、今ずっと続けてさせていただいている部分とい

うのは、確か第５次総合計画の中間評価を実施しているさなかに、実を言うと総合

戦略を策定するという方向になったわけでございます。その中で、総合戦略の策定

にあたって懇話会で部会を持っていただきまして、その部会がそのまま引き継いで

この評価をしていただいていますので、その中に公募委員さんがいたかどうかとい

うのはまた別にして、当たっているメンバー、部会であったメンバーがそのまま引

き継いでその経過を知っている、当然つくるときの経過を知っている方に入ってい

ただこうということで、続けてお願いをさせていただいているという状況でござい

まして、ただ、団体等にはどうしても役員改選とかございますので、それにつきま

しては団体さんについてはできるだけ引き続いてお願いしたいと言ってはいますが、

その団体のご都合がございますので、交代をさせていただきますが、核となる方々

については引き続きお願いしたいということで、お願いをさせていただいている状

況でございます。 

議長（杉浦和人君） 堀江和博君。 

１番（堀江和博君） 最後にということで、最後の話の今お答えいただいたホームペ

ージに関して、多分ページ数、単体でカウントできると思いますよ。その辺は後藤
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議員が多分、詳しいのかなと思いますけど、多分、技術的には可能だと思いますの

で、今後、もし見直しということをしていく経過があれば、ご検討いただければと

思います。 

 最後に要望ということで、今回、３年終わられました。なかなか難しい面もあっ

たりとか、形骸化していしまいそうなところもあったりすると思うんです。ただ最

後の答申のところに先生が書かれているとおりに、行政の業務を可能な限り客観的

に捉えて、反省して修正する部分は修正して、次につなげるというようなサイクル

をつくるというのは今後、庁内の政策立案能力というものを高めていく、全体で高

めていくということに関しては、非常に大事な取り組みであるかと思います。 

 そういった中で、先ほどＫＰＩの修正等も検討というようなお話もあったかと思

います。そして、私は所属しておりませんが、人口減少対策特別委員会の方で具体

的にまた議題に挙げられるということで、さらによいものにつながっていくように

お願いを申し上げまして、私の質問とさせていただきます。 

議長（杉浦和人君） 次に、13番、對中芳喜君。 

13番（對中芳喜君） それでは、働き方改革、長時間労働問題について質問をさせて

いただきます。 

 森友・加計問題での国政の私物化を皮切りに、国会のルールを無視、ごまかしの

強権政治を押し通す安倍政権が、先の196通常国会の最重要法案と位置づけた働き方

改革一括法案が、自民、公明、維新の多数の力で強行されたことは記憶に新しいこ

とであります。働き方改革一括法は、一口に言いまして長時間労働の解消、過労死

根絶にはほど遠い内容であるということであります。 

 １つには、高度プロフェッショナル制度、つまり略して高プロといいますけれど

も、これが導入されたということであります。それは、一定の年収のある特定の専

門職労働者には、本人の同意を要件として、労働基準法で定められた労働時間や休

日・休暇の適用がされず、どんなに残業を行おうが残業代は１円も払われず、何時

間働いても収入は同じなど、いくら特定の専門的な労働者といえども、長時間労働

をさらに悪化させるものであります。安倍首相は、岩盤規制に穴を開けると豪語し

ておりましたが、むしろそれどころか、労働規制の壁そのものをなくすというとん

でもない内容と言わなければならないと思います。 

 ２つには、時間外労働の規制が法律に盛り込まれましたが、過労死を招く残業時

間を容認したことであります。これまで時間外労働の法的規制はありませんでした。

厚生労働大臣の基準告示で週15時間、月45時間、年360時間と示されているだけであ

って、労使間で協定さえ結べばいくらでも時間外労働を命じることができました。

しかし、今回のこの改正で、労使協定で定める時間外労働の限度時間は原則月45時

間、年360時間を上限とする、さらには業務量の大幅な増加等に伴う臨時的労働の場
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合には月100時間、年720時間、２カ月から６カ月の平均で月80時間まで延長できる

としていることであります。この月100時間、また２カ月から６カ月の平均で月80

時間という延長時間の上限は、過労死ラインそのものと言わなければならないと思

います。 

 今日の医学では、時間外労働が月45時間を超えると健康障害との因果関係が見ら

れるようになり、月60時間を超えると一段と関連性が強まると言われております。

また、健康障害は長時間労働に起因することから、月100時間、２カ月から６カ月平

均で80時間を過労死ラインとして、労災認定などの基準として定められているわけ

であります。このように、いつ過労死してもおかしくないというような長時間労働

を法で認めることは、大変重大なことと言わなければならないと思います。 

 長時間労働は、働く人の身体と心の健康を傷つけるとともに、家族や子育て、地

域社会など、健全な発展にも大きな妨げとなるものであります。やはり労働時間の

大原則は１日８時間労働であります。８時間は仕事のために、また８時間は休息の

ために、残りの８時間は自分の好きなことのためにと言われるような人間らしい生

活という観点から、働き方改革、長時間労働問題を注視していくことが今、特に大

切だと思うのであります。 

 以上の事柄を前提としながら、次の点について伺いたいと思います。 

 まず最初に、町職員の職場での時間外労働問題について聞かせていただきます。

今、時間外労働時間につきまして、日野町の職員労働組合でも毎年、組合員の調査

を行っております。この中で明らかになったのは、月45時間以上が増えてきている。

さらには60時間から80時間、今年の上半期でありますけれども60時間から80時間ま

で時間外をやった方が45人、さらに80時間以上やっている方が21名、また100時間以

上も行っている方も出てきているという状況であります。この調査につきましては、

100パーセント出されているわけではありませんけれども、確かな指標だと私は思う

わけであります。この中で、長時間労働の解消には、努力は町はされていると思う

わけでありますけれども、やはり常態化傾向は解消されていないと思うわけであり

ます。 

 公務員職場での長時間労働が解消されていない要因の中には、サービス向上とと

もに事務量の増大によるものがあることは確かなことであります。同時に、仕事量

に見合った職員数にも要因があるのではないでしょうか。町職労の人員を増やすと

いう粘り強い要求が毎年のように出ておりますけれども、その中で町職員数は若干

増やされてもおります。この2009年まで、国からの集中改革プランによって自治体

職員を削減する押しつけがありました。そのことはご承知だと思います。当時、職

員数は削減により207名まで減らされましたけれども、今日では220名にまで回復し

てきております。しかし、長時間労働の解消や労働条件の環境が改善したとまでは
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至っていないわけであります。 

 そこで伺いますけれども、長時間労働の実態の推移とともに、長時間労働の改善

策に努力されておられますけれども、その成果を伺いたいと思います。 

 ２つには、女性職員の中途退職者が多いという問題であります。ここ数年来、退

職年齢を待たず退職されるなど、中途退職者が多く見られます。その中でも女性職

員が多数を占めているわけであります。経験豊富な女性職員が退職されることは、

町行政にとっても大きな損失と言えるものではないでしょうか。長時間労働、深夜

労働をしなければならない職場環境のために、働き続けたいと考えていた職員がや

むを得ず退職に追い込まれる状態になっているのではないでしょうか。女性職員が

働きやすい職場づくりは大切なことではないでしょうか。改めて近年における実態

はどのようであるのか、またそれらに対する町当局の認識と考えを伺いたいと思い

ます。 

 ３番目に、公立学校での教職員の働き方、長時間労働の問題についてであります。

今、小学校、中学校をはじめ教職員の長時間労働が社会問題化されておりますこれ

らは単に長時間労働という問題だけではなくて、子どもの教育にもかかわる大問題

だと言えるものであります。文部科学省は平成16年度、この実態調査を行われまし

た。時間外勤務が月45時間を超える教職員は小学校で82パーセント、中学校では89

パーセント、さらに過労死ラインと言われる月80時間を超える小学校は３割、中学

校は６割など、まさに学校がブラック職場と言われるような驚く調査結果が発表さ

れたわけであります。 

 そのような中で、この町の教育委員会として、公立の学校の教職員の働き方、時

間外労働につきまして、その実態把握ならびに改善策についての取り組みを伺いた

いと思います。 

議長（杉浦和人君） 13番、對中芳喜君の質問に対する町長ならびに教育長の答弁を

求めます。町長。 

町長（藤澤直広君） 長時間労働の問題とかかわって、ご質問をいただきました。 

 まず、職員の時間外勤務の状況ですが、今年度の上半期では、一月45時間を超え

る時間外勤務をした職員は49名であり、昨年度の上半期と比べ５名の増となりまし

た。また、職員１人当たりの１カ月の時間外勤務の時間数は平均18時間であり、昨

年度と比べ２時間の増となっております。行政要望の多様化や専門化する課題への

対応、国・県等の制度改正による事務量の増加に加え、選挙や台風等への対応が要

因であると考えております。 

 過度の時間外勤務は心身への影響も懸念されることから、課題であります。この

ため、退庁を促すため「蛍の光」のメロディーを毎日、午後８時45分と午後10時に

鳴らしているほか、毎週水曜日のノー残業デーを徹底するため、管理職員による職
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場巡回も実施しております。 

 各種制度の新設や改正、多様な行政要望等に対応するためにも、今後、人員配置

などの対応も考慮し、職員が健康で生きがいを持ち、住民の皆さんとともに行政を

進められる職場環境づくりが必要と考えております。 

 次に、職員の中での中途退職についてでございますが、女性、男性ともに、毎年、

定年を待たずして退職されておられます。過去５年で見ますと、定年前の退職者数

は29名で、このうち女性職員は18名であります。役場職員として培われた豊富な識

見と卓越した手腕をもって、定年まで町政伸展に貢献いただくことを願うところで

ございますが、個々の事情も尊重することも大切であり、難しい面もございます。

女性、男性ともに職員が定年まで働き続けられる職場や社会の理解などが大切であ

るとともに、引き続き周囲に相談しやすい職場体制や長時間勤務の縮減に取り組ま

なければならないと考えております。 

 公立学校の教職員の時間外労働の部分については、教育長より答弁させていただ

きます。 

議長（杉浦和人君） 教育長。 

教育長（今宿綾子君） 公立学校の教職員の働き方改革等についてご質問をいただき

ました。 

 長時間にわたる超過勤務の常態化は、教員の心身の健康を損ない、また創造的に

教育に取り組む活力や児童・生徒と向き合う時間を奪うことにもなりかねません。

このようなことから、学校における働き方改革につきましては喫緊の課題と受け止

めているところでございます。 

 町の教育委員会におきましては、滋賀県教育委員会の学校における働き方改革取

組方針に基づきまして、平日の超過勤務時間が月45時間以内となるように基準を取

りまとめまして、本来の業務である授業や児童・生徒の指導に専念できる環境を整

える取り組みと考えてしているところでございます。また昨年度３月には、町の教

育長と各校の校長の連名で、保護者宛てに、これらの働き方改革の取り組みについ

てのお知らせとご理解をいただく文書を発出したところでございます。 

 教育委員会におきましては、まず個々の教員の超過勤務の実態を把握することが

大事というふうにさせていただいていまして、超過勤務時間が45時間を超える教員

の割合を、小学校では40パーセント以下に、そして中学校では50パーセント以下に

するように数値目標を掲げました。そして、そのための取り組みとしましては、繁

忙期の学校行事、また会議の精選、また校務分掌の見直し、そして学校に学習支援

員ですとかスクールサポートスタッフ、また部活動の指導員の配置に取り組みまし

て、環境整備の面での対応を始めたところでございます。 

 さらに、中学校の部活動につきましては、平日、月曜日から金曜日までの５日間
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のうちの１日、また土曜日・日曜日はいずれか１日と、合わせて週２日以上の休養

日を設定しました。また、朝練習は原則行わず、教員や、また生徒にも過度の負担

がないように活動の基準を定めています。また、月に80時間を超える時間外勤務の

教員につきましては、心身の健康に心配がないかということを各学校でも配慮して

いただきまして、本人の希望があれば医師の面談ができるという仕組みをつくりま

した。さらに校務支援体制の効果的な活用方法を提示して、事務の軽減に努めてい

るところでございます。 

 これらのことによりまして、教員の勤務時間の10月期の把握実績調査の結果から

は、超過勤務時間が45時間を超える町内の教員の割合につきましては、小学校では

昨年度もまた10月に調査をしたわけでございますが、昨年度の65パーセントから今

年度59パーセントになりまして、中学校では、昨年度の91パーセントから今年度81

パーセントに減りました。まだまだなのではございますけれども、それでも徐々に

改善が見られる結果となりました。 

 中教審の指針も先日出されましたので、そうしたことも参考にしながら、今後も

教員の心身の健康を図り、教材研究や子どもと向き合う時間を確保して、質の高い

総合的な指導ができるように、環境整備、そしてまた意識改革の両面から粘り強く

取り組んでいきたいと考えております。 

議長（杉浦和人君） 對中芳喜君。 

13番（對中芳喜君） それでは、ちょっと再質問させていただきたいと思います。 

 最初の①の町職員の時間外労働の問題でありますけれども、私、ぜひ聞かせてい

ただきたいのは、今、国自体も週45時間をひとつめどにしということで、法的に明

記されるわけでありますけれども、この45時間以内に抑えるという点の決意での改

善策をやっているのかどうかという、単に今、状況をつかむだけでなくて、そうし

たら具体的に45時間以内に抑えるためにこのようにやっているんやという、そこら

をひとつ、ぜひ聞かせていただきたいということを思います。 

 といいますのは、例えば事務量ひとつとってみても、県に出すような事務量でも、

県も時間外労働の長時間労働の問題は頭に描いておられると思いますので、当然、

この事務量を軽減していくという点では共通する部分があると思いますね。当然、

国もその点、問題だと思いますけれども、そういう県と町との事務量の軽減をどの

ようにしていくかということも、同時に45時間以内に抑えるという決意のあらわれ

に出てくるんではないんかなと思うわけであります。そういった点についてのお考

えをぜひ聞かせていただきたいと思います。 

 それから、２つ目につきまして、女性職員の関係でありますけれども、もう皆さ

んもご承知だと思いますけれども、議会の中でも見ても分かるとおり、女性の幹部

職員さんがやっぱり少ないということが分かると思います。一時はここ約８年、９



 

3-95 

年、10年ほど前までは幹部連中の中にも女性の方が複数おられました。これが相当

今、厳しい状況になっているのが今の実態だということだと思うわけであります。 

 そういった中で、日野の町職の女性部の中にこういった意見を述べられておりま

す。例えば、これを読ませていただきますと、近年子育て世代の女性職員が多い中、

お互いの周りの仕事をカバーしたくても職場には余りに余裕はなくて、残業や休日

出勤をしなければこなせない手一杯の状況で、助け合えるゆとりがありません。ま

た、ある職場では産休が重なったことで人員が足らず、育児休暇中の方に１カ月早

く復帰してもらったらという話も聞きました。妊娠、出産の可能性のある職員同士

が同じ職場にいると、休暇もとりにくく補充の問題もあり、職場も回らない状況に

なってしまいます。そんな先輩方の姿を見て、今後、結婚、出産を迎える女性職員

も働き続けていくビジョンが持ちにくいと感じておりますという声があります。 

 これはごく一部でありますけれども、中にはアンケートなんかに、私も読んでい

まして、いろいろ仕事をやっておりますけれどもいつやめようかなということを思

いながら仕事をやっているんだという職員さん、ずばりアンケートで述べられてい

る方もあったわけでありますけれども、つまり本人さんが、これは本人の問題やと

いうことでなくて、そういう体制、背景があることに、私は問題かなと思います。

個々の問題でなくて、組織的な、そういう体制的な問題であるという、ここをやっ

ぱり深刻に受け止めなければならない。そのために女性が働きやすい職場づくり、

これを真剣にやっぱり考えていかなければならないと思います。つまり、職員の労

働組合、女性部の方も含めて膝を交えて町の幹部と一緒にどうしていったらいいか

というところも含めてやらなければ、単に交渉でやっているようなことではいかな

いということを、私は特に思いたいわけでありますけれども、そういった点につき

まして、女性が働きやすい職場づくりに頑張っていくという決意も、ぜひもう一度

出していただきたいと思います。 

 ３番目に、教職員の関係であります。教職員の関係は特に日野であれば県の職員

でありますので、直接人事権はないわけでありますけれども、公立の小学校や中学

校を持っている日野の教育の中心である教育委員会が、やはり時間外労働に対して

はきちっと物事を見ていく必要があるんではないかという意味で、出させてもらっ

たわけであります。 

 そこで、ぜひ聞かせていただきたい。先ほど言われましたけれども、実態把握に

つきましては校長さんがぐっと握っておられるのかどうか、それが絶えず教育委員

会に反映されてきているんだなとは思いますけれども、その点がどうか、ぜひ聞か

せていただきたいと思います。 

 同時に、私はよく、今、問題にされているのは、いろいろ働き方改革法が通った

中で、中央教育審議会が教職員はこうあるべきだといういろいろの提言を出すよう
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に、今、新聞にも出ておりますけれども、その中で時間外労働の上限を45時間にす

るというのを決めておられますけれども、日野町の場合も45時間を超えている方が

現実、相当おられまして、これを最低限、日野町は45時間を超えることを小学校で

あれば40パーセント、中学校であれば50パーセントに抑えますということを言われ

ているけど現実はそうでない、もっと多いわけでありますけれども、私、ちょっと

心配するのは、45時間の上限を以下にするということをどこまでするのかというの

がポイントやのに、超えることを４割、５割までしますということは、上限を超え

ることそのものを認めているという方向を出されていることは、ちょっと問題かな

ということを思うわけですね。 

 そういったことから、どういうことがほんまに必要なのかといえば、例えば授業

時間を１人の先生が４時限持つ人、６時限持つ人、５時限持つ人、いろいろあると

思いますけれども、これをやはりきちっと４時限ならば４時限を持つ、４コマとか

言われますけれども、そういうことによって、余る時間があって、その余る時間で

授業の準備、生徒との接触とかいったことをやる、そういう教育の時間外を減らす

対策も今後必要かなという、これは日野町だけでできない問題だと思いますけれど

も、そういう時間外労働に対して教職員の関係は特に踏み込まなければなかなか、

ちょっとできない部分があると思いますけれども、その点についてのお考えを聞か

せていただきたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 副町長。 

副町長（髙橋正一君） 對中議員の方から再質問をいただきました。 

 働き方の改革、長時間勤務の問題につきましては、公務だけに限らず私の企業の

ところの中でも大きな問題となっているところでございます。その中にありまして、

先ほど議員の方からも申されましたように、住民ニーズの多様化、また事務量の増

大ということによりまして、おっしゃっていただきましたように、また答弁させて

いただきましたように、時間外勤務については減らしていきたいという思いでいろ

いろな取り組みをしているところではございますが、昨年同期といいますか、今年

の上半期でいいますと、少し平均で増えたと、そんな結果になっているというとこ

ろでございます。 

 もちろん、町というか私としましては、職員の増員によってこういう時間外を減

らし、そのことによって住民さんのサービスを向上させていきたいと思うわけでご

ざいますけれども、やはりそこは全体の財政状況ですとかいうものも当然、関係し

てきますので、なかなかそう簡単にそういうことを、一気に人数を増やすというこ

とにならないということも、ここが苦しいところでございます。 

 そういう中にありまして、１つは時間外が集中するといいますか、仕事につきま

しては、何とか分散して課の中でできないか、また課を変えて分散してできないか、
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そういうことの研究ということでもさせていただくということが１つ大切かなとい

うふうには思っているところでございます。しかし、それは全部押しなべて皆さん

にしていただくというような、事務の内容によりましてはなかなかそうもいきませ

んので、そこは１つずつ潰していかないと無理かなというふうに思っているところ

でございます。これは県の方も国の方も同じようなことに、業務がつながっており

ますので、先ほどおっしゃられましたようになるかなと思いますが、そういうこと、

それからまた、先ほども言いました、週のうちこの日はとりあえずこの時間で帰り

ましょうということをさせていただくなどして、やはり一番職員の健康というもの

が心配でございますので、そこに影響が及ばないようになるように努力をしていか

なければならないというふうに考えているところでございます。 

 また、女性職員の早期退職といいますか、その面もおっしゃっていただきました。

おっしゃっていただきますように、女性職員の早期に退職される率が高いというの

は、そのとおりかなというふうに思ってございます。やはり、職責が増えてくると

かいうことになりますと、どうしても休日ですとか時間外に行かなければならない

ような仕事も当然、あるわけでございまして、そこはなかなか難しいところがある

んかなというふうに思ってございます。 

 しかし、おっしゃいましたように、私も思いますけれども、せっかく培ってきて

いただいた業務の蓄積といいますかを町としては、その方が早期退職されるという

ことは大きな財産を失うということになりますので、そこもやはり、おっしゃって

いただきましたように少しでも、これは女性だけに限りませんけれども、職員が働

きやすい環境をつくっていくということに向けて取り組んでいくということでさせ

ていただきたいと思いますし、職員の配置につきましても、先ほどありましたけれ

ども、そういうことに向けて十分考えながら配慮させていただきたいというふうに

思っているところでございます。そういう中で、できる範囲の中で少しずつ改善で

きるように取り組んでいきたい、そんなふうに思っているところでございます。 

議長（杉浦和人君） 教育委員会次長。 

教育次長（望主昭久君） 對中議員、教職員の長時間労働についてのご質問、再質問

を頂戴したところです。 

 教職員の学校における働き方改革、その部分の意識が、最近まではそんなことが

余り言われておりませんでしたので、学校の先生自体もなかなか、その辺の意識の

向上もなかったということもございます。現実に、今現在の労働時間であるとかい

うのを管理しているのは、教頭先生がほぼ各職員さんの勤務状況を把握しておりま

す。それを校長に伝え、学校として一律に管理をしていただいているところでござ

います。 

 今まで教職員の給料体系自体も月額の給与に対して時間外を含むような学校教職
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員の体系になっておりますので、今までから時間外という概念が少しなかったのは

事実やというふうに思っております。ただ、昨今の状況を見ていますと、時間外に

おける先生の仕事量に対して、かなり過度な負担がかかっているということは世間

でも言われていますとおり、これは現実やというふうに思っております。 

 45時間以上を以下にするという、その辺の基本的な考えは最近出ておりますので、

それで日野町の方もやっていこうと思っているんですが、なかなか急にできません

ので、今現在思っているのが、45時間を超えない月を、人を40パーセント以下、中

学校では50パーセント以下にしようというような上限目標を立てているところでご

ざいます。確かにそれ以上やる人はどうするんやということもあるわけなんですが、

最近、そのような意識を持って徐々に変えていかなあかんと、一朝一夕にはできひ

んのかなというふうに思っております。 

 また、先生の仕事につきましても、学校ですと８時過ぎに来たらいいんですが、

当然、学童さんの通学される関係と指導とかで、朝早くから学校に来られています。

また、下校時には下校指導ということで、また同じ集落の方へ向かって先生も歩い

ていってもらったりしております。掃除の時間であればまた先生が生徒の掃除の指

導をするという、勉強というか教師が教える以外のことも、全て学校の中ではして

いかなあかんということでもございます。 

 その中には、そのような学習と違う部分については、単純な労働作業については、

学習支援の中でも校務支援ということで、そのようなことをスクールサポーターと

いうことで担ってもらう人を今年度つけておりますが、それも町がつけていること

でありまして、実際に県費職員につきましては、県自体、国自体がその辺の働き方

改革をするには人が不足しているという状況を踏まえた中で、財政的な支援も当然、

してもらわないとなかなか、その辺が進みにくいことかなというふうに思っており

ますので、今後、もっと県の方、国の方にもその辺のところも要求した中で、先生

の働き方改革につながっていくのかなというふうに感じています。 

議長（杉浦和人君） 對中芳喜君。 

13番（對中芳喜君） 町職員の関係の中で、特に今、女性の職員の問題、それから町

職員全体の時間外労働の問題で、やはり共通している点があると思います。先ほど

副町長もそういったことを言われましたけれども、やはり共通している点は人員確

保が必要ではないかなということを思います。現在、この間も見ておりましたら、

日野町の職員を正規、保健師さんかな、１名募集しますといってぱっと回覧が来て

おりましたけれども、ああいうことでやらなきゃならん対応があったということで、

踏み切られていることは大いに必要であると思うわけでありますけれども、人員確

保について本当にきちっとやらなければ、仕事の時間外をするのは個人の問題でな

い、やっぱり１人でも２人でも職員を充実さすんだという観点を絶えず持っていた
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だきたいということを、私は特に思うわけでありますけれども、その点についての

お考えをぜひ、もう一度聞かせていただきたいと思います。 

 また、教職員の関係につきましては、県教委も含めて国全体がそうでなければな

らないと思いますけれども、確かに今、教職員さんがきちっと学校、朝８時10分ぐ

らいから夕方４時半過ぎまでの勤務、当然それが普通の勤務でありますけれども、

実際は８時、９時までおられるのが実態。この２時間、３時間の分については、時

間外は出ませんけれども、基本給の４パーセントの教職員手当みたいなものがつい

てあるという、これで皆賄って、いくらでも残業しても４パーセント以上は絶対も

らえないということになっているわけですね。こういう実態で、やっぱり上限がな

かったという点があったわけです。 

 そのために今、国自体も何らか形で動かざるを得んような状況に今、押されてき

ていることは、ある意味では前進な部分もあるわけでありますけれども、この中で

私も特に勤務している間にいろいろなことができる時間が要るわけですね。それが

授業ばかりやっていても、あと余裕がないまま、しゃあない、その余裕がないので

５時以降にする、こういう傾向をやめさせるような状況をやっぱり変えていく必要

がある。そのためには、先ほど言いましたが、６時間持つ授業を５時間持つとか４

時間持つとか、そういうようなシステムを変えていくことによって先生そのものの

ゆとりができてくるんではないかなと思います。そういう観点も特に必要かなとい

うことを私は思っているわけです。 

 もし、そういった点についてお考えがありましたら、聞かせていただきたいし、

先ほど答弁の中でちょっと気になったのはこういう話です。町の教育委員会では超

過勤務時間が45時間を超える教職員の割合を、小学校では40パーセント以下にしま

す、中学校では50パーセント以下にするといった数値目標を掲げましたということ

を言われました。これは、ある意味では、これを裏返してみれば45時間を超えない

人は６割、中学校であれば５割というふうに見るのかな、つまり超えることをこれ

だけにするというよりも、超えない部分をこれだけにするというのが、ちょっと言

葉的にどうなのかな、ちょっとそこを言葉の解釈で、ちょっとおかしいかなという

ことを思ったわけです。そういった意味で私は言ったわけでありますけれども、こ

こにつきましても私は、結果的に教職員さんの人員配置もやっぱり問題だと思いま

す。それも、これは県教委も含めて大いに議論してもらうべきではないかなという

ことを思います。 

 そういった意味で、よく言われます学校の学習指導要領によって昔は週６日の学

校が今、週５日になりました。週５日になっても週６日のときと同じ時間数をやっ

ているわけですね。だから、授業が１日少ないのに授業時間は同じということにな

れば当然、過密になることはもう、明らかなわけです。そういった点から見ても、
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やっぱり教職員の人員増というのも特に必要かなということを考えておりますけれ

ども、ぜひ教育長の方からも、県教委にもそういった話も出してもらうようなこと

も必要かなということを思いまして、私は聞かせてもらったわけです。ぜひ、その

点についてもお考えがありましたら、聞かせていただきたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 総務課長。 

総務課長（藤澤 隆君） 對中議員より、女性職員の例をとっていただきまして、人

員確保の考えということでございます。 

 １つ、保健師の募集の件で言っていただきましたけれども、本年度は１名募集を

今現在しておるわけですけれども、なかなか確保が難しいということで、２回目の

募集で今のをさせていただいているところでございます。専門職にあっては、非常

に一般事務の者がなかなかかわりができるものではございませんので、何とか確保

したいと、そんな思いで再度、募集をしているものでございます。 

 全体的な人員の確保でございますけれども、基本的には各所属から業務量がどん

な国やら県の事業の変更なんかで増えていくか、そんなこともヒアリングをしなが

ら、全体の事務量、それから人員が必要という部分を、ヒアリングを受けながら人

員を検討して募集しているわけでございます。なかなか、当初思っていた募集とは

違った結果と、退職等ありまして、結果となる場合もあるわけですけれども、そこ

は全体の事務量を検討しながら適正な人員を確保していくという思いでございます

ので、どうかよろしくお願いしたいと思います。 

議長（杉浦和人君） 教育長。 

教育長（今宿綾子君） 對中議員がおっしゃっていただきましたように、教職員の意

識としましては、これまで超過勤務という意識がなかなかなくて、私も現職のとき

を振り返ってみますと、それこそ子どもたちが下校して会議等も終わって、６時、

７時ぐらいになって、さあ、これから自分の時間だと、自分の仕事をする時間だと

いうので丸つけをしたりとか、学校の現場といいますのは授業と、それから生徒指

導と、そしてまた教育相談、掃除の時間等も含めて一体となって指導することによ

って、子どもたちとの関係、また保護者との信頼関係を結んでいくというような文

化といいますか、考え方があったかなというふうに思いますが、それが本当にいろ

いろな課題等、いろいろなものが学校の中に入ってくるという中で、なかなか解決

できないというような現状が出てきているというのも事実でありますし、朝７時ぐ

らいから子どもたちの登校を迎えて、そしてまた夜８時、９時まで仕事していると

いうのが常態化していると。また、土曜日、日曜日、中学校におきましては部活動

の指導がありますし、小学校におきましては平日できなかった仕事を土曜日、日曜

日に何とかこなして次の週の準備をするというようなことが、それこそつい先日と

いうか、私が現場におりましたときの学校現場の様子でございましたが、ここ近年
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で働き方改革ということが大きな課題であるということで、議論に上がってきてい

るというふうに思っているところでございます。 

 本当に、先ほど45時間を50パーセント、40パーセントというのはどうかというご

意見ももっともなことでございますけれども、現実は80パーセント、中学校におき

ましては昨年90パーセントという中でありましたので、とにかく意識をしっかり変

えていこうと、そのことが普通のことではないんだという、そしてまた、当たり前

のようにしていた会議ですとか、それから行事等も本当に必要なことなのかという

ことを精選するという、まずは意識改革というのを大事にしたいなというふうに思

いました。 

 それから、先ほど言っていただきましたように、環境をやっぱり整えるというこ

とでございますので、１人当たりの持ち時間が少ないと、その空き時間に採点をし

たりとかいうことができるんですけれども、なかなか教職員を増やすという方向に

はならないという状況でございまして、私どもとしましても加配の教員といいまし

て、いわゆる少人数の指導の先生ですとか生徒指導の加配の先生とかいった、加配

教員の増員を毎年県の方にお願いしておりまして、また県の方からも国の方に要望

していっていただくというようなことで進めていただいておりまして、少しずつ加

配の教員も増えてはきているんですけれども、まだまだ十分ではないという中で、

町としまして学習支援員ですとか、それからスクールサポートスタッフ、そのスク

ールサポートする職員につきましては、いわゆる職員の事務をつかさどるというよ

うな職員でございまして、そうした職員を今、町の方で増員をしているというとこ

ろでございます。 

 そうしたことで、なかなか財政上の予算もございますので、そうしたことも考え

ながら環境の面を整備するということと、先ほど言いました意識の改革をしっかり

していくということで取り組んでいきたいというふうに考えているところでござい

ます。 

議長（杉浦和人君） ここで会議の都合上、時間を延長いたします。 

 對中芳喜君。 

13番（對中芳喜君） これで終わりますけれども、やはり働きやすい職場づくり、ぜ

ひ私たちも含めまして努力して努めていただきたいと思います。特に公務員さんと

いう、教職員さんも町の職員さんも、やっぱりそういったまちづくり、教育づくり

の中心でありますので。ぜひ元気に頑張ってもらえる職場をつくることが特に大切

かなと思います。そういった意味から見ても、環境のよい職場づくりのために頑張

っていただきたいということを最後に申し上げまして、私の質問を終わります。 

議長（杉浦和人君） 以上で、通告を受けました13名の一般質問は全て終了いたしま

した。 
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 以上をもちまして本日の日程は全て終了いたします。 

 委員会審査および調査につきましては、来週17日は午前９時から予算特別委員会、

午後２時から総務常任委員会、18日には午前９時から産業建設常任委員会、午後２

時からは厚生常任委員会、19日には午前９時から人口減少対策特別委員会、午後２

時からは地域経済対策特別委員会をそれぞれ開き、委員会で審査および調査をお願

いいたします。各委員会の招集につきましては、委員長の通知を省略いたしますの

で、あらかじめご了承をお願いいたします。12月26日には本会議を開き、委員長報

告を求めますので、定刻ご参集をお願いいたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

 一同起立、礼。 

－起 立 ・ 礼－ 

議長（杉浦和人君） ご苦労さまでございました。 

－散会 １７時１４分－ 


